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○大 学 の 概 要

（１） 現況

①大学名 国立大学法人電気通信大学

②所在地 東京都調布市

③役員の状況

学長名 益 田 隆 司（平成16年４月1日～平成20年3月31日）

理事数 ４名（うち非常勤１名）

監事数 ２名（うち非常勤２名）

④学部等の構成

学部名 電気通信学部

大学院名 電気通信学研究科

情報システム学研究科

センター等 レーザー新世代研究センター

情報基盤センター

国際交流推進センター

地域・産学官連携推進機構

保健管理センター

ｅラーニング推進センター

先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター

⑤学生数及び教職員数（平成１８年５月１日現在）

電気通信学部学生数 ４，２７６（留学生 １０３ ）名

電気通信学研究科学生数 ９５１（留学生 １１０ ）名

情報システム学研究科学生数 ３７２（留学生 ５４ ）名

教員数（本務者） ３４５ 名

職員数（本務者） １７４ 名

電気通信大学

（２）大学の基本的な目標等

電気通信大学の目標は、「高度コミュニケーション科学」の諸領域で世界をリー
ドする教育・研究拠点を築き、もって平和で幸福な社会の進歩発展に寄与すること
である。この目標に沿い、国籍、人種、信条、性別、社会的身分の如何を問わず、
国内外の市民及び社会に門戸を広く開放し、21世紀を担う先駆的な科学者、技術者、
専門職業人を育成する。

本学は、

ⅰ．教育においては、弛まざる努力と実践を通し、人間性、社会性に優れ、個性
を発揮し、国際感覚に富む人材を育成する。

ⅱ．研究においては、真理を追究し、先駆をなす科学技術を創造し、その正当・
適切な活用をもって人類の福祉、社会の進歩・発展に貢献する。

ⅲ．社会との関係においては、地域及び国際社会、産業界、公共機関との連携・
協力関係を密にし、教育・研究の成果を還元・共有する。

中期目標・計画期間には、以下の個別事項に留意した教育・研究を追究し、効
率的で効果的な大学運営に取り組む。

ⅰ．国境なき知の広場を世界に提供し、その拠点を形成する。

ⅱ．情報・通信・電子・メカトロニクス・基礎科学等を中心とし、関係諸分野を
融合した「高度コミュニケーション科学」の創成・発展の先導役を果たす。

ⅲ．継続性が必要な教育と即応性が求められる研究を共に進歩・発展させること
のできる柔軟で機動的な教育・研究体制を追求・維持する。

ⅳ．自然と人間の共存、環境との調和、科学者技術者倫理や科学技術の社会性等
に配慮した教育・研究を行い、真理の追究、科学技術の進歩と発展、啓蒙に寄
与する。

ⅴ．互恵、共存の精神をもって産業界、国内外の公的・私的諸機関、教育機関、
研究機関と連携、国際援助、国際社会に貢献する。

ⅵ．人的・物質資源を適切に配置し、組織、人事、財務、設備、学園環境面で、
合理的で効率よい組織運営体制を構築する。

（３）大学の機構図 次頁添付
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情報通信工学科
情報工学科 電気通信学部
電子工学科 (昼間コース・夜間主コース)

量子・物質工学科
知能機械工学科
システム工学科

人間コミュニケーション学科

菅平宇宙電波観測所

情報通信工学専攻 大学院電気通信学研究科
情報工学専攻
電子工学専攻

量子･物質工学専攻
知能機械工学専攻
システム工学専攻

人間コミュニケーション学専攻

情報システム設計学専攻 大学院情報システム学研究科
情報ネットワーク学専攻

情報システム運用学専攻

事務部 附　　属　　図　　書　　館

レーザー新世代研究センター

総合情報処理センター

国際交流推進センター

地域・産学官連携推進機構

リエゾン部門
（共同研究センター）

ベンチャー創出支援部門

機器分析部門
（機器分析センター）

地域貢献部門

保健管理センター

eラーニング推進センター

大学教育センター

学生支援センター

先端ﾜｲﾔﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ

監　　　査　　　室
総務課

財務会計課 総務部 評　　　価　　　室
施設課

研究協力課 広　　　報　　　室

安全・環境業務推進室
教務課
学生課 学 生 部 事　　　務　　　局
入試課

国際企画課 技　　　術　　　部

（H18.4.1　廃止）

（H18.4.1　廃止）

（ｻﾃﾗｲﾄ･ﾍﾞﾝﾁｬｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ）

知的財産本部

産学官等連携推進本部

【平成17年度】

学
　
長

学
長
選
考
会
議

経営協議会

役　員　会

教育研究評議会

監　　事

【平成18年度】 情報通信工学科
電気通信学部 情報工学科

（昼間コース・夜間主コース） 電子工学科
量子・物質工学科
知能機械工学科
システム工学科
人間コミュニケーション学科

菅平宇宙電波観測所

大学院電気通信学研究科 情報通信工学専攻
情報工学専攻
電子工学専攻
量子・物質工学専攻
知能機械工学専攻
システム工学専攻
人間コミュニケーション学専攻

大学院情報システム学研究科 情報システム設計学専攻 情報メディアシステム学専攻
（注） （H19.4.1　設置）
情報ネットワーク学専攻 社会知能情報学専攻
（注） （H19.4.1　設置）
情報システム運用学専攻 情報ネットワークシステム学専攻
（注） （Ｈ19.4.1　設置）

附　属　図　書　館 事務部 情報システム基盤学専攻
（H19.4.1　設置）

レーザー新世代研究センター

情報基盤センター （H18.4.1　設置）

国際交流推進センター

地域・産学官連携推進機構

（共同研究センター）

（ｻﾃﾗｲﾄ・ﾍﾞﾝﾁｬｰ・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ）

（機器分析センター）

保健管理センター

eラーニング推進センター

大学教育センター

学生支援センター

先端ﾜｲﾔﾚｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ

監　　査　　室
総務課

評　　価　　室 総　務　部　 財務会計課（H19.4.1 財務課)
（H19.4.1 部制廃止） 施設課

広　　報　　室 研究協力課

安全・環境保全室
（H１８．４．１　設置） 教務課       
事　　務　　局 学　生　部　 学生課

（H19.4.1 部制廃止） 入試課（H19.4.1 入試・広報課）
技　　術　　部 国際企画課（H19.4.1 廃止）

 

国立大学法人電気通信大学機構図

地域貢献部門

産学官等連携推進本部

知的財産本部

ベンチャー創出支援部門

リエゾン部門

機器分析部門

　　大学院情報システム学研究科の既
設の３専攻については、平成１９年4月
から学生募集を停止し、在学生の修了
を持って廃止する。

学
　
長

学
長
選
考
会
議

経営協議会

役　員 会

教育研究評議会

(注)

監　　事
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電気通信大学
○ 全体的な状況

１．経営戦略の確立と学長のリーダーシップに基づく機動的大学運営 グラム」などのプロジェクトや建物等の老朽化に伴う安心・安全のための施
（１）経営戦略と機動的大学運営（総論） 設修繕等整備への配分を行うこととした。

本学では、法人化後「企画調査室」（学長ブレーンとして平成16年度に設 （５）財政基盤の確立
置）において、外部役員、経営協議会及び外部評価委員会の意見を踏まえ、 財政基盤確立のため、以下の取組みなどを実施した。
教育研究組織や教育方法等の在り方など経営に関する重要事項について経営 ①大型の競争的資金獲得のための取組
戦略を練ってきており、これを学長のリーダーシップの下、着実に推進した。 「大型予算検討WG」を設置し、COEや科学技術振興調整費など、大型競争

平成18年度は、本学の教育研究の理念を具現化するため、①その具体的方 的資金獲得に向けて、大学としての組織体制、研究拠点の構築について検
向性等についてとりまとめた「電気通信大学の基本方針」を策定するととも 討を行った。
に、②以下のような各種具体的方策を実施した。 ②科学研究費補助金獲得のための取組

なお、大学運営は、学長と学部長等部局等責任者との迅速な連携体制を強 科学研究費補助金については、前年度に未申請の教員に対し、未申請の理由
化することにより、学長のリーダーシップや機動性が遺憾なく発揮される環 や平成19年度計画の有無等のアンケート調査を行うとともに、各学科長・専攻主
境をより充実させた。 任等を通じて申請を促した。その結果、申請率は100.3％となった。また、昨

（２）全学的教育研究組織の見直し 年度に引き続き申請書の事前チェックや説明会などを実施した。
「電気通信大学中長期在り方懇談会」を設置し､競争力のある国立大学、学 ③外部資金獲得目標値の設定

生にとって魅力的な教育組織、社会ニーズに応じた人材養成等の観点から検 研究室紹介冊子の発行や産学官連携ＤＡＹの開催等により、各学科・専
討を行った。なお、経営協議会及び外部評価委員会の意見や現下の国立大学 攻ごとに設定した外部資金獲得目標値を上回った。
を取り巻く厳しい環境に鑑み、新たに「教育組織等改組検討ＷＧ」を設置し （６）施設マネジメント
た。このＷＧは、学長自ら主査を務め、そのリーダーシップの下、平成21年 施設の有効活用のため、オープンラボを配置し運用するとともに、２件の
度の改組実現に向けて取りまとめることとしている。具体的には、社会のニ 競争的資金の獲得に伴って優先的スペース配分を行った。また、平成17年度
ーズの変化等への柔軟な対応を可能とするための方策など全学的な教育研究 に引き続き、施設利用実態調査を実施し、その結果を学内に公表するととも
組織の見直しの検討を開始した。なお、検討を開始するに当たっては、教育 に、空室等の有効活用について検討を開始した。
研究評議会の意見を聴取しつつ、学長、理事が各学科等を訪問し、その趣旨 （７）業務の効率化等（事務組織の見直し）
について直接教職員に説明し、教職員からの意見を聴取するなど、十分な学 事務局業務の効率化等の観点から、事務組織のフラット化、合理化及び集
内コンセンサスを得つつ取組んだ。 約化とともに、企画立案体制の充実・強化などについて平成19年度から実施

（３）戦略的人事 するため、①総務部、学生部という部制の廃止、②国際企画課業務の統廃合、
①任期制の新たな導入 ③企画・戦略業務を担当する「企画調整役」の新設など事務局の具体的見直

学校教育法の改正に伴う新たな教員組織の構築に際して、教員の流動性の し案を策定した。
向上や教育研究の高度化・活性化を図るため、平成19年度から「助教」とし （８）一般管理費の削減
ての新規採用者はすべて任期を付すこととした。 ポスター・メールなどによる省エネルギーキャンペーンのほか、夏季一斉
②全学裁量ポストの戦略的活用 休業の試行や夏季の軽装の実施とともに、機器の更新等に当たっては、省エ

これまで、全教員の10％を全学裁量ポストとし、戦略的に人事配置をする ネルギーに対応する機器の導入に努めた結果、対前年度比1.2％の電力使用量
「教員配置システム」を実施してきており、平成18年度は、最先端の教育研 の削減など一般管理費の削減につなげた。
究拠点形成を目指している「先端ワイヤレスコミュニケーション研究センタ （９）評価システムの構築
ー」に専任の助教授ポストを新設し、公募により優秀な人材を登用した。 平成18年度に、新たに「評価規程」を制定し、評価の種類・対象や評価組
③特任教授の配置及び特任助教の新設 織である学長、副学長、及び評価室等の役割・責任を明確化したことにより、

優秀な教員を外部から招へいして特任教授として配置し、戦略的創造研究推 各部局と評価担当理事等の連携協力体制が強化され、評価の実施や評価結果
進事業による「超短パルスレーザープロジェクト」を立ち上げた。 の反映など円滑に実施できるシステムを確立した。

また、若手研究者の育成強化や学内の研究の活性化のため、平成19年度の また、教員個人評価については、昨年度の評価の試行結果を踏まえ、「評
実現に向けて特任助教制度の整備を行った。 価結果の活用方針」を定めるとともに、「優秀教員賞」などのインセンティ

（４）重点的予算配分 ブの付与、給与の昇給における勤務成績の判定などに反映させた。
予算の重点的配分の具体的方策である「研究・教育活性化支援システム」 さらに、平成18年度は「教育の成果」と「全学的な研究活動の状況」を中

（学内公募方式による競争的資金:予算額45,000千円）を引き続き実施した。 心にした自己点検・評価（組織評価）を実施し、これについて、外部評価委
なお、平成19年度においては、教員組織の改正に伴う助教への採用につい 員会の評価を受けた。

て任期制を導入することとしたことから、助教等新任教員の自主的・自律的 （１０）広報の積極的展開
な教育研究への取り組みを支援することができるよう当該システムの「新任 受験雑誌等への広告や「UEC NEWS」、「電通大どおり」等の広報誌の発行、
教員支援研究」の枠において十分配慮することとした。 入試説明会など昨年に引き続き多様な広報を展開した。特に、平成18年度は、

また、平成19年度予算編成方針においては、大学として戦略的重点的に取 初めて招待キャンパスツアーを実施し、高等学校の先生への理解を深める場
組むことが必要な国からの財政支援が終了した「特色ある大学教育支援プロ を提供するとともに、ホームページにおいて、受験サイトを刷新し、動画配

信や携帯サイト開設などを実施した。
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電気通信大学
○ 全体的な状況

（１１）危機管理への取組み （５）拠点形成に向けた戦略的研究推進
国立大学法人評価委員会からの指摘を踏まえ、危機管理の基本的な考え方、 高度情報化社会の基盤及びその発展に資することを目標にし、特色があり、

姿勢、全学的な危機管理体制、具体的な対応策等について定めた「危機管理 重点的に取り組むべき研究諸分野として、情報、通信、波動、デバイス、ロ
基本要項」を制定した。また、当該要項に基づき、研究費の不正使用等防止 ボティクス、システム、メディア等における研究を推進するとともに、従来
のためのマニュアルを作成するとともに、その他の事項についても個別マニ の組織を越えた横断的研究に対応する新しい領域研究について推進する研究
ュアルの必要性等の検討を開始した。 ステーションの拡充を推進した。

①平成 17 年度に設置した先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター
２．教育改善及び戦略的研究推進等の取組み では、ワイヤレス通信に関するアドホックネットワーク、コグニテイブ無
（１）教育改善への取り組み 線、高効率線形増幅などの先端研究を推進した。

本学の人材養成目的に沿った教育等の内容を絶えず点検・評価・改定し、 ②21世紀 COE プログラム「コヒーレント光科学の展開」において、「コヒ
その有効性・実質化を促進する組織である大学教育センターの教育企画部、 ーレント操作による光・物質系の新機能の創出」「光の超高精度制御によ
教育改善部及び入試検討部を中心として、以下のとおり教育改善等の取組み る新機能の創出」「新世代コヒーレントフォトニックデバイスの創出」の
を検討し、実施した。 ３プロジェクトの研究を、引き続き積極的に推進した。

①現行カリキュラム全般にわたる検証を行い、FD活動の一環として数学お ③新たに「ヒューマン・ウェルビィ・サイエンス研究ステーション」「コミ
よび情報の基礎科目と専門科目との整合を検証し、また本学学生に欠け ュニティ協働システム研究ステーション」「エンタテイメントと認知科学
ている能力を補う新規科目の開発について検討した。 研究ステーション」の３ステーションを設置し、新たな拠点形成に向けた

②教育の成果を把握するため、在学生、卒業生及び企業に対しアンケート 研究を推進した。
調査を行い、そのニーズを今後のカリキュラムへ反映させることとした。 （６）若手研究者の育成

③厳格な成績評価を担保するための不服申し立て制度を設け、学生による 平成17年度に引き続き、学内のRA制度や競争的資金「研究・教育活性化支
授業評価の内容について授業改善に関する事項に重点を置くよう見直し 援システム」において、若手教員支援を実施するとともに、優秀な若手研究
を行った。 者の支援を目的として、外部資金（間接経費）を財源とした「UECポスドク研

④本学の目的に沿った優秀な学生を確保するため、大学院アドミッション 究員制度」を開始した。また、若手研究者が自立的研究に一定期間集中でき
ポリシーの策定、多様な入試方法の研究を行った。 る独立拠点形成を目指して、テニュア・トラック制度に基づく若手研究者育

⑤後述「（２）キャリア教育」のとおりキャリア教育を積極的に推進した。 成制度の実施に向けた検討を進めた。
なお、カリキュラムや入試方法については、全学的教育研究組織の見直し （７）産学連携の推進

の中で、さらに総合的に検討を行っていくこととした。 以下のとおり様々な産学連携活動を地域・産学官連携推進機構が中心とな
（２）キャリア教育 って推進した。

入学当初の学生の自我の発達を促し、社会が必要とする人材像や働くこと ①「第２回産学官連携DAY in 電通大」を開催し、共同研究成果報告会、
の意義、職場の実情等について学ばせ、その過程で大学で学ぶことの動機付 SVBL成果報告、学生・一般アイデアコンテスト、機器分析センター設備
けを目的として、学部１年次に「キャリアデザインA」を平成17年度に引き続 公開、電通大発ベンチャー企業の紹介などを行い、本学の研究成果を広
き開講した。更に平成18年度は新たに学部２年生を対象に「キャリアデザイ く公開した。また、産学官等連携推進本部の「創業・ベンチャー創出支
ンB」を開講し、多数の社会人TAとのweb討論も活用しつつ、社会人基礎力と 援ルーム」の支援の下、新たに２件の本学発ベンチャーが誕生した。
してのプレゼンテーションスキル開発、発想能力の啓発を行った。このため、 ②知的財産教育の充実を図るため、学部授業科目「知的財産権概論」「知
客員教授を間接経費により引き続き任用した。 的財産権管理」について、知的財産本部が担当となって実施するととも

（３）学生支援の充実 に、将来知的財産関係の道を志す学生により設立されたIP研究会に対す
①学生生活の現況と満足度等を把握し今後の学生サービスの向上につなげ る弁理士試験準備などの指導を行った。

るための「在学生アンケート」の実施、②「学生何でも相談室」の開設期間 ③地域の企業と連携した「地域貢献シンポシオン」の開催、ボランティア
の拡大（後期授業開始の１週間まえから開設）、③就職説明会における先輩 事業の支援のためのWebによる「学生ボランティア登録システム」「ボラ
学生からの指導の実施など、学生支援センターを中心として学生支援の更な ンティア活動依頼システム」の運用など、地域貢献部門において地域貢
る充実を図った。 献活動を推進した。

（４）特色ある教育プログラム （８）国際化の推進
本学の教育目標である実践力ある高度専門技術者の養成のため、教育の実 北京郵電大学、韓国情報通信大学及び本学による大学フォーラムや、武漢科技大

質化を図る様々な教育プログラムを検討しているが、平成18年度においては、 学、ハルビン工程大学、北見工業大学及び本学による４大学ワークショップの共催、
①特色ある大学教育支援プログラム「楽力（がくりょく）によって拓く創造 帰国した留学生のＯＢ組織づくりのための連絡先や現況の調査など、国際交流推進
的ものつくり教育」、②魅力ある大学院教育イニシアティブプログラム「問 センターが中心となって国際交流を積極的に推進した。
題設定型光科学教育プロジェクト」、「メカノインフォマティクス・カデット また、創立８０周年記念事業学術交流基金を活用し、教職員、学生の海外派遣や
教育」、③先導的ITスペシャリスト養成プログラム「高度IT人材育成のため 協定校からの共同研究者の招へいを行うとともに、短期留学プログラムによる留学
の実践的ソフトウェア開発専修プログラム」を実施した。 生への本学独自の経済的支援として、奨学寄附金共通経費を財源として奨学金を支

給した。
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電気通信大学
項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

中 １ 運営体制の改善に関する目標
期 大学の第一義的目標は卓越した教育・研究を通して社会に貢献することにある。この目標を十全に達成するため、教員が教育・研究活動に専念できる体制を整
目 える。役員、教員、事務職員等が相互協力の下、それぞれの役割を分担し、責任をもって遂行する運営体制を築く。
標

★効果的な組織運営に関する基本方針
学長のリーダーシップの下で、権限と責任の適切な分担を行い、役員、部局長、各センター等の長、学科長、専攻長等の責任を明確にするとともに、その相互

連携体制を構築し、機動性と実効性のある大学運営を行う。

★戦略的な学内資源配分等に関する基本方針
全学的な経営戦略に基づき、適正かつ効果的な資源配分を行う。資源は、部局、研究グループ、個人等の配分単位に対し等分のもの、教育・研究活動の評価に

基づくもの、公募方式によるもの、学長や部局長等のリーダーシップによる戦略的なもの等、適切な配分方式により配分する。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★運営組織の効果的・機動的な運営に関 ★運営組織の効果的・機動的な運営に関す
する具体的方策 る具体的方策
【82】 【82】 Ⅲ
①個性ある大学として発展するための経 ○大学のグランドプランに基づき、経営協 ○「電気通信大学の基本方針」（【87】参照）に沿った今後の経営戦略上
営戦略を確立し、一方、開かれた大学を 議会などの意見を踏まえて、今後の経営戦 の重要課題である教育研究組織の見直しについて、「電気通信大学中長
志向し、学外の有識者、専門家の意見や 略の体系整備を行う。 期在り方懇談会」を設置し、競争力のある国立大学、学生にとって魅力
助言を有効に生かせる運営体制を構築す 的な教育組織、社会ニーズに応じた人材養成等の観点から検討を行った。
る。 なお、経営協議会及び外部評価委員会の意見や現下の国立大学を取り巻

く厳しい環境に鑑み、新たに「教育組織等改組検討ＷＧ」を設置した。
このＷＧは、学長自ら主査を務め、そのリーダーシップの下、平成21年
度の改組実現に向けて取りまとめることとしている。具体的には、社会
のニーズの変化等への柔軟な対応を可能とするための方策など全学的な
教育研究組織の見直しの検討を開始した。

【83】 【83】
②学長のリーダーシップの下で、効率的 ※H16実施済みのためH18年度計画なし。
かつ責任ある大学運営を執行できるよ
う、経営、企画、研究、国際、教育、学
生等の業務を担当する理事（副学長）等
を置く。

【84】 【84】
③学長及び役員会の機能を補佐するた ※H16実施済みのためH18年度計画なし。
め、学長補佐室（平成13年度から設置）
の機能を強化する。

【85】 【85】
④役員会、経営協議会、教育研究評議会、※H18は対応する年度計画なし。 Ⅲ ○学長・理事による意思決定や検討状況の周知及び意見聴取など、役員
各部局の教授会、学科長会議、専攻主任 ・部局長等間の連携を強化することにより、一層の学内意思疎通を図る
会議等の役割と責任を明確にし、相互に ため、役員及び部局長等との連絡会議を毎月２回開催することとした。
意思疎通と連携が図れる体制を整備す （昨年度は毎月１回）
る。部局、学科、専攻、事務局各課等は、
相互に連携・協力し、合理的・効果的な
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

業務の遂行を図る。

【86】 【86】
⑤運営組織をスリム化・簡素化し、業務 ○情報基盤センターを設置し、情報化推進 Ⅲ ○情報基盤センターを設置し、附属図書館、歴史資料館、eラーニング推
運営を機動的、効率的にする観点から、 本部、総合情報処理センター業務、図書館 進センター、大学教育センター、総合情報処理センター等で個別に行わ
教授会、各種委員会等のあり方について 及び事務局における情報処理業務、e-Campu れてきた情報化関連業務を統括することとした。
見直しを行う。 s推進、e-ラーニング推進センターの支援な 学内教育系システムのパスワードの一元化によるユーザーの利便性向

どの業務を統合し、運営管理する。 上など、教育・研究等に関する情報化を効率的かつ効果的に推進するた
めの取組を順次実施した。

★全学的な経営戦略の確立に関する具体 ★全学的な経営戦略の確立に関する具体的
的方策 方策 Ⅲ
【87】 【87】

全学的な経営戦略は、経営協議会の審 ○グランドプランの重点目標を実現するた ○本学の教育研究の理念を具現化するため、その具体的方向性等につい
議に基づき、役員会の責任で策定し、学 めのロードマップを体系整備する。 てとりまとめた「電気通信大学の基本方針」（http://soumu.office.uec.
内外に報知する。 ac.jp/www/hyoukahouki/policy.html）を策定し、ホームページ上で公表

した。

★教員・事務職員等による一体的な運営 ★教員・事務職員等による一体的な運営に
に関する具体的方策 関する具体的方策
【88】 【88】 Ⅲ

それぞれの業務を担当する理事（副学 ○広報室、国際交流推進センター、地域・ ○広報室、国際交流推進センター、地域・産学官連携推進機構、学生支
長）等の指揮の下に、教員、事務職員等 産学官連携推進機構、学生支援センター及 援センター及び情報基盤センター等において、それぞれの所掌する具体
が一体となって業務を遂行するための体 び情報基盤センター等において教員、事務 的業務の企画立案・実施等にあたり、教員、事務職員等が対等の立場で
制を整備する。 職員等が一体となって業務の遂行にあたる。 これに参画するとともに、それぞれが適切な役割分担を行い、密接に連

携することにより、効率的かつ一体的な運営を行った。

★学外の有識者・専門家の登用に関する ★学外の有識者・専門家の登用に関する具
具体的方策 体的方策
【89】 【89】

経営協議会の学外委員については、広 ※H18は対応する年度計画なし。
い範囲から見識の高い人材を登用するた
めのシステムについて検討する。

★国立大学間の自主的な連携・協力体制 ★国立大学間の自主的な連携・協力体制に
に関する具体的方策 関する具体的方策
【90】 【90】

業務効率化と経費節減の観点から、職 ○業務効率化と経費削減のため、国立大学 Ⅲ ○業務効率化と経費削減のため、東京農工大学との間で、教職員・学生交流、
員統一採用試験への参加、物品購入や業 法人等職員採用試験の活用など他大学との プロジェクト研究等の共同実施、図書館の相互利用、物品の共同調達などに関
務のアウトソーシングにおける共同契約 連携協力を推進する。 する「基本協定書」を締結した。同協定に基づき、物品等の共同調達について
の可能性の検討など、他大学との連携・ 検討を行い、「物品等の共同調達に関する覚書き」を締結し、平成１９年度実
協力を積極的に推進する。 施に向けて液体窒素の共同調達を開始した。

★内部監査機能の充実に関する具体的方 ★内部監査機能の充実に関する具体的方策
策 Ⅲ
【91】 【91】

業務運営の改善と健全性の確保に資す ○監査室において、業務運営、会計経理に ○監査室において、「平成１８年度監査室監査計画」を策定し、①業務
るため、内部監査体制の整備充実につい 関する監査計画を策定し、監事と連携して 運営に関する監査②会計経理に関する監査を実施したほか監事監査の支
て検討する。 内部監査を実施する。 援を行った。

★全学的視点からの戦略的な学内資源配 ★全学的視点からの戦略的な学内資源配
分に関する具体的方策 分に関する具体的方策
【92】 【92-1】
①経営戦略に基づく学内資源配分（教職 ○グランドプランに基づき、本学の経営戦 ※年度計画【87】の記述参照。
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

員の配置、学内予算編成、間接経費及び 略及びこれを踏まえた学内資源配分の方針 Ⅲ
学長裁量経費の使途、施設スペースの配 を体系整備する。
分等）の基本方針を、教育研究評議会の
意見を参考に経営協議会で審議し、役員 【92-2】
会で決定する。 ○学内予算の執行状況及びその成果等 ○萌芽的研究、若手研究者の支援等、学内の研究・教育を活性化させる

を踏まえ予算編成方針を検証すること Ⅲ ため、「研究・教育活性化支援システム」を昨年度に引き続き学内予算
により、適正かつ効果的な資源配分を に計上するとともに、また、平成19年度予算編成方針においては、大学
行う。 として戦略的重点的に取組むことが必要な国からの財政支援が終了した

「特色ある大学教育支援プログラム」などのプロジェクトや建物等の老
朽化に伴う安心・安全のための施設修繕等整備への配分を行うこととし
た。

【92-3】
○施設の利用実態を踏まえ、教育研究 Ⅲ ○施設の有効活用のため、オープンラボを配置し運用するとともに、２
スペースの改善やオープンラボ等の競 件の競争的資金の獲得に伴って優先的スペース配分を行った。また、平
争的スペースの創出などに努める。 成17年度に引き続き、施設利用実態調査を実施し、その結果を学内に公

表するとともに、空室等の有効活用について検討を開始した。

【93】 【92-4】【93】
②長期的視野に立ち、教育研究を戦略的 ○全学裁量ポストを活用し、本学の将 Ⅲ ○これまで、全教員の10％を全学裁量ポストとし、戦略的に人事配置を
に推進するため、一定の割合の教員ポス 来を見据えた戦略的人員配置を行う。 する「教員配置システム」を実施してきており、平成18年度は、最先端
トを学長裁量のポストとし、全学的・戦 の教育研究拠点形成を目指している「先端ワイヤレスコミュニケーショ
略的見地から配分できる仕組みについて ン研究センター」に専任の助教授ポストを新設し、公募により優秀な人
検討する。 材を登用した。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

中 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標
期 大学の使命、学問と技術の進歩・発展、社会の変化等に対応し、時代の要請に応え得る柔軟、かつ、機動的な教育研究体制を整備する。
目
標 ★教育研究組織の編成・見直し等に関する基本方針

教育研究の目標が効果的に達成できるよう、教育・研究組織を不断に見直し、その整備・改善に努める。

★教育研究組織の見直しの方向性に関する基本方針
本学の標榜する「高度コミュニケーション科学」の発展と、その世界的拠点形成の実現に向けて、教育研究の個性が発揮しやすい組織に整備する。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★教育研究組織の編成・見直しのシステ ★教育研究組織の編成・見直しのシステ
ムに関する具体的方策 ムに関する具体的方策
【94】 【94】
①経営戦略、学問状況、社会の要請等に ○大学のグランドプランを踏まえ、組織再 Ⅲ ○「電気通信大学の基本方針」（【87】参照）（http://soumu.office.uec.
応じ、担当の理事（副学長）の下で継続 編検討のロードマップを体系整備する。 ac.jp/www/hyoukahouki/policy.html）に沿った今後の経営戦略上の重要
的に教育・研究組織の編成・見直しにつ 課題である教育研究組織の見直しについて、「電気通信大学中長期在り
いて検討する。新たに組織再編等を設計 方懇談会」を設置し検討を行った結果、経営協議会及び外部評価委員会
する場合には、担当理事（副学長）を責 の意見を踏まえた全学的視点からの見直しを行うため、「教育組織等改
任者とし、適切な企画立案組織を設ける。 組検討ＷＧ」を設置した。このWGは学長自らが主査を努め、そのリーダ

ーシップの下、平成21年度に向けて取りまとめることとしている。
【95】 【95】 なお、検討を開始するに当たっては、教育研究評議会の意見を聴取し
②組織再編等に際しては、外部評価の結 ○組織再編について、外部有識者の意見を Ⅲ つつ、学長、理事が各学科等を訪問し、その趣旨について直接教職員に
果なども反映させるとともに、経営協議 反映させるとともに学内コンセンサスを得 説明し、教職員からの意見を聴取するなど、十分な学内コンセンサスを
会、教育研究評議会等との密接な連携を るための十分な機会を設ける。 得つつ取組んだ。
図り、更に学内の十分なコンセンサスを
得るため、検討過程の情報公開や意見聴
取ができる仕組みを整備する。

★教育研究組織の見直しの方向性 ★教育研究組織の見直しの方向性
【96】 【96-1】 Ⅲ
①電気通信学部・電気通信学研究科と情 ○電気通信学部、同研究科の再編案を完成 ○上述の「電気通信大学中長期在り方懇談会」においては、競争力のあ
報システム学研究科の教育研究面での協 させる。大学院教育の実質化に対応する教 る国立大学、学生にとって魅力的な教育組織、社会ニーズに応じた人材
力関係を強化し、「高度コミュニケーシ 育体制、大学院におけるインターンシップ 養成等の観点から検討を行ったが、経営協議会及び外部評価委員会の意
ョン科学」の発展に寄与するため、双方 の充実、科学技術の将来を見据えた教育内 見や現下の国立大学を取り巻く厳しい環境に鑑み、新たに学長を主査と
の再編の可能性も視野に入れた教育研究 容の見直しと学部の再編、社会人教育の学 する「教育組織等改組検討ＷＧ」を設置し、社会のニーズの変化等への
体制の見直しについて検討する。当面、 部夜間主コースから大学院への転換、留学 柔軟な対応を可能とするための方策など全学的な教育研究組織の見直し
・電気通信学部、同研究科は改組の完成 生対応の教育体制、などを考慮して再編計 の検討を開始した。
年度（平成19年度）までは、７学科、７ 画案を立てる。
専攻体制を維持し教育研究の充実を図
る。 【96-2】
・領域横断的で時限性のある研究分野へ ○情報システム学研究科の再編改組につい Ⅲ ○情報システム学研究科について、平成19年４月改組に向けて、入学者選抜、
柔軟に対応するため、電気通信学研究科 て19年度実施に向けて準備を進める。 カリキュラム編成など必要な準備を行った。
において、既設７専攻の枠を超えた柔軟
な教員組織を持った独立専攻の新設につ
いて検討する。
・学部夜間主コースの見直しを行い、大
学院レベルでの社会人を含めた教育の充
実を図る。
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

・情報システム学研究科の協力講座につ
いて、基幹講座化も含め、組織の見直し
を行う。

【97】 【97】
②教育研究体制を柔軟にし、COE拠点形 ○ワイヤレス情報通信分野、フォトニック Ⅲ ○本学の重点的教育研究分野における拠点形成に向けた先導的教育研究
成のために人材が機動的に離合集散でき 情報通信分野、情報ネットワーク分野、情 推進体制について検討を行ったが、平成２１年度に向けて全学的教育研
る体制を整える。 報セキュリティ分野、情報理論分野等の先 究組織の見直し検討が開始されたことから、教育組織と研究組織の分離

導的な研究と教育の推進体制の検討を行う。 などの観点も含めて今後更に総合的に検討を進めることとした。

【98】 【98】
③教育研究を促進、支援する組織として、※H16実施済みのためH18年度計画なし。
教員、事務職員等一体のセンター、機構
等の整備を図る。
・教育に関わる支援組織として、学生部
の再編改組を含む入試センター（仮称）
や学生支援センター（仮称）の設置につ
いて検討する。
・共通教育のカリキュラムの企画、立案、
実施、管理や、教育方法、FD等を総合的
に扱うための大学教育センター（仮称）
の設置について検討する。
・国際交流の推進のため、留学生課、留
学生センターなどを融合した国際交流推
進センター（仮称）を設置する。
・共同研究センター、サテライト・ベン
チャービジネス・ラボラトリー、機器分
析センター、知的財産本部、広報室、TL
O、同窓会組織などが有機的に連携する
地域・産学官連携推進機構（仮称）を設
置する。

【99】 【99】
④レーザー新世代研究センター（平成11 ※H18は対応する計画なし。
年４月設置）について、設置後10年を目
途に見直しを行い、新たな展開を検討し、
改組・再編する。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

③ 人事の適正化に関する目標

中 ３ 人事の適正化に関する目標
期 中長期的な人事管理方針に基づき、客観性、透明性のある弾力的人事システムを構築し、教育研究や業務運営の内容に応じた適切な人材登用・配置を図る。
目 個々の職員の業務に対する評価体制を整備し、能力、業績等を適切に反映する人事システムを導入するとともに、職務遂行能力向上のための諸施策を講ずる。
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★人事の客観性・透明性・流動性を確保 ★人事の客観性・透明性・流動性を確保す
するための具体的な方策 るための具体的な方策
【100】 【100】

教員の採用に公募制を積極的に導入す ○学校教育法の改正による教員組織の見直 Ⅳ ○学校教育法の改正に伴う新たな教員組織の構築に際して、教員の流動
るとともに、任期制の導入について検討 しを踏まえ、テニュアトラック制導入の検 性の向上や教育研究の高度化・活性化を図るため、平成19年度から「助
する。 討を行う。 教」としての新規採用者はすべて任期を付すこととした。

また、テニュアトラック制による「先端領域若手研究者グローバル人
材育成」構想を検討し、科学技術振興調整費「若手研究者の自立的環境
整備促進」に申請を行った。

★大学の個性化を図るための中長期的な ★大学の個性化を図るための中長期的な
人事管理方針の策定と弾力的な人事シス 人事管理方針の策定と弾力的な人事シス
テム構築のための方策 テム構築のための方策
【101】 【101】

人材の適正配置、ポストの重点配分、 ※H17実施済みのためH18年度計画なし。
優秀な人材確保の方策の検討などを中長
期的な観点から行うための全学的機構を
整備する。

★適切な評価体制の整備に関する具 ★適切な評価体制の整備に関する具体的方
体的方策 策 Ⅲ
【102】 【102】

教育・研究や、業務活動の内容等に応 ○平成１８年４月の給与法改正を踏まえた ○教員基本データベースに基づく評価の試行結果を踏まえ、教員個人評
じた、多面性のある評価手法を用いた客 新たな昇給制度に対応し得る評価システム 価についてＷｅｂシステムを本実施し、その結果を１月昇給における勤
観性と公平性のある評価システムを整備 について検討を行う。 務成績の証明に反映させるとともに、更なる客観性と公平性のある人事
する。能力評価、業績評価が適切に昇任 評価システムの構築について検討した。
・昇格、給与等に反映される人事システ
ムの構築を目指す。

★外国人、女性等の任用の促進に関する ★外国人、女性等の採用の促進に関する具
具体的方策 体的方策 Ⅲ
【103】 【103】

人種、国籍、性別等による差別のない ○人種、国籍、性別等を問わない能力及び ○「人事の基本方針」（平成１６年４月１日策定）において、公募制の導入や、
採用を促進するとともに、特定の大学や 人物本位の採用を図る。教員の公募情報を 人種・国籍、性別等を問わない採用に努めることを規定し、以後適切にこれを
グループに依存しない開放的で人物本位 国内外に広く発信し、優秀で職務にふさわ 運用してきた。平成１８年度においても、各部局における人事提案に当たって
の採用を図る。 しい外国人教員、女性教員の採用に努める。 部局長等から学長に協議があった際、あらためて同方針に定める事項を確認す

るとともに、各人事委員会等においては、同方針を踏まえ厳正に審査を行うな
ど、人種、国籍、性別にとらわれない人事を行った。
＜平成１８年度採用実績＞外国人教員４名（うち女性１名）、女性教員５名
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

★事務職員等の専門性等の向上を図るた ★事務職員等の専門性等の向上を図るため
めの措置 の措置
【104】 【104】 Ⅲ
①事務職員等の採用に関し、専門性の高 ○国立大学法人等職員採用試験外で優秀な ○総人件費削減を踏まえ、優秀な若手事務職員の新規採用を計画的に実施して
い特殊なポストについては、有為な人材 人材を幅広く採用するための制度を検討す いくための方策について検討を進めた。
を試験制度外で採用し得る制度を設け る。
る。

【105】 【105-1】
②事務職員等の職務遂行能力向上のた ○各課等の専門的業務に関する能力を向上 ○職務遂行能力向上のため、管理職を対象とした労務管理研修、各課の
め、学生支援、国際交流、労務管理、財 させる研修、語学研修など多様な研修を実 直面する課題についての課長補佐研修、放送大学を利用した研修、事務
務会計等の個々の業務ごとに専門的な研 施する。 系職員の海外研修など、多様な学内研修を企画・実施するとともに、学
修を実施する。また、他大学等との人事 Ⅲ 外研修機関等が企画実施する職制研修（階層別研修）、専門研修（業務
交流を積極的に実施する。 別研修）に職員を派遣し研修を受けさせた。

また、平成１９年度に向けて更なる体系的な研修の在り方について検
討を行った。

【105-2】
○西東京地区をはじめとする国立大学法人 Ⅳ ○職務能力向上の観点から、西東京地区の国立大学法人等との人事交流を積極
等との人事交流を積極的に行う。 的に実施した。これまで実施した人事交流において、他機関の業務方法に触れ

る機会を持つことによる研修効果、人事の活性化による意識の向上、他大学の
事務との情報網の構成などの効果が得られている。
＜平成１８年度交流者＞
交流機関数；８機関
出向者数；新規６名、継続６名
受入者数；新規６名、継続２名

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標
期 法人化後の大学運営において、世界的教育研究活動を適切に支援するため、管理運営業務が適切、迅速かつ的確に行われるよう、事務組織の見直しや事務処理
目 の簡素化、合理化、効率化を促進する。
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★事務組織の高機能化に関する具体的方 ★事務組織の高機能化に関する具体的方策
策
【106】 【106】【107】
①法人化後の大学運営に対応し得る事務 ○給与関係事務、共済関係事務及び事務情 Ⅳ ○総務課において従来の給与認定事務、共済組合長期給付事務と併せて
組織の整備を計画的に進める。その際、 報関連業務について、一元的に所掌する体 これまで財務会計課で処理してきた給与支給事務、共済組合短期給付事
それぞれの業務を担当する理事（副学長）制を整備する。 務を、一元的に処理することとした。更に事務組織のフラット化、合理
等の指揮の下に、教員、事務職員等が一 化及び集約化とともに、企画立案体制の充実・強化などについて平成19
体となって機能的かつ迅速に業務を遂行 年度から実施するため、①総務部、学生部という部制の廃止、②国際企
するための体制を整備する。 画課業務の統廃合、③企画・戦略業務を担当する「企画調整役」の新設

など事務局の具体的見直し案を策定した。
【107】
②法人本部の機能を強化するため、企画
部門（企画、評価、調査、広報、情報化
など）の事務組織を充実・強化する。

★事務処理の効率化、合理化に関する具 ★事務処理の効率化、合理化に関する具体
体的方策 的方策
【108】 【108】
①物品請求管理システムの導入など、We ○事務の効率化を推進するため、より一層 Ⅲ ○給与法等の法令改正に機動的かつ柔軟に対応できる効率的な新人事事
bを活用した事務局の電子化を一層推進 の事務の電子化について検討する。 務システムについて検討し、平成１９年度導入に向けてシステム設計・
する。 調達手続きを行った。

【109】 【109-1】
②効率的事務処理のためのマニュアルの ○適切かつ効率的な事務処理のため、各種 Ⅲ ○適切かつ効率的な事務処理のため、各課で保有している業務マニュア
整備、研修制度の充実を図る。 マニュアルの整備を進める。 ル等を調査・収集し、体系的に整理した上で、研究費の不正使用防止マ

ニュアルの作成、教員基本データベース入力マニュアルの更新など、新
たに作成・改訂等が必要となるものについて順次作成を開始した。

【109-2】
○各課等の専門的業務に関する能力を向上 Ⅲ ○職務遂行能力向上のため、管理職を対象とした労務管理研修、各課の
させる研修、語学研修など多様な研修を実 直面する課題についての課長補佐研修、放送大学を利用した研修、事務
施する。 系職員の海外研修など、多様な学内研修を企画・実施するとともに、学

外研修機関等が企画実施する職制研修（階層別研修）、専門研修（業務
別研修）に職員を派遣し研修を受けさせた。

また、平成１９年度に向けて更なる体系的な研修の在り方について検
討を行った。（【105-1】再掲）

【110】 【110】
③多摩地区５大学を中心とした共同業務 ○事務処理の合理化・効率化の観点から、 Ⅲ ○多摩地区５大学等との共同業務処理の可能性について検討を進めたところ、
処理の可能性について検討を進める。 多摩地区５大学を中心とした西東京地区の 各大学ごとの状況の違いが明らかとなり、直ちに５大学間で実現することが困

他大学等との連携・協力を推進する。 難となったため、当面は、状況の近い東京農工大学との間で可能な範囲で共同
業務を進めることとし、教職員・学生交流、プロジェクト研究等の共同実施、
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

図書館の相互利用、物品の共同調達などに関する「連携・強力の推進に関する
基本協定書」を締結し、同協定に基づき、物品等の共同調達について検討を行
い、「物品等の共同調達に関する覚書き」を締結し、平成１９年度実施に向け
て液体窒素の共同調達を開始した。

【111】 【111】
④管理部門における単純事務作業等、よ ※H16、H17実施済みのためH18年度計画
り効率的な業務遂行が可能となる分野に なし。
ついては、積極的にアウトソーシングに
ついて検討する。

ウェイト小計

ウェイト総計
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電気通信大学

（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１．特記事項 （４）重点的予算配分
（１）経営戦略と機動的大学運営（総論） 予算の重点的配分の具体的方策である「研究・教育活性化支援システム」

本学では、法人化後「企画調査室」（学長ブレーンとして平成16年度に設置） （学内公募方式による競争的資金:予算額45,000千円）を引き続き実施した。
において、外部役員、経営協議会及び外部評価委員会の意見を踏まえ、教育研 なお、平成19年度においては、教員組織の改正に伴う助教への採用につい
究組織や教育方法等の在り方など経営に関する重要事項について経営戦略を練 て任期制を導入することとしたことから、助教等新任教員の自主的・自律的
ってきており、これを学長のリーダーシップの下、着実に推進した。 な教育研究への取り組みを支援することができるよう当該システムの「新任

平成18年度は、本学の教育研究の理念を具現化するため、その具体的方向性 教員支援研究」の枠において十分配慮することとした。
等についてとりまとめた「電気通信大学の基本方針」を策定するとともに、各 また、平成19年度予算編成方針においては、大学として戦略的重点的に取
種具体的方策を実施した。 組むことが必要な国からの財政支援が終了した「特色ある大学教育支援プロ

なお、大学運営は、学長と学部長等部局等責任者との迅速な連携体制を強化 グラム」などのプロジェクトや建物等の老朽化に伴う安心・安全のための施
することにより、学長のリーダーシップや機動性が遺憾なく発揮される環境を 設修繕等整備への配分を行うこととした。
より充実させた。

（５）施設マネジメント
（２）全学的教育研究組織の見直し 施設の有効活用のため、オープンラボを配置し運用するとともに、２件の

「電気通信大学中長期在り方懇談会」を設置し､競争力のある国立大学、学 競争的資金の獲得に伴って優先的スペース配分を行った。また、平成17年度
生にとって魅力的な教育組織、社会ニーズに応じた人材養成等の観点から検 に引き続き、施設利用実態調査を実施し、その結果を学内に公表するととも
討を行った。なお、経営協議会及び外部評価委員会の意見や現下の国立大学を に、空室等の有効活用について検討を開始した。
取り巻く厳しい環境に鑑み、新たに「教育組織等改組検討ＷＧ」を設置した。
このＷＧは、学長自ら主査を務め、そのリーダーシップの下、平成21年度の改 （６）事務組織の見直し及び業務の効率化
組実現に向けて取りまとめることとしている。具体的には、社会のニーズの変 戦略的法人経営を積極的に支援するため、これまでも不断に事務組織の見
化等への柔軟な対応を可能とするための方策など全学的な教育研究組織の見直 直しや業務の改善・合理化を図ってきている。
しの検討を開始した。なお、検討を開始するに当たっては、教育研究評議会の 平成18年度においては、給与関係事務、共済組合関係事務、事務情報関係
意見を聴取しつつ、学長、理事が各学科等を訪問し、その趣旨について直接教 事務を一元的に処理するための事務組織の整備を行った。また、事務局業務
職員に説明し、教職員からの意見を聴取するなど、十分な学内コンセンサスを の効率化等の観点から、事務組織のフラット化、合理化及び集約化とともに、
得つつ取組んだ。 企画立案体制の充実・強化などについて平成19年度から実施するため、①総

務部、学生部という部制の廃止、②国際企画課業務の統廃合、③企画・戦略
（３）戦略的人事 業務を担当する「企画調整役」の新設など事務局の具体的見直し案を策定し

①任期制の新たな導入 た。
学校教育法の改正に伴う新たな教員組織の構築に際して、教員の流動性の向 更に、東京農工大学との間で、相互の連携協力の推進に関する「基本協定

上や教育研究の高度化・活性化を図るため、平成19年度から「助教」としての 書」を締結し、同協定に基づき、物品等の共同調達について検討を行い、平
新規採用者はすべて任期を付すこととした。 成19年度に向けて液体窒素の共同調達を開始した。
②全学裁量ポストの戦略的活用

これまで、全教員の10％を全学裁量ポストとし、戦略的に人事配置をする「教
員配置システム」を実施してきており、平成18年度は、最先端の教育研究拠点
形成を目指している「先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター」に専
任の助教授ポストを新設し、公募により優秀な人材を登用した。
③特任教授の配置及び特任助教の新設

優秀な教員を外部から招へいして特任教授として配置し、戦略的創造研究推
進事業による「超短パルスレーザープロジェクト」を立ち上げた。

また、若手研究者の育成強化や学内の研究の活性化のため、平成19年度の実
現に向けて特任助教制度の整備を行った。
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電気通信大学

（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

２．共通事項に係る取組状況 （４）業務運営の効率化を図っているか。
（１）戦略的な法人経営の確立と効果的運用が図られているか。 特記事項「（６）事務組織の見直し及び業務の効率化」に記載のとおり、

特記事項「（１）経営戦略と機動的大学運営（総論）」「（２）全学的教育研 事務組織の見直しや東京農工大学との物品共同調達など業務の効率化を推進
究組織の見直し」に記載のとおり、戦略的な法人経営を実施している。 した。

（２）法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。（５）収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。
①学長等の裁量の予算、定員・人件費の設定 「別表（学部の学科、研究科の専攻等）」（P77・78参照)に記載のとおり。

＊学長裁量経費
学長のリーダーシップを十分に発揮するための経費として、１億円を学内 （６）外部有識者の積極的活用を行っているか。
予算に計上し、全学的視点から教育研究等の一層の充実発展を図るため、 本学では経営協議会を年に４回開催し、法定の審議事項を審議するととも
学長の判断により配分を行っている。平成18年度においては、横断的組織 に、本学経営上の重要課題について、学外委員から忌憚のない意見をいただ
である研究ステーション、重点的に推進すべき教育研究プロジェクト、学 いている。平成18年度においては、本学の現状データに基づき、教育研究組
内環境整備などに配分している。【資料編1-1①、1-2①参照】 織の在り方について、様々な意見をいただいた。

＊全学裁量ポスト また、平成18年２月19日には外部評価委員会を開催し、「教育の成果」と
特記事項「（３）戦略的人事」の「②全学裁量ポストの戦略的活用」に記 「全学的な研究活動の状況」を中心に評価を受けた。
載のとおり、全教員の１０％に当たる３６のポストを全学裁量ポストとし これらの意見等を踏まえ、特記事項「（２）全学的教育研究組織の見直し」
て確保し、学長のリーダーシップにより、全学的視野に立脚した戦略的新 に記載のとおり、全学的視点からの見直しを開始したところである。【資料
構想や部局の重点強化のため配置している。【資料編1-1②、1-2②参照】 編3-2、3-3参照】

②助教の配置に向けた検討 （７）監査機能の充実が図られているか。
特記事項「（３）戦略的人事」の「①任期制の新たな導入」に記載のとおり、 ①監事監査
助教制度についての検討を行った。【資料編1-3参照】 監事は、役員会をはじめとする法人の重要な会議に常時出席し、適宜、所

見を述べるとともに、監査計画に基づき、「物品購入・業務委託契約」「物
（３）法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価を行い、必要に応じて 品（資産・備品）の台帳管理」「施設利用実態調査並びに本学施設の課題」

資源配分の修正が行われているか。 「情報システム化推進並びに情報セキュリティ管理等の体制」「個人情報
①資源配分に関する事前・事後の評価と配分見直し 保護・管理」等について監査を行った。監事から個別に指摘のあった事項

特記事項「（４）重点的予算配分」に記載の「研究・教育活性化支援システ については、それぞれ適切な善後策を講じている。【資料編4-1,4-2参照】
ム」による支援プロジェクトに関して、同システム評価委員会において事前・ ②監査室監査
事後の評価を実施し、支援内容を見直すなど、資源配分の検証・見直しを実施 監事における監査の他、学長補佐を室長とする監査室により、監査計画に
している。【資料編2-1①、2-2①、2-3①参照】 基づき、内部監査を実施するとともに、監事監査の支援を行った。監査室

また、各年度の予算編成方針の策定に当たって、各セグメント等からの要求 からは、コンプライアンスに係る体制整備の必要性等について指摘があり、
に対し査定を行い、優先的に措置すべき事業の見直しを行っている。 これを踏まえてコンプライアンス規程等の整備を進めた。【資料編4-3,4-4】

【資料編2-1②、2-2②、2-3②参照】
②附属施設の時限の設定状況 （８）従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

レーザー新世代研究センター（平成11年４月１日設置）、先端ワイヤレスコ 昨年度国立大学法人評価委員会からの指摘事項なし。
ミュニケーション研究センター（平成17年４月１日設置）については、設置後
10年を時限とし、見直しを行うこととしている。
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電気通信大学
項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

① 総人件費改革に関する目標

中 １ 総人件費改革に関する目標
期 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。
目
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★総人件費改革に関する目標を達成する ★総人件費改革に関する目標を達成する
ための措置 ための措置
【112】 【112】

総人件費改革の実行計画を踏まえ、平 ○総人件費改革の実行計画を踏まえ、概ね Ⅲ ○総人件費改革の実行計画を踏まえ、計画どおり削減に取り組んだ。
成21年度までに概ね４％の人件費の削減 １％の人件費削減を図る。
を図る。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

② 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中 ２ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標
期 教育研究を推進し、その成果を確たるものとするため、資金面の基盤強化を図る。そのため、運営費交付金以外の収入確保に向けた活動を推進し、外部研究資
目 金を導入し、自己収入を増加させることに努める。
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★外部研究資金の増加に関する具体的方 ★外部研究資金の増加に関する具体的方策
策
【113】 【113-1】
①平成18年度までに科学研究費補助金等 ○科学研究費補助金等の申請率を目標の対1 Ⅲ ○科学研究費補助金の申請率の目標達成のために、平成１８年度科学研究費補
の申請率を対15年度比で15％増の95％と 5年度比15％増の95％を達成させるととも 助金に未申請であった教員に対し、未申請の理由、平成１９年度申請への計画
するなど、競争的研究資金の獲得を推進 に、獲得額の増を目指す。また、過去２年 の有無等のアンケート調査を実施し、積極的に申請するよう働きかけを行った
する。また、大学OB、地元企業・自治体 間のアドバイス体制を検証し、支援体制の ほか、研究計画調書の提出状況を毎週学科・専攻等に通知し、学科長・専攻主
等との連携を積極的に推進し、地域社会 見直しを行う。 任を通じて個々に働きかけを行った。その結果、申請率が100.3％となった。
のニーズに直結した共同研究、受託研究 ○科学研究費補助金の採択率向上、獲得額増を目指して、科学研究費に関する
を受け入れる。 説明会を開催し、審査経験者による研究計画調書作成のポイント、留意点等の

説明を行ったほか、科学研究費補助金獲得に実績と経験のある教員による研究
計画調書の学内事前チェックを実施した。
○過去２年間のアドバイス体制の検証を行ったところ、事前チェックをした課
題については、しなかったものより採択率が高かったことから、アドバイス体
制は引き続き実施することとした。

【113-2】
○競争的資金に積極的に応募するよう競争 Ⅲ ○競争的資金に積極的に申請する環境を創出するため、科学研究費補助金の過
的資金制度一覧（申請状況、採択状況等の 去３年間の受入状況、各学科・専攻ごとの申請・採択状況（前年度比較）、他
各種データを含む）をHP上で公表し、積極 大学との実績比較をホームページ上で掲載し、個人別受入状況についても、一
的申請を奨励する。 部の研究種目（特定領域研究、基盤研究(A)、(B)、若手研究(A)）については、

ホームページ上で公表し、他の種目についても各学科等の事務室で公開した。
また、省庁等で実施している競争的資金制度一覧をホームページ上に掲載した。

【113-3】
○地域の自治体や企業等との連携を積極的 Ⅳ ○本学の研究成果を一同に公開する「第２回産学官連携DAY in 電通大」（http
に推進し、共同研究・受託研究などの実施 ://www.kikou.uec.ac.jp/head_news/index_test.html?id=10016）や教育
を通して、外部資金の増加を図る。 研究活動を広く紹介する「電気通信大学フォーラム2006」（http://www.uec.a

c.jp/info/forum/）を開催し、研究成果報告会やアイデアコンテストの開催、
研究室公開、研究室紹介パネル展示などを通して本学の教育研究活動を広く地
域社会に公開した。また、「第２回産学官連携DAY in 電通大」では、共同研究
相談会を開催し、企業等とのマッチングを行った。平成１８年度は、調布市、
三鷹市、狛江市など多摩地域に立地する企業等と１４件（平成１７年度８件）
の共同研究を実施した。

【113-4】
○共同研究、受託研究等について、部門ご Ⅳ ○各学科・専攻ごとに共同研究、受託研究等の外部資金獲得目標値を設定し、
と（各学科・専攻等）の目標値の設定を行 各学科等で自主的に活動を展開するとともに、産学官等連携推進本部では、研
い、その実現に向けて努力する。 究室紹介冊子（ＯＰＡＬ－ＲＩＮＧ）（http://www.kikou.uec.ac.jp/opal-

ring2/index.htm）の発行、企業とのマッチングの場としての「第２回産学官
連携ＤＡＹ ｉｎ 電通大」（http://www.kikou.uec.ac.jp/head_news/index
_test.html?id=10016）の開催、各学科等を回って支援や問題点等について
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

の意見交換会を実施するなどして取り組んだ結果、目標を大幅に越えた受入れ
額を達成した。（目標達成率128.4％、対前年度比121.6％）

H18受入額 H18目標額 H17受入額
・共同研究 326,628 178,321 279,142
・受託研究 463,787 212,055 234,272
・奨学寄附金 150,461 80,085 195,788
・科学研究費補助金 350,690 535,190 352,666

計 1,291,566 1,005,651 1,061,868

【113-5】
○「産学官連携DAY in 電通大」などを通し Ⅲ ※【113-3】に記載
て、本学の教育研究活動を地域社会に広く
公開し、共同研究・受託研究の増を図る。

【114】 【114】
②間接経費や外部研究資金の拠出金によ ○間接経費等をRA経費、ポスドク支援等に Ⅲ ○外部資金（間接経費）を財源として、学内ＲＡ経費（予算額40,000千円）を
る財源については、先端的・学際的研究 充当し、研究の活性化を図ることにより、 引き続き実施し、74名の学生を採用したほか、学内ポスドク研究員1名を採用し、
領域の発展や教育研究環境の整備に重点 外部研究資金の増加に努める。 研究の活性化を図った。また、本学退職教員で民間等との共同研究を推進する
配分するなど、外部研究資金増加の誘因 者を客員教員として雇用し、共同研究の推進を図った。
策を講ずる。

★自己収入の増加と安定的確保に関する ★自己収入の増加と安定的確保に関する具
具体的方策 体的方策
【115】 【115】
①地の利を生かし、地方大学、企業、自 ○企業、自治体等への施設設備の有料貸付 Ⅲ ○大学のホームページや相互友好協力協定を締結している調布市を通じ
治体等への施設設備の貸付制度について を行うなど、自己収入の確保を図る。 て、本学の講義室等を各種資格試験や学会会場として貸付けていること
検討するなど安定的な収入確保に努め や、多摩川グランドの市民開放を行っていることをPRし、自己収入の安
る。 定的確保を図った。

【116】 【116】
②公開講座、講習会、セミナー等を充実 ○地域企業、高校生、住民への知的サービ Ⅲ ○地域企業、高校生、住民への知的サービスの提供の場として、公開講
させ、地域企業、高校生、住民への知的 スの提供の場として、公開講座、講習会等 座、研究開発セミナー、ITセミナー、技術経営実践スクール（高度技術
サービスを提供する。 を開催する。 研修）（http://www.kikou.uec.ac.jp/index_test.html?id=10023）

などを開催した。

【117】 【117】
③優秀な人材の育成、輩出により、企業 ○企業や団体から教育・研究環境の質的向 Ⅲ ○「電気通信大学起業家懇話会（イーテック）」（本学卒業生の起業家で
や団体から教育・研究環境の質的向上に 上に資するための経済的支援や設備機器の 構成する情報交換の場）など本学卒業生との交流の場において、本学の
資するための経済的支援や設備、実験機 贈与、提供を増加させる方策について検討 教育研究活動を紹介し、これへの支援を要請するとともに、目黒会を通
器の贈与、提供が受けられるように努め する。 じた有力な卒業生との連携強化により企業等からの経済的支援を増加さ
る。 せる方策について検討した。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

③ 経費の抑制に関する目標

中 ３ 経費の抑制に関する目標
期 自己管理を徹底し、点検・評価システムを有効に機能させ、管理的経費の抑制に努める。
目
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★管理的経費の抑制に関する具体的方策 ★管理的経費の抑制に関する具体的方策
【118】 【118-1】
①光熱水料の削減に努め、電気料の受益 ○エネルギーの使用の合理化に関する法律 Ⅲ ○ポスター・メールなどによる省エネルギーキャンペーンのほか、夏季
者負担制度の見直しや夏季の１週間程度 （省エネ法）による中長期計画書に基づき、 一斉休業の試行や夏季の軽装の実施とともに、機器の更新等に当たって
の全面休業期間の試行的な導入について 省エネルギー機器等への更新や職員への啓 は、省エネルギーに対応する機器の導入に努めた結果、対前年度比1.2％
検討する。 発活動を実施し、光熱水料の削減を図る。 の電力使用量の削減など一般管理費の削減につなげた。省エネルギー対

策の結果については、ホームページ等で公表した。（http://shisetsu.o
【118-2】 ffice.uec.ac.jp/osirase/h18syouene.pdf）
○夏季の一斉休業の試行的な導入について 夏季一斉休業については試行の結果を踏まえ平成１９年度から本実施
検討する。 することを決定した。

【119】 【119】
②学内のパート職員の一元的雇用管理に ○パート職員の効率的な配置と人材派遣会 Ⅳ ○平成１９年３月末事務系定年退職者の後任については、再雇用職員（非常勤）
よる効率的な配置や人材派遣会社の活用 社の活用などの方法により継続的に人件 を充てることとするなど人件費の抑制を図った。
などの人件費抑制方策について検討す 費の抑制に取り組む。 また、パート職員の配置と人材派遣会社の活用に関するこれまでの実績を検
る。 証し、平成１９年度に向けて更なる人件費抑制方策の検討を行った。

【120】 【120】
③会議参照システムの活用など、ペーパ ○会議資料閲覧システムの導入や、各種マ Ⅲ ○管理的経費の抑制に繋がるペーパーレスの取組について、これまでの
ーレス化の取り組みを一層推進する。 ニュアル・手引きの電子化など、ペーパー 実績を整理するとともに今後の計画を取りまとめ、経費節減や事務の簡

レスのためのこれまでの取り組み実績と今 素合理化の方策とともに学内に公表した。
後の具体的行動計画をとりまとめ、全学に 一般管理費における紙の購入費用は対前年度比388千円の減となった。
公表する。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

④ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 ４ 資産の運用管理の改善に関する目標
期 資産の安定的な運用に努め、学内施設の有効活用を図る。
目
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★資産の安定的な運用及び学内施設の有 ★資産の安定的な運用及び学内施設の有効
効活用に関する具体的方策 活用に関する具体的方策
【121】 【121】
①外部資金等を安全確実な利回りで運用 ○外部資金などの余裕資金について、国債 Ⅲ ○外部資金などの余裕資金の運用について、執行計画を踏まえ、証券会
管理するための担当部署を事務局に設置 の購入等により安全確実な運用を行う。 社からの提案に基づき検討した結果、元本の保証を最優先とし最も利回
する。 りの高い方法として国債を購入し運用を開始した。

【122】 【122】
②施設設備の有効活用を図るため、学内 ○Webを活用して、学内施設の利用情報を広 Ⅲ ○大学のホームページや相互友好協力協定を締結している調布市を通じ
ベンチャー、地方大学のサテライトキャ く一般に提供し、需要拡大を図る。 て、本学の講義室等を各種資格試験や学会会場として貸付けていること
ンパス、東京事務所、入試会場等の用途 や、多摩川グランドの市民開放を行っていることをPRし、自己収入の安
として都心部よりも有利な条件で提供す 定的確保を図った。（【115】再掲）
るなど、外部利用の需要の拡大を図るた
めの方策について検討する。

【123】 【123】
③知的財産本部の充実・強化により、特 ○知的財産本部、TLO、発明者が連携して、 Ⅳ ○「産学官連携DAY in 電通大」（http://www.kikou.uec.ac.jp/head_news/i
許権の有効な運用管理に努める。 技術移転を進めるとともに学内外の交流会 ndex_test.html?id=10016）や「イノベーションジャパン」など学内外での

を通して、本学で産み出された知的財産を 交流会においてTLOと協力して本学のシーズを広く紹介した。
積極的に企業に紹介する。 ○発明者を介し交流のある関連企業や技術者等とコンタクトを取ることによ

り、積極的に特許の技術移転活動を展開するとともに、当該特許をきっかけと
して共同研究の拡充を図った。
○本学発ベンチャーへの技術移転に関する申し合わせを定め、創業から５年間
に限り、本学が単独で権利を有する知的財産権の独占的実施権を無償で付与で
きることとし、支援を受けて成功したベンチャーからは相応の対価を受け取る
仕組みを構築した。

【124】 【124】
④宿舎の建替えによる有効活用を図るた ○職員宿舎の建替え計画案について、外部 Ⅲ ○宿舎の建替え計画について、外部資金の導入等の手法による整備の可
め、PFI等の新たな手法の導入について 資金の導入等の手法による整備方法を検討 能性について、民間企業等からの情報提供に基づき検討を行った。
検討する。 する。

ウェイト小計

ウェイト総計
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電気通信大学

（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項 ２．共通事項に係る取組状況
（１）財政基盤の確立 （１）財務内容の改善・充実が図られているか。

財政基盤確立のため、以下の取組みなどを実施した。 ①経費節減の取組状況
① 大型の競争的資金獲得のための取組 特記事項「（２）一般管理費の削減」記載のとおり、経費削減の取組みを

「大型予算検討WG」を設置し、ＣＯＥや科学技術振興調整費など、大型の 行った。
競争的資金獲得に向けて、大学としての組織体制、研究拠点の構築について ②自己収入増に向けた取組状況
検討を行った。 特記事項「（１）財政基盤の確立」記載のとおり、外部資金の獲得努力、

② 科学研究費補助金獲得のための取組 国債購入による資金運用など、自己収入増のための取り組みを行った。
科学研究費補助金については、前年度に未申請の教員に対し、未申請の理由 なお、本学では、外部資金に係る間接経費等については、学内RAや国際交

や平成19年度計画の有無等のアンケート調査を行うとともに、各学科長・専攻主任 流経費などの全学的使途に使用することとしており、部局に対するインセ
等を通じて申請を促した。その結果、申請率は100.3％となった。また、昨年度 ンティブ付与としての配分は実施していない。ただし、教員の昇給等にお
に引き続き申請書の事前チェックや説明会などを実施した。 いて、外部資金受入状況を判定要素の１つとして活用するなど、個人に対

③ 外部資金獲得目標値の設定 するインセンティブ付与については考慮している。
研究室紹介冊子の発行や産学官連携ＤＡＹの開催等により、各学科・専攻 ③財務情報分析

ごとに設定した外部資金獲得目標値を上回った。 「国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価における
④ 余裕資金の運用 財務情報の活用について」に示されている指標例を踏まえ、財務諸表等を

外部資金等の余裕資金においては、その余裕の期間に応じて、長期・短期 用いた経年比較や類似大学との比較を行うなど、本学財務状況の分析検討
国債を購入し、リスクのない安全確実な資金運用を実施した。 を進めた。なお、平成19年度に向けて、更に精力的に財務分析を実施し、

経営戦略に反映できるよう、事務局財務会計課に「財務分析係」を新設す
ることを決定した。

（２）一般管理費の削減 ④随意契約に関する情報公開等の取組
ポスター・メールなどによる省エネルギーキャンペーンのほか、夏季一斉休 「独立行政法人等における随意契約の適正化について（通知）」（平成18年

業の試行や夏季の軽装の実施とともに、機器の更新等に当たっては、省エネル ５月19日付け18文科高第141号）に基づき、随意契約に関する情報をホーム
ギーに対応する機器の導入に努めた結果、対前年度比1.2％の電力使用量の削 ページにおいて公表するとともに、平成17年度において締結した基準額以
減、光熱水料全体で対前年度比2.1％、6,189千円の削減を行った。 上の随意契約について必要な見直しを実施している。【資料編5-2,5-3参照】

また、事務用図書費の見直し、複数年契約の実施、ペーパレスの取組みなど
により、10,415千円の経費節減を行った。 （２）人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定

等を通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。
総人件費改革の実行計画を踏まえ、計画どおり削減に取り組んだ。
【資料編6-1参照】

（３）従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
前年度国立大学法人評価委員会からの指摘事例なし。
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電気通信大学
項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報提供に関する目標

① 評価の充実に関する目標

中 １ 評価の充実に関する目標
期 大学の公共性、社会性に鑑み、自らを内外から点検し、教育研究に関わる情報を公開し、社会に対する説明責任を果たす。
目
標 ★自己点検・評価に関する基本方針

自己点検・評価及び外部評価（第三者評価）を行うことは大学運営の自主・自律を担保するための社会的責任と認識し、これに全学的体制で取り組む。

★自己点検・評価結果の活用に関する基本方針
情報公開を推進し、自己点検・評価結果を内外に公表し、本学の役割を広く社会に報知するとともに、その社会的責任を明確にし、教育研究、大学運営その他

の諸活動の不断の改善を図る。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★自己点検・評価の改善に関する具体的 ★自己点検・評価の改善に関する具体的方
方策 策
【125】 【125-1】 Ⅲ
①自己点検・評価及び外部評価の充実を ○学長のリーダーシップの下で学内各部局 ○新たに「評価規程」を制定し、評価の種類・対象や評価組織である学
図るため、担当理事（副学長）等の指揮 と評価担当理事等とが連携し、各教員の自 長、副学長、及び評価室等の役割・責任を明確化したことにより、各部
の下、自己点検・評価の企画、実施及び 己点検・評価に適切に関与する仕組みを構 局と評価担当理事等の連携協力体制が強化され、評価の実施や評価結果
外部評価に対する全学的なマネジメント 築する。 の反映など円滑に実施できるシステムを確立した。
を行う機構を整備する。

【125-2】
○評価の試行結果を分析し、より適切な評 Ⅲ ○教員基本データベースに基づく平成17年度の評価の試行結果を踏まえ、
価方法へアップデートする。それに基づき 「自己点検評価シート」をWeb上で入力するシステムを導入し、教員評価、
教員評価、組織点検評価を実施する。 組織評価を実施した。

【126】 【126】
②評価の客観性を確保し、社会への説明 ○自己点検・評価を実施するとともに，外 Ⅲ ○「教育の成果」と「全学的な研究活動の状況」を中心として、自己点
責任を果たすため、外部有識者の視点を 部有識者による検証を受けるための仕組み 検・評価（組織評価）を実施し、外部評価委員会（平成１９年２月１９
自己評価に取り入れるための仕組みにつ を整備する 日開催）による評価を受けた。
いて検討する。

★評価結果を大学運営の改善に活用する ★評価結果を大学運営の改善に活用するた
ための具体的方策 めの具体的方策
【127】 【127】
①評価結果の効果的な活用を促進するた ○平成１７年度に実施した教員評価、組織 ○新たに「評価規程」を制定し、評価の種類・対象や評価組織である学
め、各部局長等が担当理事（副学長）等 点検の試行を踏まえ、学長のリーダーシッ Ⅲ 長、副学長、及び評価室等の役割・責任を明確化したことにより、各部
と連携して、当該部局等に関連する改善 プの下で各部局長と評価担当理事等が連携 局と評価担当理事等の連携協力体制が強化され、評価の実施や評価結果
点の整理、調整を行い、関係者に改善勧 して、各部局の教育研究活動の改善に繋げ の反映など円滑に実施できるシステムを確立した。（【125-1】再掲）
告を行うための仕組みについて検討す るための仕組みを構築する。
る。

【128】 【128-1】
②評価が高い活動は積極的に広報し、表 ○評価が高い活動は積極的に広報し、表彰 Ⅲ ○教員個人評価については、昨年度の評価の試行結果を踏まえ、「評価
彰制度などを通してインセンティブを与 制度などを通してインセンティブを与える 結果の活用方針」を定めるとともに、「優秀教員賞」などのインセンテ
える。評価結果を学内の資源配分や個人 仕組みを構築し、これを実施する。 ィブの付与、給与の昇給における勤務成績の判定などに反映させた。
の業績評価に反映させ、教育・研究活動
にインセンティブを与える仕組みについ
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

て検討する。
【128-2】
○評価結果を学内の資源配分や個人の業績
評価に反映させる仕組みを検討し、その試
行を行う。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報提供に関する目標

② 情報公開等の推進に関する目標

中 ２ 情報公開等の推進に関する目標
期 教育研究活動の状況、大学運営等に関する情報を積極的に開示・提供するとともに、社会に対して図書館情報や学術上価値のある歴史的機器等を公開し、地域
目 社会に対するサービスの向上を図る。
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★情報公開を推進する体制の整備に関す ★情報公開を推進する体制の整備に関する
る具体的方策 具体的方策
【129】 【129】

広報室（仮称）に広報担当学長補佐を ○ホームページの充実や各種メディアによ Ⅲ ○広報室を中心として、以下のように積極的に広報を推進した。
置き、大学情報の積極的な公開・提供を る広報により、積極的に情報公開を進める。 ・新入生からの意見を取り入れた受験生向けホームページ開設（http://
行うとともに、ホームページの整備等、 www.uec.ac.jp/pros.htm）、トップページのニュース＆トピックス内
大学の広報手段の質的向上を図る。 容充実、インターネット動画配信、英文ホームページへの研究室紹介の

掲載、携帯電話サイトの開設（http://daigakujc.jp/uec/）などのホ
ームページの充実

・一般雑誌広告（「読売ウイークリー」、「週刊エコノミスト」、等）、受験雑
誌広告（「蛍雪時代」、「大学受験案内」等）、新聞広告(日経産業新聞)、
インターネットメディアを利用した情報発信、看板広告

・携帯電話サイトを通じた学部入試出願状況のリアルタイム化
・大学案内のデジタル版（http://www.uec.ac.jp/nyusyu/pamphlet.ht

ml）をアクセス解析し、受験生の志向を考慮して大学案内を改善。
・大学広報誌「UEC NEWS」、地域広報誌「電通大どおり」の定期的発行
・「電気通信大学フォーラム2006」や「産学連携DAY in 電通大」に
よる本学教育研究成果の地域社会や企業等への公表。

・地域ニーズを踏まえた公開講座の見直しを実施。

★地域社会への歴史資料情報の公開、サ ★地域社会への歴史資料情報の公開、サー
ービスの充実 ビスの充実
【130】 【130】

地域社会の人々に対して科学技術史を ○歴史資料館基金の運用計画に基づき、同 Ⅲ ○歴史資料館基金を活用した同館の整備充実計画について、大学全体の
学習する場を提供するため、技術的文化 館の整備充実のため、取組みを進める。 施設整備計画との関連を踏まえて検討を行った。
遺産を展示した歴史資料館を整備・充実 資料館関係者の連絡と活動状況周知のため「歴史資料館ニューズレター」を
させる。 発行し、Webで配信することとした。

★学内外への図書館情報の発信 ★学内外への図書館情報の発信
【131】 【131－１】
①貴重書（例：寄贈江戸期和漢書コレク ○歴史資料館所蔵品目録等の電子化を推進 Ⅲ ○歴史資料館所蔵品目録等の電子化を推進するとともに資料本体の電子化に
ション）や歴史資料館資料の電子化を進 し、Web上に順次公開する。 ついて、検討を開始した。
め、ホームページからの利用を可能にす
る。

【131－２】
○貴重書（寄贈江戸期和漢書コレクション ○専門教員の協力のもとに貴重書である江戸期和算書コレクション等の１２３
等）の解題目録の作成を進める。 Ⅲ 点の解題目録を作成し、図書館のホームページに掲載した。（http://www.lib.

uec.ac.jp/wasan/wasan_catalogue.html）
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

【132】 【132】
②修士論文・博士論文をオンラインで公 ○学位論文のホームページへの掲載を更に Ⅲ ○学位論文のホームページ掲載を推進し、平成１８年度修士学位授与者
開する。 推進する。 の95％から掲載許諾を得、また、博士学位授与者については全ての学位

論文を掲載した。
「修士学位論文一覧」URL

http://www.lib.uec.ac.jp/master/master.html
「博士学位論文一覧」URL

http://www.lib.uec.ac.jp/gakui/gakui.html

ウェイト小計
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電気通信大学

（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報提供に関する特記事項等

１．特記事項
（１）評価システムの構築 ２．共通事項に係る取組状況

平成18年度に、新たに「評価規程」を制定し、評価の種類・対象や評価組織 （１）情報公開の促進が図られているか。
である学長、副学長、及び評価室等の役割・責任を明確化したことにより、各 「大学による情報の積極的な提供について（通知）」（平成17年３月14日付
部局と評価担当理事等の連携協力体制が強化され、評価の実施や評価結果の反 け16文科高第958号）等を踏まえ、ホームページ等を通じて法人情報を広く
映など円滑に実施できるシステムを確立した。 社会に発信するとともに、特記事項「（２）広報の積極的展開」に記載の

また、教員個人評価については、昨年度の評価の試行結果を踏まえ、「評価 とおり、積極的な広報を推進した。
結果の活用方針」を定めるとともに、「優秀教員賞」などのインセンティブの
付与、給与の昇給における勤務成績の判定などに反映させた。 （２）従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

さらに、平成18年度は「教育の成果」と「全学的な研究活動の状況」を中心 前年度国立大学法人評価委員会からの指摘事項なし。
にした自己点検・評価（組織評価）を実施し、これについて、外部評価委員会
の評価を受けた。

（２）広報の積極的展開
受験雑誌等への広告や「UEC NEWS」、「電通大どおり」等の広報誌の発行、

入試説明会など昨年に引き続き多様な広報を展開した。特に、平成18年度は、
初めて招待キャンパスツアーを実施し、高等学校の先生への理解を深める場を
提供するとともに、ホームページにおいて、受験サイトを刷新し、動画配信や
携帯サイト開設などを実施した。
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電気通信大学
項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項に関する目標

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

中 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標
期 キャンパス内の建物、設備、生活空間は、教育研究を支える重要な要素である。教育研究の所期の目的を達成するため、これらの継続的な整備を推進する。
目
標 ★施設整備に関する目標

施設・設備は、それに関する中長期計画及び施設の有効活用を図るため、施設の点検・評価の結果を踏まえ、合理的、効率的に整備し、適切な維持保全を行い、
安全の確保に万全を期す。

施設整備に当たってはバリアフリー（障壁除去）、環境の保全にも配慮する。

★教育環境の整備に関する目標
e-Campusのモデル大学を目指し、その実現に向けた環境整備を推進する。

★生活環境の整備に関する目標
学園生活を快適にする設備、キャンパスの緑化、災害時における地域の避難場所としての施設環境等を整える。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★施設の有効活用を図るための具体的方 ★施設の有効活用を図るための具体的方策
策
【133】 【133】【135】 Ⅲ ○施設の有効活用のため、オープンラボを配置し運用するとともに、２
①施設整備に当たっては施設の有効活用 ○施設の利用実態を踏まえ、教育研究スペ 件の競争的資金の獲得に伴って優先的スペース配分を行った。また、平
を図るため、利用状況、狭隘状況、老朽 ースの改善やオープンラボ等の競争的スペ 成17年度に引き続き、施設利用実態調査を実施し、その結果を学内に公
化等の施設の点検・評価を定期的に行 ースの創出などに努める。また、施設の老 表するとともに、空室等の有効活用について検討を開始した。
い、スペース配分の見直し、稼働率の向 朽化について改修を進めるための検討を行 ○施設の老朽化対策として、A棟（講義棟）の耐震補強を含む全面改修を
上を目指す。 う。 実施したほか、構造耐震指標（Is値）0.3以下の建物について平成１８年

度国立大学法人施設整備費補助金を文部科学省に申請し、予算措置され
たため、G棟（研究棟）及びC棟（講義棟）の耐震補強実施設計を開始し
た。更に施設利用実態調査における老朽化状況の調査分析を踏まえ、自
主点検（安全パトロール）を実施し、施設の危険箇所等についての緊急
改善を行った。

【134】 【134】
②施設の有効活用、点検・評価に当たっ ○施設の利用実態に基づいて、施設データ Ⅲ ○施設利用実態調査の結果について、施設データベースに反映させると
ては、施設データベースを活用する。 ベースを更新し、学内に公開する。 ともに、報告書として取りまとめ学内に公表した。

【135】
③学部・学科等の組織の枠を越えた研究
グループが利用できるオープンラボを整
備する。

★大学の施設・設備に関する計画に基づ ★大学の施設・設備に関する計画に基づい
いて、必要な施設整備を行うための具体 て、必要な施設整備を行うための具体的方
的方策 策
【136】 【136】

施設の点検・評価に基づき新営施設の ○施設整備について新たな手法による整備 Ⅲ ○宿舎の建替え計画について、外部資金の導入等の手法による整備の可
整備を企画する場合にはPFI等の新たな の可能性を引き続き検討する。企業からの 能性について、民間企業等からの情報提供に基づき検討を行った。
手法や外部資金の導入等、多様な財源確 外部資金による研究棟新設、剰余金等によ ○剰余金（目的積立金）により教育環境の改善をはかるため、講義棟（Ｂ棟、
保について検討する。 る学内施設の改修を進める。 Ｌ棟、Ｃ棟）の空調設備改修や内装改修を実施した。
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

★施設の適切な維持保全を実施し、安全 ★施設の適切な維持保全を実施し、安全の
の確保に万全を期するための具体的方策 確保に万全を期するための具体的方策
【137】 【137】
①建物構造、機能、設備等の定期的な点 ○建物の構造や各種設備については、建築 Ⅲ ○建築基準法に基づく建物（職員宿舎、学生寄宿舎、国際交流会館）及
検を行う。 基準法に基づく点検及び自主的な点検を行 び設備（エレベータ・給排水設備、室内換気設備・誘導灯）の点検、施

うとともに、点検結果をデータベース化し 設課職員による自主的な安全パトロール、年間保守契約（業務委託）に
適切な維持管理に努める。 よる日常点検を実施するとともに、点検結果をデータベース化し、計画

的に不良箇所等の改善を行った。

【138】 【138-1】
②劣化した施設設備の安全対策等に係わ ○構造耐震指標（Is値）が低い建物の耐震 Ⅲ ○施設の老朽化対策として、A棟（講義棟）の耐震補強を含む全面改修を
る計画の策定実施を図る。 補強を順次計画する。 実施したほか、構造耐震指標（Is値）0.3以下の建物について平成１８年

度国立大学法人施設整備費補助金を文部科学省に申請し、予算措置され
たため、G棟（研究棟）及びC棟（講義棟）の耐震補強実施設計を開始し
た。更に施設利用実態調査における老朽化状況の調査分析を踏まえ、自
主点検（安全パトロール）を実施し、施設の危険箇所等についての緊急
改善を行った。（【133】【135】再掲）

また、講堂など耐震診断を未実施の建物について診断を行い、今後の
耐震補強のための改修計画を検討した。

【138-2】
○アスベスト含有吹き付け材の除去を行い、 Ⅲ ○学生、教職員の健康を確保するため、アスベスト含有吹き付け材を使
学生、職員の健康の安全を図る。空調設備 用している建物８棟について、除去工事を完了した。
の不十分な建物の改修、老朽建物の改修を 更に、アスベスト含有量 基準値の引き下げと分析方法の変更（平成
行う。 18年９月改正）が行われたことに伴い、含有量及び飛散状況についての

必要な再調査を実施し、３棟の建物についての除去計画を策定した。
○剰余金（目的積立金）により教育環境の改善をはかるため、講義棟（Ｂ棟、
Ｌ棟、Ｃ棟）の空調設備改修や内装改修を実施した。
○施設の老朽化対策として、A棟（講義棟）の耐震補強を含む全面改修を
実施したほか、構造耐震指標（Is値）0.3以下の建物について平成１８年
度国立大学法人施設整備費補助金を文部科学省に申請し、予算措置され
たため、G棟（研究棟）及びC棟（講義棟）の耐震補強実施設計を開始し
た。更に施設利用実態調査における老朽化状況の調査分析を踏まえ、自
主点検（安全パトロール）を実施し、施設の危険箇所等についての緊急
改善を行った。（【133】【135】再掲）

【139】 【139-1】
③施設整備に当たっては環境に配慮し、 ○施設整備にあたっては、エネルギーの適 Ⅲ ○省エネルギーの促進のためにエネルギー使用機器の運転基準等を定め
省エネルギー、省資源、リサイクルに努 正な管理を行い、削減計画の目標達成に向 た「エネルギー管理標準」（平成１７年４月策定）に基づき、受配電、
める。 けて省エネルギー、省資源、リサイクル等 ボイラ、空調等の設備の適切な運転を行うとともに、変電設備改修や外

の対応を行う。 灯調光制御方式の導入など、省エネルギー機器の導入を行った。
また、建物改修等工事に当たっては、リサイクル資材の活用や発生し

た金属・コンクリートなどの廃材のリサイクルを行った。

【139-2】
○学内の省エネルギーに対する啓発活動と Ⅲ ○ポスター・メールなどによる省エネルギーキャンペーンのほか、夏季
してポスターの作成やエネルギーの使用状 一斉休業の試行や夏季の軽装の実施とともに、機器の更新等に当たって
況、省エネルギー効果の公表等を行う。 は、省エネルギーに対応する機器の導入に努めた結果、対前年度比1.2％

の電力使用量を削減することができた。その結果については、ホームペ
ージ等で公表した。（http://shisetsu.office.uec.ac.jp/osirase/h18s
youene.pdf）
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

★バリアフリー（障壁除去）、環境の保 ★バリアフリー（障壁除去）、環境の保全に
全に配慮するための具体的方策 配慮するための具体的方策
【140】 【140-1】

高齢者、身体障害者等が円滑に利用で ○自主点検（安全パトロール）により、大 Ⅲ ○施設利用実態調査や自主点検（安全パトロール）の結果を踏まえ、大学構内
きる「特定建築物の建築の促進に関する 学構内のハザードマップを作成し、バリア のハザードマップを作成し、以下のとおり計画的にバリアフリー化を進めた。
法律（通称ハートビル法）」の基準に基 フリー化を進める。 ・A棟に身障者対応エレベータ、スロープ、手摺り、身障者用トイレなどを
づく施設整備及び、ユニバーサルデザイ 設置
ンの導入により、高齢者、身体障害者だ ・大学会館、B棟の出入り口に自動扉設置
けでなくすべての人が円滑に安全に利用
できるよう、バリアフリー化を進める。

【140-2】
○安全・衛生委員会による建物の定期的点 Ⅲ ○学生、教職員の健康を確保するため、アスベスト含有吹き付け材を使
検、環境測定を行い、室内空気の清浄化に 用している建物８棟について、除去工事を完了した。
努める。 更に、労働安全衛生法の改正（H18年９月施行）により、アスベスト含

有量基準値の引き下げと分析方法の変更が行われたことに伴い、含有量
及び飛散状況についての必要な再調査を実施し、３棟の建物についての
除去計画を策定した。（【138-2】再掲）

★e-Campusモデルの実現のための具体的 ★e-Campusモデルの実現のための具体的方
方策 策
【141】 【141】

高度情報通信技術を応用し、研究、教 ○情報基盤センターを設置し、全学的視野 Ⅲ ○情報基盤センターを中心として、以下のとおり、教室設備の充実やe-Campus
育及び学生支援のためのキャンパス内で に立ったe-Campus化方針を再構築する。並 化推進を図った。
のネットワーク機能を充実させる。 行して，インターネットやマルチメディア ・情報基盤センター情報演習教室と図書館の情報自習室にグラフィカルユー

を用いた教育を推進するために、教室設備 ザインタフェースを備えた端末を導入、演習室・自習室の利用を情報処理
の充実を図る。 教育以外にも拡大

・情報基盤センターの教育系システムとeラーニング推進センターのコンピ
ュータシステムの間でIDとパスワードを一元化

・学内無線LANのアクセスポイント11箇所を増設

★生活環境の整備や災害時の避難場所と ★生活環境の整備や災害時の避難場所とし
しての施設機能を確保するための具体的 ての施設機能を確保するための具体的方策
方策 【142-1】
【142】 ○災害時の対応について防災マニュアルを Ⅲ ○災害時の対応を含む「安全手帳」を作成するとともに、消火栓ポンプ

都市化が進む周辺地域の環境に配慮 作成し、災害時用の電気・給水設備の検討 用の非常用自家発電機を災害時の給水や便所の使用のための井水汲み上
し、キャンパスの豊かな屋外環境の保全 を行う。 げにも利用できるようにした。
と緑化に努めるとともに、地域との連携
のもとに災害時に対応できる施設整備を
計画する。 【142-2】

○自主点検（安全パトロール）によりハザ Ⅲ ○自主点検（安全パトロール）を実施し、施設の危険箇所等の調査を行い、緊
ードマップを作成し危険箇所等の改善を進 急に対策の必要な部分の改善を行った。
める。また、構内の緑地調査を行い屋外環 また、構内緑地調査に基づき、計画的に樹木の選定や除草等、屋外環境の整
境について維持管理計画を作成する。 備を行った。

【142-3】
○安全・環境保全室を設置し、学内の化学 Ⅲ ○教育研究活動等に伴い発生する環境汚染を防止し、本学及び地域社会
物質の管理、学内緑地化の増強、環境報告 の環境保全に資することを目的とし、平成18年４月１日付けで安全・環
書の作成と公開等を通じ、地域に愛され共 境保全室を設置し、本学の安全・環境保全に係わる総括・管理を行うこ
存できる大学環境を構築する。 ととした。平成１８年度においては、化学物質の一元管理を行うための

薬品管理システムを試行的に導入するとともに、環境配慮促進法に基づ
く「環境報告書」（http://www.office.uec.ac.jp/www/jouhoukoukai/jo
uhou/houteikoukai/houjin-jouhou/kankyouhoukokusho.pdf）を作成し、
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

ホームページ上で公表した。

ウェイト小計
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電気通信大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項に関する目標

② 安全管理に関する目標

中 ２ 安全管理に関する目標
期 労働安全衛生法（労安法）に基づき規定された業務を遂行するための実務組織として、「安全・衛生委員会（仮称）」を設置し、各種安全管理・環境保全関係法
目 規に則った環境を整備し、施設・設備の設置・改善を行う。
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

★安全管理体制と組織 ★安全管理体制と組織
【143】 【143】
①労働安全衛生法その他の各種安全管理 ※H16実施済みのためH18年度計画なし。
・環境保全関連法令の規定に基づく業務
に対応するため、安全・衛生委員会（仮
称）の下に各種専門委員会を設けて現在
の安全委員会を整備強化するとともに、
安全・環境業務推進室（仮称）を設置す
る。

【144】 【144】
②「安全・衛生委員会（仮称）」の下に ○部局ごとに衛生管理者による会議を開催 ○事務局、電気通信学部及び実験実習工場ごとに衛生管理者による会議を開催
学部・研究科、各センターなどのユニッ し、安全衛生上の課題について検討を行い Ⅲ し、安全衛生上の諸課題や今後の巡視業務の在り方などについて検討を行った。
トごとに安全衛生会議を開催する。 改善を図る。

【145】 【145】
③各種安全管理・環境保全関係法令に基 ○安全・環境保全室を設置し、産業廃棄物、 Ⅲ ○教育研究活動等に伴い発生する環境汚染を防止し、本学及び地域社会
づく規制化学物質や産業破棄物を一元管 化学物質の一元管理と大学の環境の維持向 の環境保全に資することを目的とし、平成18年４月１日付けで安全・環
理する安全・環境科学センター（仮称） 上を行うとともに、環境報告書を作成・公 境保全室を設置し、本学の安全・環境保全に係わる総括・管理を行うこ
の設置について検討する。 開する。 ととした。平成１８年度においては、化学物質の一元管理を行うための

薬品管理システムを試行的に導入するとともに、環境配慮促進法に基づ
く「環境報告書」（http://www.office.uec.ac.jp/www/jouhoukoukai/jo
uhou/houteikoukai/houjin-jouhou/kankyouhoukokusho.pdf）を作成し、
ホームページ上で公表した。（【142-3】再掲）

★安全管理に関する具体的活動 ★安全管理に関する具体的活動
【146】 【146-1】
①労安法等に基づく安全衛生関係規定を ○安全管理・環境保全に関する意識を高め Ⅲ ○安全管理・環境保全に関する意識を高めるため、以下のような取組を
制定・整備する。教職員及び学生に労安 るため、計画的に講習会を開催するととも 実施した。
法の講習会や安全講習会を開催し、また、に、防災・避難訓練を実施する。 ・放射線取扱に関する安全講習会（平成18年４月20日）を実施し、190
防災教育・訓練を定期的に実施する。安 名が参加。
全衛生管理体制の確立と巡視・点検・報 ・平成18年調布市自衛消防訓練審査会（平成18年９月８日）に３名の
告等の法定業務を定期的に遂行する。ま 職員が参加。
た、各種安全・環境関係の法令遵守に必 ・学生寮で寮生による防災・非難訓練（平成18年8月8日）を実施し、
要な施設・設備の整備を進める。 47名が参加。

【146-2】
○産業医・衛生管理者による巡視業務を遂 Ⅲ ○産業医及び衛生管理者による作業場の巡視を定期的に実施し、安全衛生上問
行するとともに、安全・環境保全室におい 題のあった箇所については、安全・衛生委員会で取り上げるなどして改善を図
て安全・環境パトロールを実施し、必要な った。
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電気通信大学
進捗 ｳｪ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
状況 ｲﾄ

施設・設備の整備を進める。 また、安全・環境保全室において安全パトロールを実施し、施設の危険箇所
等の調査を行い、緊急に対策の必要な部分の改善を行った。

【146-3】
○環境配慮促進法に基づく環境報告書の作 Ⅲ ○環境配慮促進法に基づき、安全・環境保全室で環境報告書（http://www.of
成を行う。 fice.uec.ac.jp/www/jouhoukoukai/jouhou/houteikoukai/houjin-jouhou

/kankyouhoukokusho.pdf）を作成し、ホームページ上で公表した。

【147】 【147】
②各種安全・環境関係の法令遵守に必要 ○衛生管理者、危険物取扱者など安全・衛 ○衛生管理者、危険物取扱者など、安全・衛生に関する資格の取得のための講
な各種資格取得を奨励し、所要の手当て 生関係の資格取得を各学科、各専攻、セン Ⅲ 習会の受講料、資格試験の受験料及び免許申請料等については、大学が費用を
をする。 ター教員や事務職員、技術職員に奨励する。 全額負担することにより資格の取得を奨励した。

これにより、衛生管理者については、平成１８年度新たに１名が資格
を取得し、計１０名となった。

【148】 【148】
③薬品やボンベ類のデータベース管理シ ○安全・環境保全室を設置し、化学物質の Ⅲ ○教育研究活動等に伴い発生する環境汚染を防止し、本学及び地域社会
ステムを開発する。 一元管理を行うための管理システムを開発 の環境保全に資することを目的とし、平成18年４月１日付けで安全・環

する。 境保全室を設置し、本学の安全・環境保全に係わる総括・管理を行うこ
ととした。平成１８年度においては、化学物質の一元管理を行うための
薬品管理システムを試行的に導入した。

ウェイト小計
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電気通信大学

（４） その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項

１．特記事項 ２．共通事項に係る取組状況
（１）施設の有効活用の促進 （１）施設マネジメント等が適切に行われているか。

施設の有効活用のため、オープンラボを配置し運用するとともに、２件の競 施設マネジメントは、予算の確保を含め役員会において実施することとし
争的資金の獲得に伴って優先的スペース配分を行った。また、平成17年度に引 ている。なお、各学科・専攻等の希望等の把握など、必要に応じて、役員会
き続き、施設利用実態調査を実施し、その結果を学内に公表するとともに、空 の下の施設マネジメントWG（主査＝施設担当理事）で検討を行い、そこでの
室等の有効活用について検討を開始した。 意見等を踏まえ、役員会で審議・決定することとしている。

平成18年度は、以下の施策等を実施した。【資料編7-1参照】
（２）省エネルギー・省資源の推進 ①施設整備中期計画の作成

ポスター・メールなどによる省エネルギーキャンペーンのほか、夏季一斉休 平成18年度は文部科学省において「第２次国立大学等施設緊急５か年計
業の試行や夏季の軽装の実施とともに、機器の更新等に当たっては、省エネル 画」が策定されたため、これに沿って、６月に「施設整備中期計画書」
ギーに対応する機器の導入に努めた結果、対前年度比1.2％の電力使用量を削 を作成した。その内容には、施設マネジメントの基本方針（施設マネジ
減した。また、建物改修等工事においてリサイクル資材の活用や発生した金属 メントのシステム構築や施設の点検・評価の推進及び施設の有効活用等）
・コンクリートなどの廃材リサイクルなど省資源の取組みを実施した。 とともに、施設整備の基本方針（施設の将来像・将来計画及び敷地利用

計画等）を定め、施設の整備、維持保全及び管理運営を一体化し、戦略
（３）安全・環境保全室の設置 的かつ経営的視点に立った教育研究環境の整備を図ることとした。【資

教育研究活動等に伴い発生する環境汚染を防止し、本学及び地域社会の環境 料編7-2参照】
保全に資することを目的とし、平成18年４月１日付けで安全・環境保全室を設 ②施設設備の有効活用
置し、本学の安全・環境保全に係わる総括・管理を行うこととした。平成１８ 施設整備中期計画に基づき、特記事項「（１）施設の有効活用の促進」
年度においては、化学物質の一元管理を行うための薬品管理システムを試行的 に記載のとおり、施設の有効活用を促進した。【資料編7-3,7-4参照】
に導入した。また、環境配慮促進法に基づく「環境報告書」を作成し、ホーム ③施設維持管理計画・実施状況
ページ上で公表した。 施設整備中期計画に基づき、学内各施設設備について、必要な法定点検

・検査等のほか、施設利用実態調査による老朽化状況の調査分析や自主
（４）危機管理への取組み 点検（安全パトロール）による施設の危険箇所等の把握を行い、緊急に

昨年度国立大学法人評価委員会から「災害、事件・事故、薬品管理等に関す 対策が必要な部分の改善を行うとともに、ハザードマップを作成し、今
る全学的なマニュアルが策定されていないことから、早急な対応が求められる。 後計画的な維持管理を図っていくこととした。【資料編7-5参照】
全学的・総合的な危機管理体制の検討を開始しているが、これを早急に確立す ④環境保全対策
ることが期待される。」と指摘されたことを踏まえ、危機管理の基本的な考え 特記事項「（２）省エネルギー・省資源の推進」に記載の取組みや「（３）
方、姿勢、全学的な危機管理体制、具体的な対応策等について定めた「危機管 安全・環境保全室の設置」に記載のとおり「環境報告書」の作成や化学
理基本要項」を制定した。 物質の一元管理の試行など、環境保全のための取組みを実施した。【資

また、当該要項に基づき、研究費の不正使用等防止のためのマニュアルを作 料編7-6参照】
成するとともに、その他の事項についても個別マニュアル必要性等の検討を開
始した。 （２）危機管理への対応策が適切にとられているか。

特記事項「（４）危機管理への取組み」に記載のとおり、危機管理に対す
る適切な対応を行った。【資料編8-1,8-2参照】

（３）従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
特記事項「（４）危機管理への取組み」に記載のとおり、昨年度評価委員

会の指摘を踏まえた改善を行った。【資料編9-4-1,9-4-2参照】
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

① 教育の成果に関する目標

中 （１）教育の成果に関する目標
期 本学は、高度コミュニケーション科学に特化した個性と専門性に富む屈指の大学であることの自認の下に、科学・技術分野で、基礎学力と体験によって培われ
目 た実践力ある人材を育成する。一方、教育の成果を国際的なものとするため、門戸を世界に開き、学習能力が高く個性ある学生を広く国内外に求め、判断力、洞
標 察力、理解力、柔軟性、適応性等に秀でた世界水準の人材の育成を目指す。

★教養教育の教育目標
教養教育では、科学・技術と政治、経済、社会との不可分性に鑑み、学際の知識と社会への適応性を涵養する。ここでは、主に技術教育とは違った人間教育、

専門課程の前段階の知識でも個別領域の知識の獲得でもない人間教育、人生の糧となる無形の財産、つまるところ、"文化"の体得を目指す。

★学士課程の教育目標
学士課程では、専門基礎学力の重視の上に、専門領域にとらわれない統合的かつ開かれた知を追求することにより、社会や産業構造の変化に柔軟に適応し、的

確な判断力、国際感覚等に優れ、個性と独創性に富んだ科学技術者を育成する。

★大学院課程の教育目標
博士前期課程では、確固たる基礎学力の上に、実践力に優れ、創造性を備えた指導的専門家、職業人を育成する。

博士後期課程では、世界最高水準の研究を追究し、国際舞台に通用する研究者、高度開発技術者を育成する。

★卒業後の進路等に関する目標
学士課程では、その大半を企業での中核を担う技術者を育成する。博士前期課程では、実践力のある専門家、職業人を育成し、国内外を問わず産業界の広い分

野での活躍を期待するとともに、起業家精神に秀でた人材を育成する。博士後期課程では、国、産業界、大学で活躍する問題解決、課題追究型の開発技術者、研
究者を育成する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★各学部等の学生収容定員 ★各学部等の学生収容定員
【１】 【１】

各学部等の学生収容定員は別表のとお 各学部等の学生収容定員は別表のとお 各学部等の学生収容定員は別表のとおりとする。
りとする。 りとする。

★教養教育の成果に関する具体的目標の ★教養教育の成果に関する具体的目標の
設定 設定
【２】 【2】

教養教育と専門教育を融合し、科学者、○基礎学力の向上、複眼的思考、社会適
技術者としての確固たる基礎学力の上 応性、チャレンジ精神、国際感覚を磨く
に、複眼的思考、社会適応性、国際感覚 教育を推進するため、具体的に以下の措
を磨く教育をする。この目標に向け、 置を講じる。
・現代の基礎教養として、全学的にコン ・英語教育カリキュラム改定計画に基づき、○学部３，４年次生の選択科目としてScientific English：Reading and Presentationを開講
ピュータリテラシー教育を施すととも 英語が技術者教育の基礎科目であるとの し、技術者教育の一環としての英語教育を行った。
に、科学者、技術者としての専門基礎（数 認識の下にScientific English：Reading
学、物理、化学等）の学力を重視したカ and Presentationを新設する。
リキュラム編成をする。 ・新教育課程学生が高校において達成した ○新教育課程学生が高校において達成した水準を迅速に把握するために、4月に「数学お

水準を迅速に把握するために、数学およ よび理科学力調査」を実施した。調査結果の授業担当教員への迅速なフィードバックの
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

・人文社会、語学系の教養科目にあって び理科学力調査を実施し、その結果を授 ために，中間報告として「数学・理科基礎学力調査報告会」（６月９日）を行った。ま
は、基礎的な講義科目の他に、問題を絞 業担当教員に迅速にフィードバックし、 た，これらの調査結果と基礎体力等調査の結果を合わせて３月に「基礎学力・基礎体力
り、テーマを特定した上級科目（テーマ 授業への効果的利用に努める。 等調査報告書」を発行し全学への配布を行なった。
別セミナーなど）を充実させることによ
り、個性を磨き、判断力、独創性等の涵 ・総合文化科目の上級科目の当初の目標、 ○大学教育センター共通教育部門において、総合文化科目の上級科目の在り方につ
養に努める。 到達点、科目設定の評価を行い、改定に いて検討を行ったが、平成２１年度に向けての教育研究組織の見直しの検討が開

ついて検討する。 始されたことから、この中で今後、総合的に見直しを行うこととした。
・国際性、コミュニケーション能力、表
現力などを高めるため、語学（特に英語）、・数学や情報科目についてのＦＤ活動とし ○数学については「数学FD検討会」（第１回 １１月１５日、第２回１２月２０日）を、
文章表現法、発表能力などに留意した教 て、専門基礎科目から専門科目への接続、 また、情報科目については「情報教育に関するFD研修会」（１１月２０日）をそれぞれ
科目の充実を図る。特に短期留学プログ １年生の水準などの観点から検討会を実 実施し、専門基礎科目の授業実施教員と専門学科との間での問題を共有するための基盤
ラムの英語による講義の一般学生への開 施する。 を作った。
放や、TOEFL、TOEIC等を積極的に活用す
る。

・社会性を身につけるため、社会常識、 ・職業意識の涵養と勉学意欲の増進を図る ○職業意識の涵養と勉学意欲の増進を図るため平成１７年度新たに開講した「キャリアデ
技術者倫理に関する教科目や起業家精神 ため学部１年生対象のキャリア教育科目 ザインＡ」（学部1年生対象）を引き続き開講（履修者７１人）するとともに、学部２年
を養うための教科目にも力を入れ、コミ 「キャリアデザインＡ」を継続すると共 生を対象とした「キャリアデザインＢ」を新規に通年開講し、「キャリアデザインＡ」
ュニケーション能力、自己表現力、発表 に、学部２年生対象の「キャリアデザイ での学習内容を踏まえ、プレゼンテーションスキル開発、発想能力の啓発を行った。（履
能力、科学者技術者倫理、チャレンジ精 ンＢ」を新規に通年開講する。 修者４２人）。
神等の涵養を図る。

★学部の専門教育と大学院教育の目標を ★学部の専門教育と大学院教育の目標を達
達成するための具体的措置 成するための具体的措置
【３】 【3】
①学部専門教育では、科学的思考能力の ○学部専門教育の更なる実質化に向けて、
育成、科学者・技術者としての倫理意識 ・低学年の段階から科学的思考や論理的コ ○１１月７，８日にＦＤ合宿セミナーを実施し、１，２年生に必要な科目として、コミュ
及び人間性・国際性の育成、論理的コミ ミュニケーションに関する基本的素養（ア ニケーション・発表能力を開発する科目の具体的な検討を行った。
ュニケーション能力の育成を共通の教育 カデミックリテラシー）を身に付けさせる
基本指針とし、その上で、各学科独自の ための科目開発に向け検討を行う。
教育目標に従い、カリキュラムの改正を ・専門科目として「技術者倫理」「技術英語」○平成１８年度新たに専門科目として「技術者倫理」を量子・物質工学科と知能機械工学
行い平成16年度から実施する。 を一部の学科において先行的に開講すると 科において、また、「技術英語」を知能機械工学科において開講するとともに他学科へ

ともに、他学科への拡充を検討する。 の拡充について検討した。

【４】 【4】
②教育現場では、体験と実践、ヒューマ ○体験と実践，コミュニケーションスキル ○｢ロボメカ工房｣、｢電子工学工房｣では、ものつくりとコンテストを両輪として教育を展
ン・インタラクションを重視し、具体性 等を重視した教育によって，具体性のある 開する教育モデル形成を目的として、特色ある大学教育支援プログラム「楽力（がくりょ
のある知の獲得を志向し、柔軟性、社会 知識・能力の獲得をさらに推進する。特に、く）によって拓く創造的ものつくり教育」を通じて互いに連携し、ロボカップ世界大会優
適応性、国際性、科学者技術者倫理、チ 勝などを含め内外の各種コンテストにおいて１６件の入賞を収めるとともに、特許出願に
ャレンジ精神等を備えた科学技術者、専 ・「ロボメカ工房」，「電子工学工房」，「サイ も至る多くの成果を上げている。
門職業人を育成する。その一環として、 エンス工房」などを通じた体験教育を実施 また、｢ロボメカ工房｣ではタイの提携大学とインターネットを活用した遠隔制御コンテ
例えば、 する。 スト形式のテスト運用を行い、新システムでのものつくり教育の充実・整備を行った。

本プログラムは平成18年度が最終年度であるが、今後も学内予算配分における支援によ
り事業が継続されることとなっている。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

・「ロボメカ工房」、「電子工学工房」に ＜関連講義の受講者＞
代表されるような体験教育の場を拡充す 「電子工学工房」 ４７人
る。 「サイエンス工房」 ４人

「メカトロニクス応用」６８人（昼間コース）、２７人（夜間主コース）

・コミュニケーションスキル（論理的思 ・英語教育を専門教育に直接役立てるため ○英語教育を専門教育に直接役立てるために、総合文化科目の上級科目に、英語論文を読
考力、文章表現力、プレゼンテーション に、総合文化科目の上級科目に、英語論文 む力、英語で発表する力を養うクラスとして、Scientific English:Reading and Presentationを１コ
能力、会話力、外国語（特に英語能力）） を読む力、英語で発表する力を養うクラス マ開設した。
のための教科目の充実を図る。 の新設を検討する。
・少人数制、セミナーなど、双方向性、
相互啓発性のある教科目の充実を図る。 ・言語自習室を充実させ，英語教材ソフト ○英語教材ソフトの充実など、言語自習室の利用環境の改善を行った。
・TA、RAを活用した教育、国際的な交流 の利用環境を改善し、自学自習による教育
・連携・協力活動、留学生の交換、外国 の実質化を推進する。
の大学、研究機関との教職員の交流等を
強化・推進し、知的刺激に富んだキャン ・複眼的思考，社会適応性，チャレンジ精 ○職業意識の涵養と勉学意欲の増進を図るため平成１７年度新たに開講した「キャリアデ
パスづくりをする。 神等を磨く教育を推進するため学部１年生 ザインＡ」を引き続き開講（履修者７１人）するとともに、学部２年生対象の「キャリア

対象の専門科目「キャリアデザインＡ」に デザインＢ」を新規に通年開講した（履修者４２人）。
加え、学部２年生を対象とした専門科目「キ
ャリアデザインＢ」を新規に通年開講する。

・学生アイデアコンテストを企画・開催し ○本学の研究成果を一堂に公開する「第2回産学官連携DAY in 電通大」（http://www.kik
て，学生の優秀なアイデアの育成や、学生 ou.uec.ac.jp/head_news/index_test.html?id=10016）において、「第１０回学生・一
の創業やベンチャー創出を支援する。 般アイデアコンテスト」を開催し、学生提案の20件中8件について研究室に対して研究開

発費を支給した。また、産学官等連携推進本部の「創業ベンチャー支援ルーム」において、
学生の創業(1社)やキャンパスベンチャーグランプリ東京、学生起業家選手権、
The Imagine Cup 2007等への応募を支援した。

【５】 【5】
③学部における専門基礎、総合的教育と ○大学教育センター、学部教育委員会及び ○大学教育センター教育企画部が中心となって、関連委員会等と連携し、学部教育
大学院専門教育との一貫性、継続性に留 電気通信学研究科教育委員会が連携して、 と大学院教育の一貫性、継続性に関する検討を行ったが、平成２１年度に向けての
意した教育を実施する。 一貫性、継続性に関した検討を不断に行い、教育研究組織の見直しの検討が開始されたことから、この中で今後、総合的に見直

必要があればカリキュラム改訂を行う。 しを行うこととした。

【６】 【6】
④大学院教育では、問題解決型、課題追 ○魅力ある大学院教育イニシアティブ「問 ○大学院教育の実質化を推進するため、以下のプロジェクトを実施した。なお、これらプ
究型の授業、個別指導をもって、高度コ 題設定型光科学教育プロジェクト」を推進 ロジェクトはいずれも「魅力ある大学院教育イニシアティブ」に採択されている。
ミュニケーション科学のメッカとして、 するとともに，他の専門分野においても問 ①「問題設定型光科学教育プロジェクト」
ハードウエア、ソフトウエア、ヒューマ 題設定型教育の開発に向けて検討を進める。 （http://www.ils.uec.ac.jp/AtractiveGI/）
ンウエアに関する理論から設計、開発、 －大学院生が実験を企画、立案、テキスト作成を行い、学部学生を教えること
運用に至るまでの高度で、先駆的な教育 で学部生を教育しながら、自らが学ぶプログラム
を施す。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

②「メカノインフォマティクス・カデット教育」
（http://agi-mechinfo.mce.uec.ac.jp/）

－実践的な問題を設定・解決する能力をもつ「創造的ものつくりエリート（カ
デット）」の育成プログラム

○筑波大学、東京理科大学と共同で「高度IT人材育成のための実践的ソフトウェア開発専
修プログラム」（http://www.uec.ac.jp/info/news/061010.html）（専攻横断型の教育課程編成
による実践的なソフトウェア開発技術者の養成プログラム）の開発を進めるため、「先
導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム」に申請し採択された。

★卒業後の進路等に関する目標を達成す ★卒業後の進路等に関する目標を達成する
るための措置 ための措置
【７】 【7】
①卒業後の進路等に関する目標設定を支 ○卒業後の進路等に関する目標設定を支援
援するため、就職指導体制をさらに強化 する体制をさらに強化する。
する。進学を希望する学生には、学生の ・１年生対象の専門科目「キャリアデザイ ○職業意識の涵養と勉学意欲の増進を図るため平成１７年度新たに開講した「キャリアデ
興味、資質等を勘案した進学指導を行い、ンＡ」や新たに開講する２年生対象の専門 ザインＡ」を引き続き開講（履修者７１人）するとともに、学部２年生対象の「キャリア
希望する学科専攻で修得できる技術や、 科目「キャリアデザインＢ」を通じて，卒 デザインＢ」を新規に通年開講した（履修者４２人）。
追究できる分野についての指導体制を整 業後の目標設定を支援する。
える。

・学生支援センター「就職支援室」の機能 ○学生支援センター「就職支援室」の機能の整備・充実を以下のとおり図った。
の整備・充実を図る。具体的には， a) 就職支援のためのWebシステムの求人情報検索機能を高め、かつ企業情報入力の効率化
a) 就職支援のためのＷｅｂシステム（Ｗｅ を図るために、｢就職支援システムWG｣を立ち上げ、現在の就職システムの改善方法を検
ｂ上の求人情報検索，進路希望や進路決定 討した。また、学生の進路希望、進路決定のWebへの入力を徹底させるための指導を各
情報のＷｅｂ登録等）を充実させる。 学科・専攻と協力して行い、システムの充実を図った。
b) 就職相談員を雇用し，学生の就職相談に b）就職相談員を雇用し、学生の就職相談に対して指導・支援を行った。
対して指導・支援する。 相談件数： 平成１７年度 310件、平成１８年度 440件、 前年度比41.9％増
c) 学生同士の相談体制の構築について検討 c) 学部３年生対象の就職説明会において内定を受けた４年生から就職活動に関する情報
する。 提供やアドバイスをする機会を設けたほか、学生の希望があれば個別に先輩との面談の

機会を設けるなどを行った。

【８】 【8】
②高度に専門化する技術社会の情勢に鑑 ○キャリアデザイン教育や卒業研究指導な ○キャリアデザイン教育や卒業研究指導などを通じて，大学院進学への動機付け指導を進
み、大学院進学率の一層の向上を図る。 どを通じて，大学院進学への動機付け指導 めた。さらに、博士後期課程への進学指導に関しても修士論文指導を通じて実施した。

を進める。さらに、博士後期課程進学に関
しても早い段階からの指導を積極的に行う
よう努める。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★教育の成果・効果の検証に関する具体 ★教育の成果・効果の検証に関する具体的
的方策 方策
【９】 【9】
①学業の進捗状況を把握・助言するシス ○大学教育センターが中心となって、 ○大学教育センターが中心となって以下の取組みを行った。
テム（学期ごとに学生の科目登録状況、 ・学期ごとに学生の科目登録状況、単位取 ・学業の進捗状況を把握・助言するシステムとして、助言教員が中心となり１年次前
単位取得状況、成績分布状況等の調査や 得状況、成績分布状況等を把握するための 学期終了時、学年終了時等の機会を捉え、学務情報システムからの科目登録状況、単位
成績不振学生に対する助言など）を確立 システムを構築する。 取得状況データに基づき、成績不振学生に対し、個別の助言などを実施した。
するとともに、学生による授業評価、卒 また、一部の学科において、履修状況、成績状況を把握するための電算システム
業後の追跡調査（学位の取得状況、就職 を独自に開発し、この試行により機動的な学業の進捗状況の把握を行った。
先等）、内部・外部からの評価、社会か
ら見た大学の満足度調査等を実施する。 ・学生による授業評価の実施方法を再検討 ・学生による授業評価の実施方法を再検討し、設問項目を、授業改善に関連する設問に重

する。 点を置くように変更した。また、学生の意見を授業に反映させるために、学期の中間で
Webによる授業改善アンケートを行うことを検討した。大学院については、履修者が15名
以上の授業を対象として、Webによる授業評価を２月に実施した。

・卒業生に対するアンケート調査を実施す ・卒業生や企業等に対してアンケート調査を実施し、教育の成果や社会から見た本
る。 学の満足度などを把握するとともに、これに基づき自己点検・評価を行った。
・卒業後の学位の取得状況や就職先等の追 （回答数； 卒業生アンケート５１２件、企業アンケート１２７社）
跡調査、企業等へのアンケート調査、及び
社会から見た大学の満足度調査等の実施に
ついて検討する。

【10】 【10-1】
②「計画、実行、評価、改善」のサイク ○学期ごとに学生の科目登録状況、単位取 ○学業の進捗状況を把握・助言するシステムとして、助言教員が中心となり１年次前
ルを通じ、教育の成果・効果を把握し、 得状況、成績分布状況等を把握するための 学期終了時、学年終了時等の機会を捉え、学務情報システムからの科目登録状況、単位
教育内容の改善を図り、近年留年する学 システムの構築と並行し、教育の成果・効 取得状況データに基づき、成績不振学生に対し、個別の助言を実施した。
生の多いことに対処し、質の低下をもた 果の体系的な把握作業を開始する。 また、一部の学科において、履修状況、成績状況を把握するための電算システム
らすことなく、卒業率の向上が図れるよ を独自に開発し、この試行により機動的な学業の進捗状況の把握を行った。
うな体制を整備する。

【10-2】
○学業の進捗状況、学生による授業評価な ○大学教育センター教育改善部において、履修状況、成績、２年次終了時審査・卒業研究
どの調査に基づき問題点を検討し、教育効 着手審査・卒業審査、学生による授業評価などのデータを相互に関連付け、教育効果の検
果の具体的検証と授業内容やカリキュラム 証を行い、これを授業内容やカリキュラムの改善に繋げるための手法について研究をすす
の改善について研究を行う。 めた。

【10-3】
○助言教員制度を活用し、学生に対する履 ○入学時から卒業するまでの学生生活及び就学等に関する指導支援体制の充実をはかるた
修相談、履修指導を行う体制を強化する。 め、学生何でも相談室の業務内容の周知および、助言教員への相談にオフィスアワーを積

極的に利用することを呼びかけ、助言教員やカウンセラーが学生生活上の様々な相談に対
して助言及び支援を行った。
また、成績不振者については、１年次前学期終了時点で総単位が１０単位以下の学生に

ついては助言教員が中心となり修学指導を行うほか、１年次が終了した時点で、総単位数
２０単位以下及び進級審査（２年次終了時審査、卒業研究着手審査）に不合格となった学
生の保護者へ成績状況を通知し、家庭と大学の双方向からの指導支援体制の充実を図った。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

② 教育内容等に関する目標

中 （２）教育内容等に関する目標
期 系統性のあるカリキュラム編成、効果的な教育方法、厳格・厳正な成績評価をもって、内容、質ともに、世界水準の高等教育を目指す。
目
標 ★アドミッション・ポリシーに関する基本方針

入学者の受け入れ方針を明示、広報し、社会人、外国人にも門戸を広く開放する。また、専門の異なる分野や他大学からの学生、潜在能力に優れた学生を積極
的にリクルートする体制を整え、国内外からの優秀な頭脳の受け入れを目指す。

★教育課程に関する基本方針
学士課程では、教養教育、専門基礎教育、専門教育のそれぞれが有機的に結びつくカリキュラム編成をする。教養教育では、語学教育、特に英語教育を重視し、

国際性のある人材を育成する。また、学生が自力で階段を登るためにカリキュラムを階層的に編成し、学習意欲を高め、自主的な学習を支援できる体制を整える。
博士課程では、問題解決型、課題追究型のカリキュラムを編成する。そのため、学生と教員が協調と相互啓発のもとに研究を推進する体制を強化する。

★教育方法に関する基本方針
教養教育では、学生同士、学生と教員のふれ合いを図り、双方向の教育を実現し、知識の獲得に偏向せず、人間性、社会性を高めるような教育をする。専門基

礎科目では、実験・演習を重視し、補習授業やTAを活用した個別指導の徹底を図る。学部専門教育、博士課程では、教育研究指導体制の一層の充実を図り、特に
卒業研究、修士・博士論文の執筆プロセス、学生のTA・RAの経験、学内外・国内外での論文発表等を通し、実践力の伴った最高水準の技術者・研究者の育成を目
指す。

★成績評価等に関する基本方針
厳正、かつ、一貫性を備えた成績評価システムをつくり、成績評価基準を明確にし、ガイドラインを設け、一貫性と厳正さを備えた評価を実施する。そのため、

学生による授業評価、FD、外部評価等を通し、教育の質の向上を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★入試に関する具体的方策 ★入試に関する具体的方策
【11】 【11】
①入試業務を合理化、効率化、一元化し、※H16実施済みのためH18年度計画なし。
学生募集から、広報、入学相談等に至る
までの事案に万全の体制を整えるため、
入試センター（仮称）の設置について検
討する。

【12】
②国内外の社会に対し、開かれた大学を 【12】
目指し、背景の異なる多種多様で有能な ○大学教育センター「入試検討部」を中心 ○学部アドミッションポリシーを入学者選抜要項、学生募集要項、本学ホームページに掲
学生の受け入れを図るため、入試、入学 に、学生の多様化を考慮しつつアドミッシ 載し、広く公表した。また、電気通信学研究科アドミッションポリシーを決定し、平成１
者の選抜方法を多様化する。当面、推薦 ョン・ポリシーに従って国内外からの優秀 ９年度においてこれを公表することとした。
入試、帰国子女のための入試、特別編入 な頭脳を受け入れる方策を検討する また、国内外からの優秀な頭脳の受入れ方策については、平成２１年度に向けた
制度、社会人選抜入試等、門戸を広く開 教育研究組織の見直しを行うこととなったため、これと併せて、今後、総合的に検
放した入試制度の拡充を図る。 討することとした。

○高等専門学校出身者を含めた背景の異なる多種多様な志願者にも門戸を広げるため、学
部特別編入学の推薦入学者の基準を緩和し、学力試験では専門科目を廃止し、基礎科目の
みとする入学者選抜方法の変更を行った。
○学部帰国子女特別選抜及び私費外国人留学生選抜における試験科目の見直しについて、
検討を行った。
○電気通信学研究科博士後期課程筆記試験（英語）において、３専攻でＴＯＥＦＬ，ＴＯ
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

ＥＩＣを利用した試験を実施した。

【13】 【13】
③入試要綱等の大学のホームページでの ○入試広報として受験雑誌やネットへの広 ○９都県から１７校１８名の高等学校進路指導担当教諭を招待してキャンパスツアーを実
公開のほかに、学内での大学説明会、全 告掲載，高校の進路指導教諭等の招待キャ 施し、本学の教育研究の紹介、入試方法や本学のイメージなどに関する意見交換を行った。
国各地における進学説明会、高校生に大 ンパスツアーを実施する。また，オープン ○本学教員が関東を中心として高等学校7都県44校及び高等専門学校３校を訪問して、教
学への体験入学の機会を与える「高大連 キャンパスへの取り組みを強化するととも 職員に対して広報活動を行った。
携制度」などを利用し、入試に関する広 に高校訪問による広報等に努める。新たな ○高校17校への出張講義を実施するほか、高校内で開催のガイダンス33件に参加した。ま
報活動の体制を整える。 高大連携についても検討する。 た21校の大学見学を受入れるなど、高校生が本学教員の話を聞く機会や、大学の施設等を

見る機会の拡大を図った。
○旺文社、学研、リクルート等の受験雑誌、ホームページのサイトへの広告の掲載を継続
し強化を図るとともに、本学のホームページ（http://www.uec.ac.jp/pros.htm）を高
校生がアクセスしやすい作りに改良を行った。

【14】 【14】
④大学院、特に後期課程の質的、量的充 ○大学教育センター「入試検討部」と広報 ○大学教育センター入試検討部を中心として、電気通信学研究科博士後期課程における、
実を図るため、学生募集・広報活動の創 室が連携し，大学院博士後期課程の質的量 国内外の優秀な博士後期課程学生を確保するための弾力的な選抜方法について検討を行
意工夫をする。そのため、異分野からの 的充実に向けた広報活動について検討を進 い、平成２０年度入試から「口述試験」を本学以外において行うことができることとした。
学生にはブリッジ教育など、適切な措置 める。併せて，大学教育センター「教育企 ○大学院博士後期課程の社会人向けパンフレットを作成し関係企業に配付した。また、情
も施し、学科間、専門間の差異を超えた 画部」及び研究科教育（教務）委員会が連 報システム学研究科においては、社会人を中心とした博士後期課程志願者確保のため、連
大学院進学を可能とする制度も拡充す 携し，他分野から入学した大学院生に対し 携機関の機関長および研究者を訪問し、同研究科の教育研究や改組の趣旨の説明を積極的
る。 て，専攻関連の基礎教育を施すシステムの に実施した。

強化を検討する。 ○情報システム学研究科（平成19年４月改組予定）においては他分野から入学した学生に
対して，新４専攻関連の基礎教育を施すために、平成１９年度から各専攻において基礎科
目１、基礎科目２を新設することとした。

【15】 【15】
⑤留学生の選抜方法を改善し、渡日前に ○優秀な大学院博士後期課程留学生の受け ○電気通信学研究科において大学推薦の留学生として入学を希望する留学生に対し、指導
入学許可が出せるような体制、例えば、 入れのため、海外（現地）での面接等の試 予定教員が海外（中国、インド）に出向き面接を実施し、３人を博士後期課程に入学させ
現地（海外）選抜を可能にするような制 行を実施する。 ることとした。
度についても検討する。 また、短期留学プログラムへの大学独自の ○短期留学プログラム生への本学独自の経済的支援として、大学院博士後期課程に進学す

経済支援制度を設け、大学院博士後期課程 る意欲や、研究能力、研究歴等を審査し８名に対し、奨学寄附金共通経費を財源として奨
に進学する意欲のある留学生を受け入れる。学金を支給した。

★教育理念等に応じた教育課程を編成す ★教育理念等に応じた教育課程を編成する
るための具体的方策 ための具体的方策
【16】 【16】
①段階的、階層的なカリキュラム編成を ○大学教育センターは、学部教育、大学院 ○大学教育センター教育企画部が中心となって、関連委員会等と連携し、教育課程
行い、１年次から教養教育と専門教育を 教育をキャリア教育、高校や社会との接続 の編成全般について、総合的観点から検討を行ったが、平成21年度に向けての全学
同時進行的に実施する。 も含めて、総合的観点から見直し実効的方 的教育研究組織の見直しの検討が開始されたことから、今後更に抜本的な検討を行

策を立てる。特に、学部教育委員会等と連 うこととした。
携して学部カリキュラムの点検に着手し、
教養教育と専門教育の段階的、階層的な構
造が適切に構成され、機能しているか検討
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

し、一層の改善を図る。また大学院教育に
ついては、中教審答申「新時代の大学院教
育」を踏まえて、質の向上に向けて検討す
る。

【17】 【17】
②明確な判断力や適応力、国際感覚に優 ○国際感覚に優れた技術者の育成を目指し
れた科学技術者を育成するため、語学教 て，
育には外国人教員の積極的採用を図り、 ・アカデミック英語の能力向上のため，英 ○１年生対象の英語科目名をAcademic Written Englishと、Academic Spoken Englishに改めた。
クラスを少人数制にし、演習中心の授業 語の科目名を従来の"English"から"Academic ２年生対象の英語科目名についても来年度からAcademic English for the Second Yearと改めて
を強化する。 Written English"，"Academic Spoken Englis 授業目的を明確化することとした。

h"等に改め，目標を明確にする。
・語学教育改善のために外国人教員を含め ○語学教育改善のために英語教育に関するＦＤを実施し（１０月１０日）、初めての試み
て英語教育に関するＦＤを開催して、語学 として常勤外国人教員のみならず、非常勤講師にも呼びかけ、参加を得た。
教育の刷新を検討する。
・語学教育においては、一部のクラスを少 ○語学教育においては演習など一部のクラスで少人数教育を実施した。
人数制にして、演習中心の授業を強化する。

【18】 【18】
③人的資源の制約をカバーし、広範な総 ○学生に提供する科目・分野を広げ，学習 ○学生に提供する科目・分野を広げ，学習意欲を高めるため，以下のとおり単位互換を推
合文化科目を提供するため、他大学との 意欲を高めるため， 進した。
単位互換制度（平成9年度より実施）の ・他大学との単位互換制度の積極的な活用 ・東京学芸大学、東京外国語大学との間で単位互換を実施し、広範な総合文化科目
積極的な活用を推進し、国立工科系11大 を推進して，広範な総合文化科目を提供す （３０２科目）を本学学生に提供した。
学院の遠隔教育による単位互換制度（平 る。
成15年度実施）を拡充する。 ・多摩地区国立５大学単位互換制度に加え ・新たな大学との単位互換について可能性を探り、平成１９年３月、公立はこだて未来

て、本学と単位互換を希望する大学との単 大学と単位互換に関する協定を締結した。
位互換制度の新たな開設について協議する。

・国立工科系１２大学院の遠隔教育による ・国立工科系１２大学院の単位互換の活用度を高めるため、国立工科系大学教育連携協
単位互換の活用度を高める方策を検討する。 議会において、科目の内容・科目数を増加させる方策を検討した。

【19】 【19】
④学科・専攻間の連絡を密にして、相互 ○カリキュラムの効率的な運用を図るため ○量子・物質工学科カリキュラムに大学院の量子・物質工学専攻の科目を自由科目
乗り入れ授業を実施し、学科間、研究科 に、学科・専攻間の相互乗り入れ授業につ として単位を修得することができる「大学院連携科目」（４科目）を開講した。
間の科目履修を容易にする制度の拡充を いて、大学教育センターと学部教育委員会
図る。 および大学院研究科教育委員会が連携して、○カリキュラムの効率的な運用を図るために、学生が学科の枠を越えて履修できる仕

積極的に検討する。また、学科間、研究科 組みとして、夜間主コースにおいては、「専門共通科目」を１９科目開講するほか、
間の科目履修を容易にする制度の拡充につ 昼間コースにおいて７科目、夜間主コースおいて８科目をそれぞれ複数の学科合併
いても検討する。 で実施した。
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【20】 【20】
⑤シラバスを充実させ、インターネット ○シラバスを総点検して、内容の一層の充 ○シラバスについて、科目の目的及び達成目標、成績評価基準等が明記されている
上で公開し、学生と教員の交流を密にす 実を図る．また学生にシラバスの有効活用 かなどの観点から総点検を行うとともに、学生による授業評価においてシラバスの評
るためのオフィスアワーの充実も図る。 およびオフィスアワーの積極的活用を広報 価を求め、課題の把握に努めた。また、教員がシラバスを作成する際にこれまでのデー

し、学生のシラバス閲覧率の向上、学生と タを活用できるようにするなど、システムの利便性を向上させ、また、学生の利用
教員の交流の推進を図る。 率の向上を図るため、閲覧画面のリニューアルを行った。

【21】 【21】
⑥教養教育と専門教育の継続性を重視 ○教養教育と専門教育の継続性を重視する ○学部教養教育、学部専門教育、大学院の継続性を重視した系統的な教育の実施方
し、多様な学生に対処するため、学部高 とともに，多様な学生に対処するため， 策について検討を行ったが、平成21年度に向けた教育研究組織の見直しの検討が開
学年において大学院の授業を、また、必 ・コースツリーに基づいて教養教育と専門 始されたことから、この中で今後、総合的に見直しを行うこととした。
要な大学院生には、学部高学年の授業を 教育の継続性を検討する。
大学院の授業の一環として修得できる制 ・学部学生に勉学の機会を与える大学院授 ○量子・物質工学科カリキュラムに大学院の量子・物質工学専攻の科目を自由科目
度を拡充する。 業科目受講制度の一層の拡充を検討する。 として単位を修得することができる「大学院連携科目」を開講した。

また、大学院科目の先行履修は、平成１８年度、電気通信学研究科においては、
延べ２７４科目、情報システム学研究科においては、延べ１６科目の履修があった。

【22】 【22】
⑦専門課程、大学院では、階層構造をも ○教育課程の継続的改善および充実のため ○各学科・専攻でコースツリーやシラバスの継続的検証を行い，必要な見直しを実施した。
たせた授業を展開し、シラバスの有効利 に， ＜平成１９年度以降に向けての主な改正＞
用を図り、予め取得しておくべき科目等 ・コースツリーやシラバスの継続的検証を 科目新設 学部 ７科目
を明示し、系統性のある教育をする。ま 行い，有効な教育課程の編成に努める。 科目廃止 学部１１科目
た、セミナー、個別指導、研究会、学会 科目区分の変更 学部１０科目
活動等を有機的に結び付け、研究者、専 開講学期の変更 学部 ３科目
門家の総合的な育成を図る。

・卒業研究生、大学院生をセミナー、研究 ○各学科・専攻における卒業研究指導や論文作成指導に当たって、学生のセミナー、
会、学会活動等に積極的に参加させ、個別 学会、研究会等への参加を奨励した。
指導とあわせて研究者、専門家の総合的な ＜平成１８年度学生の学会等表彰＞１７件
育成を図る。

★授業形態、学習指導法等に関する具体 ★授業形態、学習指導法等に関する具体的
的方策 方策
【23】 【23】

学生の多様性、学生のニーズ等を考慮 ○学習環境を整え，実効ある成果が期待で
した学習環境を整え、教育目標に合致し、きる授業，指導を実施する。具体的には，
かつ、実効ある成果が期待できる授業・ ・物理学や数学に関するリメディアル教育 ○数学Ⅲ、物理Ⅱ等を履修していない入学生を対象として数学及び物理の補習授業を開講
学習指導法を採用する。そのため、以下 を継続する。 した。
に挙げるような事項の実施を図る。
・専門教育に支障を来たさないため、専 ・「ロボメカ工房」，「電子工学工房」，「サイ ○｢ロボメカ工房｣、｢電子工学工房｣の二つの工房は文部科学省特色ＧＰとして互いに連携
門基礎科目（物理学や数学）に問題のあ エンス工房」等の体験と実践に重点を置く し、最終４年目に入って各種活動を精力的にこなし、外部コンテストや特許出願など多く
る学生に対する補習授業を充実させる。 教育を実施し，もの離れ傾向にある学生に の成果を挙げている。特に｢ロボメカ工房｣ではタイの提携大学とインターネットを活用し

ものづくりマインドを涵養する。 た遠隔制御コンテスト形式のテスト運用を行い、新システムでのものつくり教育の充実・
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・少人数クラス、セミナー、相互啓発型、 整備を行った。｢サイエンス工房｣でのサイエンス展示は、学生ばかりでなく来訪者にも興
双方向(対話)型授業の充実を図る。 味を持たれた。
・学生の自主学習、能動的学習を支援す
るラボ、自習室等の学習環境を整備する。・言語自習室の英語学習ソフトの利用環境 ○英語教材ソフトの充実など、言語自習室の利用環境の改善を行った。
・コミュニケーションスキル、国際性を を改善し、自学自習による教育の実質化を
磨くため、語学での演習授業を強化する。推進する。
・教育設備（教室、ゼミ室、機器、図書、
ソフト）の充実を図る。 ・eラーニング推進センターが中心となり， ○eラーニング推進センターが中心となり，平成１８年度は新規に７つの学習コンテンツ
・TAを使っての授業の効率化、教育効果 学習コンテンツの開発支援を行い，新たな の開発を行うなど、学内でのｅラーニングの普及推進を行った。
の向上を図る。 授業形態の導入を図る。
・教員の助言制度、オフィスアワー等を
強化する。 ・受け入れ企業の開拓，増加に努め，学生 ○受け入れ企業の開拓，増加に努めた結果，以下のとおりインターンシップ履修者が大幅
・シラバス（授業内容、進行計画、成績 のインターンシップ経験の拡大を図る。 に増加した。
評価方法、成績評価基準、参考書等を明 電気通信学部 １１２名（昨年度 ５９名）
記）を完全電子化し、年度毎に更新する。 電気通信学研究科 ９７名（昨年度 ７８名）
・社会経験を重視し、インターンシップ 情報システム学研究科 １９名（昨年度 １６名）
制度を拡充することで、多くの学生がイ 計 ２２８名（昨年度１５３名）
ンターンシップを経験できるようにし、
受け入れ企業の開発、増加に努める。
・大学院にあっては、英語による授業の
増加や論文の書き方等の指導を徹底す
る。
・学習の意識を高め、又、プレゼンテー
ション能力、起業家精神を涵養するため、
学生による全学的なセミナー、各種コン
テスト、講演、シンポジウム、外国人学
生との交流、外国人研究者等による講演
会その他の学術活動を活発に行うととも
に、学生の学会参加等を奨励、支援する。

★適切な成績評価等の実施に関する具体 ★適切な成績評価等の実施に関する具体的
的方策 方策
【24】 【24】
①教育の質を保証するため、成績評価に ○教育の質を保証するため、 ○シラバスについて、科目の目的及び達成目標、成績評価基準等が明記されている
以下の方策を施す。 ・科目の目的及び達成目標、成績評価基準 かなどの観点から総点検を行うとともに、学生による授業評価においてシラバスの評
・科目ごとに、その目的及び達成目標を がシラバスに明記されているか総点検を行 価を求め、課題の把握に努めた。また、教員がシラバスを作成する際にこれまでのデー
明示した上で成績評価する。 う。 タを活用できるようにするなど、システムの利便性を向上させ、また、学生の利用
・同一科目間や教員間でのバランスを欠 率の向上を図るため、閲覧画面のリニューアルを行った。
くことなく、厳格かつ公正な成績評価を
保証する制度を整える。 ・授業クラス単位の成績分布を調査し、問 ○大学教育センター教育改善部において、同一授業を複数の教員で担当している場合の評
・厳正な成績評価を行うため、不正行為 題点を検討する。 価の同等性、成績分布の適切性、および評定平均値の経年変化などについて検証し、教育
等への効果的な対処法を考案し、一方、 の成果・効果の体系的な把握のための検討を行った。
学生には不服申し立て制度等を確立す ・成績に重みをつけた評定平均値(GPA)につ
る。 いて、複数の総合評価尺度を検討し、評定

平均値の利用についての問題点を検討する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

・成績評価に関する学生からの不服申し立 ○大学教育センター教育企画部において、成績評価に関する学生からの不服申し立て制度
て制度を検討する。 について検討した結果、平成１９年度から実施することとした。

【25】 【25】
②教育内容、教育効果の質の向上を目指 ○ＪＡＢＥＥ受審準備体制を，全学的な協 ○知能機械工学科におけるJABEE受審準備について、学部教育委員会を通じて、各学科等
し、JABEE等への対応も可能な体制を整 力体制の下で支援する。 が保有する各種資料データ等の蓄積を進めるとともに、受審時期について、平成21年度に
える。 向けて教育研究組織の見直しが開始されたことを踏まえて検討を行った。

【26】 【26】
③学生の学習意欲を高めるため、現在実 ○ホームページ上で学生表彰制度を広くＰ ○ホームページ上で学生表彰制度をＰＲするとともに、学内メールで全教職員に推薦の要
施している学長表彰や同窓会賞などの顕 Ｒするとともに，教職員に推薦の要領を広 領を周知した。また、学科だけでなく他の学内組織からも学生を推薦できるよう規程を改
彰制度の充実を図る。 め，本制度の充実を図る。 めた。

【27】 【27】
④優秀な学生については、学位取得のた ○電気通信学研究科博士前期課程及び学部 ○大学教育センター教育企画部において、電気通信学研究科博士前期課程及び学部課程に
めの学習年限の短縮などについても検討 課程における学習年限短縮による学位取得 おける学修年限短縮による学位取得の可能性、要件等について検討を行った。
する。 の可能性、要件等について検討を行う。

★教育の改善のための具体的方策 ★教育の改善のための具体的方策
【28】 【28】
①「計画、実施、評価、改善」のサイク ○「計画、実施、評価、改善」のサイクル ○大学教育センター教育改善部において、履修状況、成績、２年次終了時審査・卒業研究
ルを通し、常時カリキュラムの見直しを を通じて教育改善を進めるために， 着手審査・卒業審査、学生による授業評価などのデータを相互に関連付け、教育効果の検
図る。 ・現状の学生の状況を分析し、問題点の把 証を行い、これを授業内容やカリキュラムの改善に繋げるための手法について研究を進め

握とその対策を検討する。 た。

・学生による授業評価の実施方法を再検討 ○学生による授業評価の実施方法を再検討し、設問項目を、授業改善に関連する設問に重
し、授業の改善への反映が速やかにできる 点を置くように変更した。また、学生の意見を授業に反映させるために、学期の中間でWe
方法を検討する。 bによる授業改善アンケートを行うことを検討した。大学院については、履修者が15名以

上の授業を対象として、Webによる授業評価を２月に実施した。

・FD活動の充実を図る。 ○FD合宿セミナー、数学教育に関する合同ＦＤ討論会、情報教育に関するFD研修会等、積
極的に活動を行った。

【29】 【29】
②シラバスの改善と公表、厳正公平な成 ○一貫性と厳正さを備えた評価を実施する ○シラバスについて、科目の目的及び達成目標、成績評価基準等が明記されている
績評価、授業評価の実施と評価結果の公 ために， かなどの観点から総点検を行うとともに、学生による授業評価においてシラバスの評
表を行う。 ・シラバスについて、その科目の目的及び 価を求め、課題の把握に努めた。また、教員がシラバスを作成する際にこれまでのデー

達成目標、成績評価基準が明記されている タを活用できるようにするなど、システムの利便性を向上させ、また、学生の利用
かを点検し、必要な改善を行う。 率の向上を図るため、閲覧画面のリニューアルを行った。

・厳正公平な成績評価が行われているかを ○大学教育センター教育改善部において、同一授業を複数の教員で担当している場合の評
点検し、問題点の改善について検討を行う。価の同等性、成績分布の適切性、および評定平均値の経年変化などについて検証し、教育

の成果・効果の体系的な把握のための検討を行った。
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【30】 【30】
③教育実績評価制度の導入、卒業時の学 ○教育改善のために， ○教育改善の取組等において特筆すべき教育活動を行った教員にインセンティ
生及び卒業生、企業等からの評価、FD活 ・教育改善の実績を評価する制度のあり方 ブを付与する制度として優秀教員賞制度を設立し、初の選考を行った。
動、TAの有効活用等を図る。 について検討する。

・卒業時の学生及び卒業生に教育改善のた ○卒業生、在学生、企業等に対してアンケート調査を実施し、教育の成果や社会か
めのアンケート調査を実施する。 ら見た本学の満足度などを把握するとともに、これに基づき自己点検・評価を行っ

た。

・TAアンケートを実施し、TAの状況を把握 ○TA及び担当教員あてに実施したアンケート調査の結果を分析し、TAの現状と問題点を把
する。 握した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

③ 実施体制等に関する目標

中 （３）教育の実施体制等に関する目標
期 教育を担う教員と支援する職員を有機的、効率的に組織化し、教育環境、教育実施体制の充実を図る。
目
標 ★職員の配置の基本方針

性別、宗教、国籍によらず、適材を適所に配置するとともに、TA、RA、技官、教務補佐員等の有効活用を促進する。
教育研究を機動的に行うために学科間、研究科間での教員の教育上の相互協力、人事上の流動性を高める。
教養教育では、その企画組織、実施組織、教員組織等で複雑な構造を簡素化し、一体化して、教育効率の良い体制を整える。

★教育環境の整備に関する基本方針
学習を支援し、教育効果を向上させるため、図書館の利便性を高めるとともに、IT技術を駆使した教育環境を整備する。一方、あらゆる意味で「教育は人なり」

に立脚し、学生、教職員を含め、理想的な人的集団の環境形成に努める。

★教育の質の改善に関する基本方針
教育の質の改善は授業及び学習指導法に依存する。そのため、教員の意識改革とともに、教員が教育に専念できる時間を十分に確保し、適切な学習環境を整え

る。学習環境は単に物的なものだけでなく、キャンパスに集う人間集団の多様化にも依存するので、知的集団を形成する学生、教職員の一層の国際化を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★適切な教職員の配置等に関する方策 ★適切な教職員の配置等に関する方策
【31】 【31】
①基礎教育センター、共通教育運営委員 ○総合文化科目担当教員を専門学科へ分属 ○総合文化科目、専門基礎科目及び健康・スポーツ科学科目担当教員の専門学科へ
会、教育委員会等の役割を一本化し、カ させたことによって生じた組織上、教育上 の分属の状況を点検し、総合文化講座を設置したことの効果について検証を行った
リキュラムの編成、実施から、共通教育 のマイナス面に関して、総合文化講座の設 が、平成21年度に向けた教育研究組織の見直しの検討が開始されたことから、この
関係の企画、立案、実施、管理、教育方 置により解消されたか否かについて検証を 中で今後、総合的に検討を行うこととした。
法の改善やFDの推進等を総合的に扱う大 行う。
学教育センター(仮称)の設置について検 ○専門基礎科目および健康・スポーツ科学
討する。当面は、 科目に関して教員が専門学科へ分属されて
・教養および基礎教育（総合文化科目と いることの是非を、教養教育を実施する上
専門基礎科目）に全学教員の協力と参加 での有効性、責任体制等の観点から検討す
を促して、過半数の教員が何らかの形で る。
教養教育に関与する体制を確立する。
・総合文化科目担当の教員の各学科への
分属によって生じた組織上、教育上のマ
イナス面を解消するため、それらを総合
文化講座にまとめ、文系教養教育体制を
強化する。

【32】 【32】
②学科間での教育上の相互乗り入れ体制 ※対応する年度計画なし。 ○部局間の教育に関する相互協力体制の整備について、平成21年度に向けた、教育
を確立するほか、部局間（電気通信学部 研究組織の見直しと併せて、総合的な検討を開始した。
と情報システム学研究科）の相互協力体
制を整備する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【33】 【33】
③他大学、研究機関、海外協定校との教 ○機動性と多様性に富んだ教員配置を目指 ○学校教育法の改正に伴う新教員組織への移行にあたり、新たに助教をおくことと
員の交流、外国人の採用、学内での交流 し， し、平成１９年４月１日以降新たに採用される助教全員に任期制を付すこととした。
を通し、機動性と多様性に富んだ教員配 ・学校教育法の改正による教員組織の見直 また、助教は授業担当ができることとした。
置を試みる。 しを踏まえ，教育研究職員の職名，職務内

容，審査等の方法についての具体的な検討
を行う。

・全学裁量ポストによる戦略的教員採用方 ○全学裁量ポストを活用した先端ワイヤレスコミュニケーション研究センターの助教授選
針の下で，他の機関や海外協定校との交流 考に当たっては、国際公募を行う等、広く候補者を求め、他機関からの有能な人材を登用
を通じて幅広く人材を求めることを検討す した。
る。

○役員会において、非常勤講師の配置等について、常勤教員の人件費削減を視野に
・非常勤講師の配置等について見直し，そ 入れた検討を行った結果、平成２１年度に向けた教育組織の見直し検討の中で総合
の削減に向けての検討を進める。 的に検討を進めることとした。

【34】 【34】
④TA、RA、技術職員、教務補佐員等が、 ○ＴＡ，ＲＡ，技術職員等の有効活用を促
その職分を十分に発揮できるような体制 進するために，
を整備する。 ・有効なＴＡ管理システムの導入について，○ＴＡの登録、勤務時間等の効率的な管理方法について検討を行った。

検討する。

・本学独自のＲＡ制度を実施する。 ○外部資金（間接経費）を財源とした学内ＲＡ制度（予算額40,000千円）を引き続き実施
し、74名の学生を採用した。

＜配分実績＞
・予算額 40,000千円
・配分額 32,291千円
・配分人数 74名

・学校教育法の改正に伴う教員組織の見直 ○役員会において、学校教育法の改正に伴う新教員組織における、教務職員、技術職員の
しに関連し、教務職員、技術職員の在り方 あり方について検討を行った結果、平成１９年４月から教務職員を廃止することとした。
について検討する。

★教育に必要な設備、図書館情報ネット ★教育に必要な設備、図書館、情報ネット
ワーク等の活用・整備の具体的方策 ワーク等の活用・整備の具体的方策
【35】 【35】

大学のIT環境を整え、e-Campus 化し、 ○大学のＩＴ環境を整え，e-Campus化を進
学生、職員、一般市民が教育に関するす め，教育に関する情報の共有化を目指して，
べての情報を共有できる体制を築くた
め、その中枢となるe-Learning推進セン ・情報基盤センターを設置し，インターネ ○情報基盤センターを中心として、以下のとおり、教室設備の充実やe-Campus 化推進を図
ター（仮称）の設置について検討する。 ットやマルチメディアを用いた授業を実 った。
当面は、 施するための教室設備の充実やe-Campus ・情報基盤センター情報演習教室と図書館の情報自習室にグラフィカルユーザインタフ

化推進の方針を検討する。 ェースを備えた端末を導入、演習室・自習室の利用を情報処理教育以外にも拡大
・図書館の情報自習室で担当職員が学生の相談・指導を担当
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

・情報基盤センターの教育系システムとeラーニング推進センターのコンピュータシス
テムの間でIDとパスワードを一元化

・学内無線LANのアクセスポイント11箇所を増設

・ネットワーク環境（e-教室設備、電子 ・eラーニング推進センターが中心となっ ○e－ラーニング自習室の個別学習のための学習用計算機の整備を行うとともに、遠隔講
掲示板、無線LANステーションの設置等） て，ＩＴ技術を活用した自由度の高い自 義システムを導入し、遠隔講義の配信・受信を可能とした。
を整備する。 己学習環境や遠隔授業等のための環境整

備を推進する。

・図書館の雑誌類のオンラインジャーナ ・全学学術情報基盤としてのオンラインデ ○全学学術情報基盤としてのオンラインデータベース・オンラインジャーナル
ル化を図る。 ータベース・オンラインジャーナルを将 を維持拡充していくための方策について検討を行い、オンラインジャーナルの

来にわたって維持拡充していくために必 利用状況についてアンケート調査を実施するとともに、有効利用推進のために
・学生との質疑応答（オフィスアワーの 要な方策の検討を進める。 オンラインジャーナル目録を整備することとし、登録を進めた。また、オンラ
一形態）、宿題、授業連絡、リポート等 イン資料の活用に関する講習会を開催（3回）した。
の通知、提出、添削等をWeb上で行える
ようにする。

・SCSで受信した海外ニュース等を視聴 ・海外ニュース等を視聴するシステムにつ ○SCSに代わる海外ニュース受信システムの検討結果を基に、ブラウジングコーナーにケ
するシステムを設置する。 いて検討を進める。 ーブルテレビを１台設置し、常時海外ニュースを放映することとし試験稼働を行った。

・シラバスに紹介された一般教養科目の参 ○シラバスに紹介された一般教養科目の参考図書のリストを作成し、必要な図書（111冊）
考図書を重点的に収集し、専門分野以外 を購入した。また新聞の書評などをもとに一般教養図書を選定して、順次購入（101冊）
の図書の充実をはかる。 を行った。

・専門外の図書、資料や留学生のための ・学内関連部署との連携のもとに外国語学 ○現在所蔵している外国語学習図書及び留学生用図書各コーナーのリストを作成し、国際
日本語／日本文化等の図書の充実を図 習用図書、および留学生用図書について 交流推進センター、総合文化講座の教員にメールで配布するとともに図書館のホームペー
る。 現在所蔵しているものを紹介していくと ジ（http://www.lib.uec.ac.jp/）に掲載した。これを参考資料として推薦図書の要望を募

同時に、どのような図書の要望が多いか り外国語学習図書、留学生用図書併せて184冊を受入れた。
調査する。

★教育活動の評価及び評価結果を質の改 ★教育活動の評価及び評価結果を質の改善
善に繋げるための方策 に繋げるための方策
【36】 【36】

学生による授業評価や卒業後の追跡調 ○授業評価結果、成績評価の実態一覧、成 ○授業評価の集計結果を学内Web上に公表し、個々の授業の授業評価の集計結果を教員に
査等の結果を各教員にフィードバックす 績分布等を教員に公表する。また，教育の 配布した。
るとともに、授業評価結果、成績評価の 質の改善に取り組むためのシステムを検討 また、成績評価の実態一覧、成績分布等を当該学科の学科長及び大学教育センター各部
実態一覧、成績分布等を公表するなど、 する。卒業生等から見た大学の満足度調査 に検討の資料として配布した。
各教員が教育の質の改善に取り組むため の実施とその調査結果を質の改善に繋げる ○在学生、卒業生、企業等に対して、教育の成果や大学の満足度などについて、アンケー
のシステムを整備する。 ための方策について検討する。 ト調査を実施しこの結果を踏まえ、自己点検・評価を実施するとともに外部評価委員会に

よる外部評価を受けた。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★教材、学習指導法等に関する研究開発 ★教材、学習指導法等に関する研究開発及
及びFDに関する方策 びFDに関する方策
【37】 【37】
①新任教員には、教育上のオリエンテー ○新任教員を含め、授業方法、学習指導方 ○FD合宿セミナーを開催(11月7日-8日)し、新任教員を含め授業方法、学習指導方法につい
ションの充実を図る。授業方法、学習指 法についての検討会を企画する。また，公 て検討を行った。
導方法についての検討会や講習会、公開 開授業、相互参観授業等の制度を検討する。○公開授業、相互参観授業等の制度の導入について検討を行った。
授業、相互参観授業等の制度を企画、立
案、拡充する。

【38】 【38】
②大学教育センター（仮称）でFD活動を ○FD活動を充実させ、教員の教育に対する ○英語教員FD研修会、FD合宿セミナー、数学FD検討会、情報教育に関するFD研修会を実施
行い、教員の教育に対する意識の向上及 意識の向上及び指導法の改善を図る。 し、教員の教育に対する意識の向上及び指導法の改善を図った。
び指導法の改善を図る。 ＜FD研修会等の実施状況＞

英語教員FD研修会 (10月9日)
FD合宿セミナー(11月7日-8日)
第１回数学FD検討会 (11月15日)
第２回数学FD検討会 (12月20日)
情報教育に関するFD研修会 (11月20日)

★全国共同教育、学内共同教育等に関す ★全国共同教育、学内共同教育等に関する
る具体的方策 具体的方策
【39】 【39】
①多摩地区５大学の単位互換、国立工科 ○他大学との単位互換，共同教育について，○学生に提供する科目・分野を広げ，学習意欲を高めるため，以下のとおり単位互換を推
系11大学院の遠隔教育による単位互換を 進した。
拡充する。 ・他大学との単位互換制度の積極的な活用 ・東京学芸大学、東京外国語大学との間で単位互換を実施し、広範な総合文化科目

を推進して，広範な総合文化科目を提供す （３０２科目）を本学学生に提供した。
る。
・多摩地区国立５大学単位互換制度に加え ・新たな大学との単位互換について可能性を探り、平成１９年３月、公立はこだて未来
て、本学と単位互換を希望する大学との単 大学と単位互換に関する協定を締結した。
位互換制度の新たな開設について協議する。
・国立工科系１２大学院の遠隔教育による ・国立工科系１２大学院の単位互換の活用度を高めるため、国立工科系大学教育連携協
単位互換の活用度を高める方策を検討する。 議会において、科目の内容・科目数を増加させる方策を検討した。

【40】 【40】
②専門基礎科目、コンピュータリテラシ ○専門基礎科目、専門共通科目（夜間主コ ○専門基礎科目（昼間コース２３科目、夜間主コース１７科目）、専門共通科目（夜間主
ー教育等を全学科共同で施する。 ース）等に関する教育を、全学科で共同し コース１９科目）に関する教育を、全学科共同で実施した。

て実施する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

④ 学生への支援に関する目標

中 （４）学生への支援に関する目標
期 複雑化、高度化する社会の中で、学生は諸々の問題と直面する。学業を全うするには、学業以外の学生生活も支援する体制が不可欠であることから、次の目標
目 をもって学生支援に当たる。
標

★学生支援のための組織体制に関する基本方針
学生が抱える教育研究、生活上の多面的な問題に対応するため、即応的、総合的に学生支援ができる組織体制を整える。

★学習支援に関する基本方針
学生の持つ教育研究上、生活上の属性の違いを考慮し、適切な学習支援をするための環境を整備する。

★生活相談・健康相談等に関する基本方針
学生生活一般、健康・安全面で学生の持つ諸々の悩み、相談に応えるための体制を整え、その機能の強化・充実を図る。

★経済的支援、就職支援に関する基本方針
優秀な学生が経済的理由により学業に支障を来たさないよう、また、有為の人材の育成と教育の機会均等の実現のために、学生の経済支援の充実を図るととも

に、学生の体得した知識、個性、適性・能力等に適合した就職活動を支援する。

★設備環境面の支援に関する基本方針
充実した学生生活を送るための福利厚生施設やサークル活動等の課外活動を支援する設備の充実を図る。同時に、身体障害者には教育の機会均等を保証するた

めのバリアフリー環境を実現するなど、教育研究にふさわしいキャンパス整備計画を策定し、魅力ある学習環境を整備する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★新たな学生支援のための組織の設置 ★新たな学生支援のための組織の設置
【41】 【41】

修学指導から学生指導、学生相談、経 ○学生のニーズに対応するため，学生支援 ○学生のニーズを把握するため、「学生生活支援室」が中心となって、全学生を対象とし
済支援、就職支援等の学生関係業務を総 センター「学生何でも相談室」，「就職支援 た学生生活の現況と満足度に関する学生アンケートを実施した。｢学生何でも相談室｣につ
括的に掌握できる組織体制の整備を図 室」，「学生生活支援室」の業務の充実を図 いては、長期休業期間中の各学期の始まる１週間前から開室して、相談の機会を増やした。
る。このため、学生部を再編し、学生支 る。 ｢就職支援室」については、就職資料の整備を図り、合同企業説明会についても外部団体
援センター（仮称）の設置について検討 との連携なども含め機会を増やした。
する。

★学習相談・助言・支援の組織的対応に ★学習相談・助言・支援の組織的対応に関
関する具体的方策 する具体的方策
【42】 【42－1】

学生の科目履修、研究等に対するきめ ○助言教員制度やオフィスアワーのあり方 ○入学時から卒業するまでの学生生活及び就学等に関する指導支援体制の充実を図るた
細かい指導・助言体制の充実を図る。入 等に関する検討も含め，入学時から卒業 め、学生何でも相談室の業務内容の周知および、助言教員への相談にオフィスアワーを積
学時のオリエンテーション、その後の諸 するまでの間の助言・支援体制の充実を 極的に利用することを呼びかけ、助言教員やカウンセラーが学生生活上の様々な相談に対
々の合宿研修、教員のオフィスアワー、 図る。 して助言及び支援を行った。
助言教員制度等を有効に機能させ、学生 ○成績不振傾向にある学生，授業に出席し また、成績不振者については、１年次前学期終了時点で総単位が１０単位以下の学生に
の学習・生活上の諸問題の把握とその対 ない学生等に対し，家庭・大学双方向か ついては助言教員が中心となり修学指導を行うほか、１年次が終了した時点で、総単位数
処に万全を期す。 らの学生指導・支援を行う。 ２０単位以下及び進級審査（２年次終了時審査、卒業研究着手審査）に不合格となった学

生の保護者へ成績状況を通知し、家庭と大学の双方向からの指導支援体制の充実を図った。
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【42－2】
○効率的な助言・支援を行うため，学生対 ○全学生を対象とした学生生活の現況と満足度に関するアンケートを実施し、その結果
象のアンケートを実施し、学生生活の現状 集計を行った。（回収率；４９．８％）平成１９年度において分析を行い、効率的
と要望の把握に努める。 な環境整備につながる具体的な方策を検討することとしている。

★生活相談・健康相談等に関する具体的 ★生活相談・健康相談等に関する具体的方
方策 策
【43】 【43】
①学生のあらゆる相談に即応できる体制 ○学生が抱える諸問題の解決を支援するた ○「学生何でも相談室」と保健管理センターが定期的な連絡会を行う中で、学生が抱える
を整えるため、学生支援センター（仮称）めに，学生支援センター「学生何でも相談 諸問題の解決を支援するための方策について検討を行った。
内に「何でも相談室」を設置することに 室」の支援業務の充実を図る。 上記の検討を踏まえ、「学生何でも相談室」を長期休業期間中の各学期の始まる１週間
ついて検討する。 前から開室して、相談の機会を増やした。

＜学生何でも相談室相談件数＞
H17 709件
H18 744件

【44】 【44】
②保健管理センターを中心に、心理面、 ○ハラスメントに係る苦情の申し出及び相 ○学生何でも相談室のカウンセラーを、ハラスメント相談員として任命し、学生からの相
精神面、肉体面の健康相談を充実させ、 談体制を整備する。 談に対応した。
さらに健康スポーツ関係の教員と連携し
た総合的な健康管理プログラムについて
検討する。

★経済的支援、就職支援に関する具体的 ★経済的支援、就職支援に関する具体的方
方策 策
【45】 【45-1】
①学生の修学意欲の高揚、経済的支援の ○短期留学プログラム（受入）の学生に対 ○短期留学プログラム生への本学独自の経済的支援として、大学院博士後期課程に進学す
ため、 して、経済的支援を行う。 る意欲や、研究能力、研究歴等を審査し８名に対し、奨学寄附金共通経費を財源として奨
・TA・RA等の雇用拡大を図り、学内外に 学金を支給した。
資金を求める方策について検討する。
・大学業務への学生の雇用（パート等） 【45-2】
を検討する。 ○成績優秀学生や経済的困窮学生を支援す ○成績優秀学生や経済的困窮学生を支援するための本学独自の奨学金制度の創設について
・既存の取り組み（入学料・授業料免除 る措置として，本学独自の奨学金制度の創 検討を行い、財源確保の方策を含めて、創立１００周年記念事業と併せて、今後引き続き
等、日本育英会等の奨学金）については、設について検討する。 検討することとした。
引き続き制度の周知徹底と迅速な情報提
供に努めるとともに、独自の奨学金制度
の導入について検討する。

【46】 【46-1】
②就職指導に関する施策の策定、就職先 ○就職活動に対する支援のワン・ストップ ○｢就職支援室」の充実を図るために、就職資料の整備を行い、就職相談員が学生の就職
の新規開拓、学生の就職活動に対する指 ・サービス窓口として，学生支援センター ・進路相談に応じた。
導助言・相談対応等を充実・強化するた 「就職支援室」を充実させる。 ＜就職支援室相談件数＞
め、学生支援センター（仮称）内に教員 H17 310件
と事務職員の融合組織として「就職支援 H18 440件
室」を設置することについて検討すると
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ともに、本学同窓会との連携強化を図る。【46-2】
学生が自己の能力や適性に応じ職業選択 ○就職支援室の教職員を中心に企業訪問を ○企業開拓として、地方や都内で開催される大学・企業との就職説明会に参加した。
を適切に行えるように就職情報の迅速な 行い，就職先企業の開拓に努める。
公開や就職への動機付けとなるガイダン
ス、説明会を低年次から実施して就職支 【46-3】
援の充実を図る。 ○就職説明会（保護者のための就職ガイダ ○就職説明会（年10回）、保護者のための就職説明会(11月18日(土)・19日(日))、学内合同

ンスを含む）等の就職活動支援プログラム 企業説明会(10月28日(土)・11月25日（土)）を実施した。
を実施する。 ・保護者向けホームページに、保護者のためのガイダンスの周知及び企業説明会の案内を

掲載した。

【46-4】
○１年生対象の専門科目「キャリアデザイ ○平成17年度開講の１年生対象の専門科目「キャリアデザインA」に引き続き、新たに２
ンＡ」，２年生対象に新規開講される専門科 年生対象の専門科目「キャリアデザインB」を開講した。
目「キャリアデザインＢ」を通じて，学生 ＜平成１８年度履修者数＞
の職業観の育成に努める。 「キャリアデザインA」 ７０人

「キャリアデザインB」 ４２人

【46-5】
○目黒会（電通大同窓会）等の外部団体と ○目黒会（電通大同窓会）等の外部団体と連携して、学内合同企業説明会(10月28日(土)・
連携して，就職支援のための総合企画を推 11月25日(土)）を実施した。
し進める。

★社会人・留学生に対する配慮 ★社会人・留学生に対する配慮
【47】 【47-1】

社会人学生の修学支援のため、図書館 ○時間外特別開館の利用統計の分析を重点 ○図書館の開館時間を、後学期から１５分早め、９時１５分からとした。また、利用状
の開館時間の大幅な延長及び休日開館に 的に行う。同時に、利用者指向型サービス 況、利用者の要望を把握するため、前年度の利用データの分析および、学生を対象と
ついて検討する。留学生や外国人研究者 を目指すためにアンケートを実施し、利用 したアンケート（実施期間：平成１８年１１月１日～末日）を実施した。この結果、利用
の修学・研究支援のため、家族も含めた 時間に関する利用者の要望を把握する。 実態としては時間外特別開館の利用は少なく、要望としては開館時間の延長に関しては多
生活面、身体・精神面、環境・安全面の 種の要望があることを確認した。
すべての相談に応ずる相談体制を整え
る。 【47-2】

○図書の自動貸出・返却システムについて ○図書の自動貸出・返却システムについて検証を行い、更なる貸し出し業務の合理化につ
問題点等があればその対応につき検討する。いて検討した。

【47-3】
○国際交流推進センターにおいて、留学生 ○国際交流推進センターの留学生担当教員が中心となって助言教員との連携の下、留学生
の修学、生活面、身体・精神面、環境・安 からの修学上、生活面、身体、精神面、環境・安全面に関する相談に対応するとともに、
全面のすべての相談に対応し、外国人研究 外国人研究者からの相談への対応について検討を進めた。
者への対応に関する制度を検討する。

★学生生活支援・環境整備に関する具体 ★学生生活支援・環境整備に関する具体的
的方策等 方策等
【48】 【48】

講義室の改善、学生の交流スペース・ ○学生生活環境を充実させるために，キャ ○学生生活環境の充実を目的として、キャンパス環境の整備を進めるため、
憩いの場の確保、福利厚生施設・課外活 ンパス環境の整備を進める。具体的には，
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動施設等の整備、障害を持つ学生のため ・講義棟の耐震補強を行うとともに，バリ ①講義棟（A棟）の耐震補強工事に伴い、エレベーター・自動ドア・手すり・障害者ト
のバリアフリー環境の整備、学内の緑化 アフリー化を行う。 イレの設置等のバリアフリー化
等々、学生が潤いのある学生生活を過ご ・学生と教職員が一体となって，体育館， ②学生と職員が共同で，多摩川運動場の草刈り及びサークル会館の清掃を実施
すための学生生活環境の整備に努める。 運動場，キャンパス，課外活動施設等の清 ③受動喫煙防止について、指定場所以外での禁煙の徹底のため喫煙所のMAPを作成し、

掃など，環境整備を実施する。 学生向けに周知する等の取組みを行った。
・受動喫煙防止について，指定場所以外で また、福利厚生施設（浜見寮）のあり方について、アウトソーシングの効果の検証を行
の禁煙の徹底と喫煙マナーの喚起を行い， うとともに、学生を対象としたアンケートを実施したところ、存続を希望する回答が多か
健康的で清潔な環境作りに努める。 った。
・福利厚生施設である浜見寮（神奈川県湘 このほかに、全学生を対象とした学生生活の現況と満足度に関するアンケートを実施し、
南地区）のあり方について，アウトソーシ その結果集計を行った。（回収率；４９．８％）平成１９年度において分析を行い、
ングの効果・状況等を分析し、今後の運営 効率的な環境整備につながる具体的な方策を検討することとしている。
についての検討を行う。
・効率的な環境整備を行うため，学生対象
アンケートを実施し，現状と要望の把握に
努める。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

中 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標
期 高度コミュニケーション科学に特化した本学の個性を発揮し、ハードサイエンスとソフトサイエンスの両面で、学術的にも、社会的にも国際的水準の研究を推
目 進し、高度コミュニケーション科学の創生と発展を支え、その先進的な研究成果をもって社会に貢献する。
標

★研究水準に関する目標
電気・情報・通信・メカトロニクス・基礎科学等に関わる教育・研究分野において、国際的なCOE拠点の基礎科学形成を目指し、独創的な知を発信し、新技術の

創造に貢献する。

★研究成果に関する目標
研究成果を教育の質の向上に役立てるとともに、開示・共有・活用し、国内外の社会に還元する。基礎研究を重視しつつ、基礎から応用にわたる学術研究によ

って得られた独創的な研究成果を知的財産として保護し、効果的な活用によって、大学のもう一つの使命である社会貢献を積極的に進める。

★重点的に取り組む領域に関する目標
高度コミュニケーション科学に関する基礎及び応用の両面で、人的、物的資源の有効活用により先導的な役割を果たすことのできるハードサイエンス（物質、

エレクトロニクス、光科学等）とソフトサイエンス（情報、通信、メカトロニクス等）の先駆的研究を推進する。

★研究の水準・成果の検証に関する目標
科学技術が人類の福祉に貢献するためのものであることの自覚に立ち、その活用に科学者技術者倫理を追求し、自己点検を行い、研究水準・成果に第三者の評

価を求める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★目指すべき研究の方向性 ★目指すべき研究の方向性
【49】 【49-1】
①高度情報化社会の基礎をなすマテリア ○高度情報化社会の基盤及びその発展に貢 ○高度情報化社会の基盤及びその発展に貢献する諸分野－情報、通信、マテリアル、デバ
ル、デバイス、システム、メディア、コ 献する諸分野－情報、通信、マテリアル、 イス、システム、メディア、コンテンツ等－の理論・ハードウェア・ソフトウェア、及び
ンテンツ等に関する理論、技術、応用研 デバイス、システム、メディア、コンテン 技術開発・応用に関する研究を積極的に推進した。
究を、以下の視点の下に実施する。 ツ等－の理論・ハードウェア・ソフトウェ 特に平成17年４月１日に設立した先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター(Ａ

ア、及び技術開発・応用に関する研究を推 ＷＣＣ)は設立２年目を迎え、研究教育活動を活発に展開した。研究業績については5人の
進する。 コアメンバーの総計で、学術論文22件、国際会議33件、口頭発表68件の発表を行い、電子

・教員の発意、研究の自由を確保し、基 情報通信学会の論文賞を2件同時受賞するなど、これまでの研究に対して高い外部評価を
礎や"無用の用"の学問研究も重視する。 得た。さらに、産学連携にも力を注ぎ、共同・受託研究等の外部資金獲得額はAWCCコア教

員５名の総額で約72,300千円（一人あたり平均で約14,500千円）となっている。
・高度コミュニケーション科学の基礎と
応用の研究に新しいパラダイムを築く。 【49-2】
その構築過程で、社会・産学官連携など ○本学の理念に基づいて、本学の果たすべ ○学長のリーダーシップの下に、総額45,000千円を予算措置し、学内競争的資金「研究・
の対外関係も重視した研究体制やCOE拠 き基礎研究・応用研究について、戦略的研 教育活性化支援システム」において、大学として重要な基礎研究の推進のための研究プロ
点形成を可能にする研究を志向する。 究を強化する。 ジェクトの支援を行うなど、戦略的研究の強化を図った。
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【49-3】
・教員が学科や研究科の枠組みを外れ、 ○先端ワイヤレス・コミュニケーショ ○先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター(ＡＷＣＣ)では、ワイヤレス通信に関
機動的に離合集散し、常に新分野の共同 ン研究センターに加えて、高度コミュニケ するアドホックネットワーク、コグニティブ無線、高効率線形増幅などの先端分野での教
研究に対応可能な体制を整える。 ーション科学のＣＯＥ拠点を目指す新たな 育研究を開始した。教育面においては、卒業研究生１１名を受け入れ指導を行うとともに、

研究センターについて検討を開始する。関 研究成果として、学術論文２２件、国際会議３３件、口頭発表６８件の発表を行い、電子
・競争的、戦略的な研究を推進するため 連する研究ステーションを連携させて研究 情報通信学会の論文賞を２件同時に受賞するなど、高い外部評価を得た。
の産学官の連携を深め、新しい技術、価 力を高める。さらに、研究内容の拡張、研 また、産学連携活動も活発に実施し、平成18年度における共同研究、受託研究等の外部
値を創造する。 究成果のタイムリーな広報、産学官連携の 資金獲得総額は、およそ72,300千円（一人あたり平均で約14,500千円）となっている。

積極的な開拓を行う。

【49-4】
○教員の機動的な研究体制である研究ステ ○学科・専攻の枠を越えた柔軟で横断的研究組織である「研究ステーション」（http://ken
ーションの活性化を図ると共に、新規の研 kyo.office.uec.ac.jp/station/station_top.html）を、平成18年度には「ヒューマン・ウエ
究ステーションの立ち上げを推進する。 ルビィ・サイエンス研究ステーション」、「コミュニティ協働システム研究ステーション」、

「エンタテイメントと認知科学研究ステーション」の３ステーションを設置するとともに、
既に組織横断的研究を推進している研究グループに対し、速やかに研究ステーションの設
置を行うよう、学内競争的資金「研究・教育活性化支援システム」公募の際に、全教員に
働きかけを行った。また、設置期間満了となる研究ステーションについては、研究の進展
上、更に研究ステーション設置が必要な場合に限り、得られた研究成果を踏まえて、設置
の再提案を求めることとした。

【49-5】
○大型の競争的研究の機会を積極的に捉え ○文部科学省等が実施する大型の競争的研究資金へ応募するに当たって、学長の下に「大
ると共に、共同研究等の実現が有望な応用 型予算検討WG」を立ち上げ、科学技術振興調整費等への申請のための検討を、全学的、戦
研究について、周辺技術の動向やロードマ 略的に行った。
ップを示し、目指すべき研究の方向性を提 ○産学官連携コーディネーターが中心となり、研究ロードマップを整理し、研究者が発想
案する。 しているアイデアから顧客の満足を得られるシーズに育てて、共同研究や受託研究などを

実現した。

【50】 【50】
②高度コミュニケーション社会を支える ○高度コミュニケーション科学の基盤及び応用 ○情報通信技術とその関連分野において若手研究者が自立的研究に一定期間集中で
高度コミュニケーション科学の基礎及び における研究領域の拡大に努めると共に、国際 きる独立拠点形成を目指して、テニュアトラック制による「先端領域若手研究者グ
その発展に寄与・貢献する理論・ハード 連携、COE拠点への取り組みを推進する。 ローバル人材育成」構想を検討し、科学技術振興調整費「若手研究者の自立的環境
ウェア・ソフトウェア・応用に関する諸 整備促進」に申請を行った。
分野の研究に取り組む。

★大学として重点的に取り組む領域 ★大学として重点的に取り組む領域
【51】 【51】
①多種多様な情報を、誰でも、いつでも、○先端ワイヤレスコミュニケーション研究 ○先端ワイヤレスコミュニケーション研究センターを中核として、フォトニック情報通信
どこでも、高速、安全かつ容易に活用可 センターを中核として、フォトニック情報 分野、情報ネットワーク分野、情報セキュリティ分野、情報理論分野、ユビキタス・コン
能なユビキタス・コンピューティング、 通信分野、情報ネットワーク分野、情報セ ピューティング分野、情報家電分野等の先導的研究を推進した。
高性能コンピューティング、高性能・高 キュリティ分野、情報理論分野、ユビキタ
信頼性ネットワーキングに関する理論、 ス・コンピューティング分野、情報家電分
技術、及び実践の研究。 野等の先導的研究を推進する。
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【52】 【52-1】
②情報伝達の媒体としての光波・電磁波 ○波動科学分野として、21世紀COE“コヒー ○21世紀COEプログラム「コヒーレント光科学の展開」（http://www.ils.uec.ac.jp/COEcoher
・音波・物質波などの広範な波動現象の レント光科学の展開”に関する以下の研究 ent/）に関する「コヒーレント操作による光・物質系の新機能の創出」、「光の超高精度制
基礎科学とその工学的応用技術に関する プロジェクトを積極的に推進する。 御による新機能の創出」、「新世代コヒーレントフォトニックデバイスの創出」の３プロジ
総合的な波動科学の研究開発。 ェクトの研究を、引き続き積極的に推進した。その結果、様々な研究面で新知見が得られ

た。代表例は次のとおり。
・コヒーレント操作による光 ・アトムチップ上の87Rb原子のボーズアインシュタイン凝縮体(BEC)を用いた原子干渉計
・物質系の新機能の創出 において従来のコヒーレンス時間の限界を超える新しい方法を提案・実証した。
・光の超高精度制御による新機能の創出 ・光波長以下のナノ光グラフィを発展させ、コヒーレンス場の流体力学の新概念を確立し
・新世代コヒーレントフォトニックデバイ た。
スの創出 ・Sm添加エッジ付き大口径レーザー用セラミックレーザーを開発し、世界最高出力の固体

レーザーを実現した。
・自己形成半導体量子ドットによる光通信波長帯の高性能量子ドットレーザ応用の可能性
を示した。

【52-2】
○21世紀COEプログラム事業終了後の研究体 ○21世紀COEプログラムの発展形態、国内他大学との共同、国外大学等との共同について
制の検討を行う。 系統的に検討を行った。また、コヒーレント光科学コースの根幹である博士後期課程の教

育研究の強化策の一環として、18年度において「コヒーレント光科学コース」から「先端
光科学研究に基づく学位取得プログラム」（国費外国人留学生(研究留学生)の優先配置を
行う特別プログラム）を提案し、採択された。事業終了後も引き続き優秀な留学生を受け
入れる基盤は更に強化された。

【53】 【53】
③高性能な素子・素材のナノ構造、化合 ○マイクロ・ナノデバイス分野として、ナ ○マイクロ・ナノデバイス分野として、ナノ微粒子，量子ドット、シリコンフォトニクス、
物半導体の機能解明、マイクロ・ナノデ ノ微粒子，量子ドット、シリコンフォトニ 化合物半導体デバイス（LED、高周波トランジスタ）などの研究を推進した。
バイス等に関する研究。 クス、化合物半導体デバイス（LED、高周波

トランジスタ）などの研究を推進する。

【54】 【54】
④ロボット技術を基盤としたライフ・イ ○ロボット技術，設計生産システム分野と ○ロボット技術，設計生産システム分野として、関連する「研究ステーション」と情報・
ンフォマティクス、人間・機械情報シス して、関連する「研究ステーション」と情 通信技術に係わる研究者間の密接な連携のもと、ロボット技術に係わる研究プロジェクト
テム融合のためのユビキタス・メカトロ 報・通信技術に係わる研究者間の密接な連 の研究協力を強化した。
ニクス、その基盤としての情報ベース型 携を図り強化し，ロボット技術に係わる研
の設計・生産システム、リスクアナリシ 究プロジェクトの研究協力を強化する。
ス等に関する研究。

【55】 【55】
⑤生体の情報伝達メカニズム、ライフサ ○ライフサイエンス分野として、生命・生 ○ライフサイエンス分野として、遺伝子など生命情報に係わるバイオインフォマティ
イエンス、バイオテクノロジーに関する 体系研究ステーションに加えて、ヒューマ ックスと感覚・認知処理など人間に係わるヒューマンインフォマティックスを基盤に本学
研究。 ン・ウエルビィ・サイエンス研究ステーシ の持つ資源を組織的かつ横断的に連携してヒューマンシステム研究を定着させると共に、医

ョンを設立し、遺伝子など生命情報に係わ 療・検査・介護等のQOL (Quality of Life)を指向する研究を促進することを目的として、平
るバイオインフォマティックスと感覚・認 成１８年４月ヒューマン・ウエルビィ・サイエンス研究ステーションを設立した。
知処理など人間に係わるヒューマンインフ
ォマティックスを基盤に本学の持つ資源を
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組織的かつ横断的に連携してヒューマンシ
ステム研究を定着させると共に、医療・検査・介
護等のQOL (Quality of Life)を指向する研究
を促進する。

【56】 【56-1】
⑥情報メディア技術と社会・文化システ ○情報メディアと社会・文化システムの分野に ○情報メディアと社会・文化システムの分野において、ヒューマンシステム学、バーチャ
ムの相補的展開についての応用研究、特 おいて、ヒューマンシステム学、バーチャルメデ ルメディアクリエーション、ソーシャルインフォマティクス等の研究ステーションを中心
に e-Ｌearning、協調学習システム、地 ィアクリエーション、ソーシャルインフォマティクス に、相補的発展に向けた研究を行った。
域ネットワークシステムなど、社会・教 等の研究ステーションを中心に、相補的発展に
育分野での実践的研究。 向けた研究に取り組む。

【56-2】
○eラーニング推進センターの教育支援機能 ○eラーニング自習室の個別学習のための学習用計算機の整備を行うとともに、遠隔講義
を充実させ、協調学習支援機能、モバイル システムを導入し、遠隔講義の配信・受信を可能とした。
機能、個人の学習進度を確認するための電 また、eラーニング推進センターが中心となり、平成18年度は新規に７つの学習コンテ
子カルテ・システムの開発とその効果的利 ンツの開発を行った。
用の体制を確立する。さらにe-Learning実施
の品質保証の課題に取り組む。

【57】 【57】
⑦エネルギー問題、科学技術と人間・社 ○エネルギー問題、科学技術と人間・社会 ○エネルギー問題、科学技術と人間・社会・自然・環境分野の研究として、関連する研究
会・自然・環境等に関する融合研究。 ・自然・環境分野の研究として、関連する ステーションを中心に、国際会議での発表など環境調和型プロダクトライフサイクルの実

研究ステーションを中心に、環境調和型プ 現を目指した研究を推進した。
ロダクトライフサイクルの実現を目指した
研究を推進する。

★研究成果の社会への還元に関する具体 ★研究成果の社会への還元に関する具体的
的方策 方策
【58】 【58-1】
①国際会議、学術雑誌での論文発表や特 ○研究成果の学会誌への発表、国際学会等 ○学会誌での論文発表、国際会議への参加・研究発表等を通じて、広く研究成果の
許、技術移転などを通し、研究成果の積 への参加・研究発表を積極的に推進する。 公表を行った。
極的な公表を行う。これらの研究成果を 具体的研究成果としては、レフェリー付き論文６３６編、解説論文６７編、国際
踏まえ、国際ワークショップ、シンポジ 会議論文５６１編、基調・招待講演１５５編（①国外８２編、②国内７３編）、著
ウム、セミナー、国際学会等の組織・開 書・編書２１編であった。
催に努める一方、地域・産学官連携推進
機構(仮称)を設置し、外部機関との連携 【58-2】
や研究の推進、知的財産の民間への移転 ○国際ワークショップ、シンポジウム、国 ○交流協定校の北京郵電大学、韓国情報通信大学及び本学による３大学フォーラムを本学
など研究成果の社会への活用に積極的か 際学会等の主催・共催に努力する。 で共催した。
つ一元的に取り組む。 また、武漢科技大学、ハルビン工程大学、北見工業大学及び本学による４大学ワークシ

ョップを武漢科技大学で共催した。

【58-3】
○研究成果の学会誌への発表数、国際学会 ○「全学的な研究活動の状況」について自己点検・評価（組織評価）を実施し、外
等での研究発表数をもとに、研究発表の状 部評価委員会（平成１９年２月１９日開催）による評価を受けた。
況を評価調査する。
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【58-4】
○地域・産学官連携推進機構において、情 ○地域・産学官連携推進機構において、「GaNを用いた電子デバイスの開発動向」や「カー
報通信技術（ICT）分野の最新研究動向を紹 エレクトロニクスの最前線」についての研究開発セミナーを開催したほか、「第２回産学
介する研究開発セミナーや、学内の各種研 官連携DAY in 電通大」（http://www.kikou.uec.ac.jp/head_news/index_test.html?i
究成果を一括開示する「産学官連携DAY in d=10016）を開催し、共同研究成果報告会、SVBL研究成果報告、学生・一般アイデアコン
電通大」等を開催して、本学の研究成果を テスト、機器分析センター設備公開、電通大発ベンチャー企業の紹介など本学の研究成果
広く公開する。 を広く公開した。

【58-5】
○産学官等連携推進本部の「地域貢献部門」○昨年に引き続き、「電気通信大学フォーラム2006」（http://www.uec.ac.jp/info/forum/）
では、コミュニティや非市場的活動領域に において、「新たな産学連携－コミュニティとCSR－」をテーマに、地域の企業との連携で
おける協働システムの開発のための活動と「地域貢献シンポシオン2006」（http://www.dcc.uec.ac.jp/annual/H18/2006_2.html）
して、企業と連携し研究会やシンポジウム を開催した。７企業の参加を得て、ポスター展示や企業の研究報告発表、「CSRと地域・コ
等を開催する。 ミュニティとの関わりについて」のパネルディスカッションなどを行った。

【58-6】
○「情報システム学研究科・学術講演会」 ○１２月８日「情報システム学２．０：情報システム学の新展開」と題して、学外及び学
を開催して、同研究科における研究成果を 内の研究者が、情報システムの最先端技術と今後の情報システム学のあり方に関する研究
積極的に公開する。 成果の講演を行った。学生や社会人など３００名を超える参加者があった。

【58-7】
○研究成果の社会還元の一環として、研究 ○紀要について、従来の投稿論文中心の編集を改め、研究ステーションの活動報告、「現
活動や成果に関する企画を充実させ、紀要 代的教育ニーズ取組支援プログラム」及び「魅力ある大学院教育イニシアティブ」採択の
を編集・発行する。 各教育プログラムの活動報告、さらに本学名誉教授等による長年の研究活動に係る総括的

な解説論文や本学同窓会賞受賞者による論文等多彩な内容の構成とし発行した。

【58-8】
○産学官等連携推進本部「創業・ベンチャ ○創業・ベンチャー創出支援ルームの支援の下に、本学発ベンチャー「マルチポート研究
ー創出支援ルーム」及びSVBLインキュベー 所有限責任事業組合（平成18年9月）」、学生によるベンチャー「(株)team-7（平成18年12月）」
ション・スペースを活用して大学発ベンチ が創業した。また、「マルチポート研究所有限責任事業組合」に対して、平成19年4月から
ャーの創出を支援する。 SVBLのインキュベーション・スペースの使用を許可した。

【58-9】
○創業・ベンチャー創出支援ルームの活動、○産学官等連携推進本部において、創業・ベンチャー創出支援ルームの活動、インキュベ
インキュベーション・スペースの活用状況 ーション・スペースの活用に関して調査を実施した。創業・ベンチャー創出支援ルームの
等について検証する。 活用状況（同ルーム開設後、大学発ベンチャー４社が創業）及びインキュベーション・ス

ペースの活用状況（平成１８年度１社、平成１９年度から更に１社）については有効な活
用が図られているが、学内には更なるインキュベーションの増設を望む声があること
が把握されたため、他大学の状況についても情報収集を行うとともに、平成１９年
度学内予算にインキュベーション機能の強化策の検討のための調査経費を計上し
た。
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【59】 【59】
②公開講座、ITセミナー、フォーラムの ○「電気通信大学フォーラム2006」を開催 ○１１月１７日～１９日に「電気通信大学フォーラム２００６」（http://www.uec.ac.j
開催等を通し成果を公表し、地域社会、 し、研究室の公開や研究発表等で研究成果 p/info/forum/）を開催し、一般対象の大学講演会（3件）、高校生対象のシミュレーショ
市民と共有する。 を公開する。公開講座についても見直しを ンゲームを開くとともに、ほとんどすべての研究室公開を実施した。（公開研究室数 １

行い、地域社会の要求に沿った講座を開講 ２７）
し、地域貢献を積極的に進める。 ○公開講座について、受講者アンケート等を踏まえ地域のニーズに沿ったテーマの見直し

を行い実技・実演のともなう講座を実施した。その結果、受講者数は286名（前年度191名）
へと増加した。

★研究の水準・成果の検証に関する具体 ★研究の水準・成果の検証に関する具体的
的方策 方策
【60】 【60-1】

成果に対する自己点検・評価及び外部 ○農工大21COE「ナノ未来材料」との合同シ ○第３回COE 合同シンポジウムを本学で開催した。これまで進めてきたCOE拠点の共同をベ
評価を定期的に実施する。研究プロジェ ンポジウム、ワークショップを発展させ「光 ースにして、今後、両大学が共通に持つ問題や相補的な側面などについて協力や共同を進
クト等の成果は、発表会、シンポジウム とナノ」をキーワードとしたフォーラムを める方策について検討し、両大学間で21世紀COEプログラムの5年間の活動後も継続的に共
などにより、学外にも開かれた形で発表 発展･展開する。 同・協力を発展させることを合意した。
し、検証する。

【60-2】
○研究成果を発表する場として、国際会議、○研究成果を発表する場として、1st KMUTT－UEC Workshop（12月８日）、8th International
シンポジウム、学会等を学内で積極的に開 Colloquium on Grammatical Inference（９月19日～９月22日）、International Symposium on
催する。 Advanced ICT (AICT) 2006（8月8日）、公立はこだて未来大学とのシンポジウム（6月2日、1

1月24日）などが開催された。

【60-3】
○研究ステーションにおける活動、研究成 ○学内の横断的研究組織である「研究ステーション」の研究成果報告（http://kenkyo.offi
果を外部に公表する。 ce.uec.ac.jp/station/H17/seika.html）をホ－ムページ上に掲載し、外部に公表した。

【60-4】
○「教員基本データベース（教育、研究、 ○教員基本データベースに基づき昨年度実施した評価の試行結果を踏まえ、「評価
社会貢献、管理運営の４領域）」に基づき、 結果の活用方針」を定めるとともに、「優秀教員賞」などのインセンティブの付与、
自己点検・評価を実施し，研究活性化へ繋 給与の昇給における勤務成績の判定などに反映させた。
げる方策を検討する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

中 （２）研究実施体制等の整備に関する目標
期 科学技術の進歩・発展と歩調を合わせ、常に合理性と柔軟性のある人的、物的資源の配分を考えた研究実施体制を整備する。
目
標 ★研究実施体制に関する目標

変化の激しい社会、日進月歩する科学技術に鑑み、柔軟で機動的な研究実施体制を構築する。

★研究環境に関する目標
研究を支えるための人的資源、物理的環境、資金面に全学的な支援体制の確立を目指す。若手研究者の育成を重視し、自由な発想に基づく学問研究、地域・国

際社会との連携、人的交流を促進し、知的な刺激に富んだ研究環境を整える。

★資源の配分に関する目標
研究組織の活性化を促進するために、部局や学科、専攻などの組織にとらわれずに分野横断的な研究プロジェクトに人材を投入し、奨励的配分や重点的配分を

含め、適切な研究資金の配分法を目指す。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★適切な研究者等の配置に関する具体的 ★適切な研究者等の配置に関する具体的方
方策 策
【61】 【61-1】
①学長のリーダーシップの下に機動性に ○全学裁量ポストを活用し，最先端研究領 ○全学裁量ポストを活用して、最先端の教育研究の推進と拠点形成を目指して、先端ワイ
富み、巨視的で全学的な人材配置が可能 域で活躍している若手教員を教授に抜擢し，ヤレスコミュニケーション研究センターに専任助教授ポストを配置し公募により優秀な人
となる体制を整え、トップダウン的、戦 研究センター等の拠点形成に向けて全学的 材を登用するなど戦略的人員配置を行った。
略的にCOE拠点の組織形成を推進する。 支援を行う。
ここでは、研究組織と教育組織を一体と
せず、研究者の配置を柔軟、かつ、適切 【61-2】
に行い得るシステムも検討・整備する。 ○客員教員，特任教員制度等を積極的に活 ○外部から特任教授を招聘し、（独）科学技術振興機構「戦略的創造研究推進事業ＩＣ

用して、先端研究領域の活性化を目指して ＯＲＰ型研究」による「超短パルスレーザープロジェクト」を推進するとともに、外
専門性の高い教員の確保に努める。 部資金等による研究活性化と若手研究者の育成を強化するため、平成19年度に向け

て特任助教制度の整備を行った。
先端研究領域の活性化を目指して新たに客員教員３名を採用した。

【62】 【62】
②新しい研究領域の発展やその複雑化に ○時限的、横断的研究組織である研究ステ ○学科・専攻の枠を越えた柔軟で横断的研究組織である「研究ステーション」（http://k
伴い、従来の組織を越えた横断的な研究 ーションの活動を支援し、また新たな研究 enkyo.office.uec.ac.jp/station/station_top.html）を、平成18年度には「ヒュー
の必要性が生ずること、及び社会連携・ 領域でのステーション設立を促進する。 マン・ウエルビィ・サイエンス研究ステーション」、「コミュニティ協働システム研究ステ
国際交流等の重要性を考慮し、重点的で ーション」、「エンタテイメントと認知科学研究ステーション」の３ステーションを設置す
方向性のある人材配置をする。また、研 るとともに、既に組織横断的研究を推進している研究グループに対し、速やかに研究ステ
究体制に柔軟性を持たせ、必要の有無に ーションの設置を行うよう、学内競争的資金「研究・教育活性化支援システム」公募の際
即応した形で組織の改廃が容易にできる に、全教員に働きかけを行った。また、設置期間満了となる研究ステーションについては、
体制を整える。そのため、研究組織に時 研究の進展上、更に研究ステーション設置が必要な場合に限り、得られた研究成果を踏ま
限制の導入や、横断的、ボトムアップ的 えて、設置の再提案を求めることとした。
に構成する柔構造の研究組織（研究ステ ○「研究・教育活性化支援システム」の「組織横断型共同研究」として、研究ステーショ
ーション等）の拡充などを推進する。 ンを対象に公募を行い、５研究ステーションに対し総額3,110千円の支援を行って、研究

ステーションの活性化を図った。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【63】 【63】
③研究活性化のために、若く有能なポス ○学内ポスドク・学内RA制度を活用し、優 ○学術研究の将来を担う優秀な若手研究者への支援を目的として、外部資金（間接経費）
ドク、RA等を積極的に研究に参加させる 秀な若手研究者を積極的に支援する。 を財源とした本学独自の「ポスドク研究員制度」を新たに設置し、１名を採用した。また、
体制を整備する。また、客員研究員など 若手研究者の育成・確保を促進するため、平成17年度に引き続き学内ＲＡ制度（予算額40,
の受け入れ体制の整備を図り、専門性に 000千円）により74名の学生を採用した。
優れ、適時性のある人材の確保に努める。

【63-2】
○学外の研究者で専門性に優れ、適時性の ○現在、本学が実施している国内外の研究者の受入制度の整理を行うとともに、専門性に
ある優秀な人材を研究プロジェクトに参加 優れ、適時性のある優秀な人材を研究プロジェクトに参加させる制度の導入の検討を行っ
させる客員研究員制度などの導入を検討す た。
る。

★研究資金の配分システムに関する具体 ★研究資金の配分システムに関する具体的
的方策 方策
【64】 【64-1】
①学内の研究資金は、COE拠点形成組織、 ○学長のリーダーシップの下に、若手研究 ○学長のリーダーシップの下に、総額45,000千円を予算措置し、学内競争的資金「研究・
研究ステーション、学内公募によるプロ 者の研究、萌芽的研究、大学としての重要 教育活性化支援システム」を実施した。これにより、萌芽的研究、若手研究者の研究支援、
ジェクト研究などに重点的に配分する。 な基礎研究や応用研究等の研究プロジェク 新任教員を対象としての研究活動スタートアップ支援、組織横断型研究活動を行う研究ス
これを円滑に実施するため、研究計画や トや、基礎教育授業、基礎及び専門の実験 テーションへの支援、教育プロジェクトへの支援を行った。前年度支援をしたプロジェク
研究成果などを厳正に評価し、適切に研 授業等の新規又は改善を目指す教育プロジ トについては、報告書を提出させ、本システムに係る評価委員会で評価を行い、その結果
究資金配分に反映させるための手法の確 ェクトを対象として、資金の支援を重点的 を、ホームページ上で学内公表するとともに、平成19年度の支援内容の見直しを行った。
立を目指す。 に行う。また、研究課題に対する評価、支 また、前年度に引き続き「教育研究設備費」(50,000千円)を予算計上し、公募方式により、

援システム全体に対する評価を行い、それ 学外競争的資金応募準備のために、全学的又は学科・専攻等の基本的な共通設備等の支援
に基づき支援内容の見直しを行う。 を行った。

【64-2】
○学内の横断的研究組織である「研究ステ ○「研究・教育活性化支援システム」の「組織横断型共同研究」として、研究ステーショ
ーション」活動を活性化させるために、公 ンを対象に公募を行い、５研究ステーションに対し総額3,110千円の支援を行って、研究
募方式による資金の支援を行い、活動の充 ステーションの活性化を図った。
実を図るとともに、各研究ステーションに 前年度の研究活動の成果報告書を提出させる際、報告書の中で外部資金の獲得状況を記
おける外部資金の獲得状況について検証を 載させ、それにより検証を行った。なお、成果報告書については、ホ－ムページ上に掲載
行う。 し、外部に公表した。

【65】 【65-1】
②自由な発想に基づく学問研究や、資金 ○自由な発想に基づく学問研究や基礎分野 ○学内予算配分において、自由な発想に基づく学問研究や基礎分野における研究支
源に乏しい基礎分野の研究の重要性に鑑 における研究支援として、予算面でも一定 援として、一定割合の配分を行った。
み、その研究支援にも予算面で十分な配 の配分を行う。
慮をする。

【65-2】
○大学院博士後期課程研究指導教員への研 ○大学院博士後期課程研究指導教員に対する研究教育経費の加算配分について、財務改善
究教育経費の加算配分を行い、博士後期課 ＷＧなどを中心に検証を行った結果、平成19年度予算編成において、引き続き同様の配分
程の活性化を図る。その結果を検証し、配 を行うこととした。
分方法の見直しを行う。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【66】 【66】
③外部資金からは、原則として一定の拠 ○共同研究、受託研究、奨学寄附金等に対 ○外部資金に対するオーバーヘッドの使途について前年度に策定した「外部資金に係る間
出金を徴収し、先端的・学際的研究領域 するオーバーヘッドの使途を含めた管理運 接経費等の使用方針について」に基づき、学内ＲＡ制度を引き続き実施するとともに、研
の発展、国際協力関係の推進、研究環境 用システムを確立し、その運用を開始する。究を活性化させるために創設した「ＵＥＣポスドク研究員制度」及び国際協力関係の推進
の整備等に充当する。 のための「短期留学プログラム生への奨学金制度」に対する支援経費の配分を行った。

★知的財産の創出、取得、管理及び活用 ★知的財産の創出、取得、管理及び活用に
に関する具体的方策 関する具体的方策
【67】 【67-1】

知的財産本部（平成15年８月１日設置）○知的財産本部と本学TLOである(株)キャン ○知的財産本部の知的財産マネージャーとTLO（(株)キャンパスクリエイト）の産学官連
を地域・産学官連携推進機構（仮称）の パス・クリエイトとの間で、知的財産の創 携コーディネータ、更に産学官等連携推進本部の産学連携コーディネータなど関係者が毎
主要組織として充実・強化を図るととも 出から活用に至るまでの情報を共有し、両 週、定例的にミーティングを行い、発明の届出、特許出願、特許売込み活動等の進捗状況
に、TLOとの連携・協力により、知的財 者一体となって戦略的に取り組む。 を報告、議論した。この活動は、知的財産本部発足時から継続して行っており、知的財産
産の創出、取得、管理及び活用に関する 本部とTLOとの共同活動の中心となっている。
業務を戦略的に推進する。

【67-2】
○「大学知的財産本部整備事業」終了後の ○平成19年度で終了する「大学知的財産本部整備事業」後の知的財産本部体制について、
知的財産本部のあり方について、TLOとの関 知的財産本部運営委員会で２回、地域・産学官連携推進機構企画戦略会議で３回、任務、
係も含め検討する。 業務、予算、組織と構成員、技術移転率向上の観点から検討を行った。

★研究活動の評価及び評価結果を質の向 ★研究活動の評価及び評価結果を質の向上
上に繋げるための具体的方策 に繋げるための具体的方策
【68】 【68-1】

定期的に全学の研究活動の自己点検・ ○全学の研究活動の状況について、自己点 ○「全学的な研究活動の状況」について自己点検・評価（組織評価）を実施し、外
評価を実施し、自己評価を基に、外部の 検・評価を実施し、外部検証を受ける。 部評価委員会（平成１９年２月１９日開催）による評価を受けた。
委員からなる「外部評価委員会」による
外部評価を実施する。同時に、評価結果 【68-2】
を研究活性化に繋げるためのシステムに ○評価結果を教育研究の活性化に繋げるた ○教員個人評価について、昨年度の評価の試行結果を踏まえ、「評価結果の活用方
ついて検討する。 めの具体策を検討し，順次実施する。 針」を定めるとともに、「優秀教員賞」などのインセンティブの付与、給与の昇給

における勤務成績の判定などに反映させた。

★学内共同教育研究施設等に関する具体 ★学内共同教育研究施設等に関する具体的
的方策 方策
【69】 【69-1】

以下の学内共同教育研究施設等につい ○「レーザー新世代研究センター」は、21 ○レーザー新世代研究センターは、21世紀COEプログラム（http://www.uec.ac.jp/info
ては適切な評価を行い、その維持、充実 世紀COE“コヒーレント光科学の展開”の中 /news/030718.html）の中核として、ISIベースの海外学術誌に50編の論文を発表するな
を図る。 核としてレーザー・光科学技術に関する先 ど、積極的な教育・研究活動を行った。従来から評価の高かったレーザー開発に加えて、

端的研究を推進し、研究・教育に積極的に WDMやプラズマフォトニクス、XFEL利用研究など、新しい学問分野への研究展開に成功した。
・レーザー新世代研究センターは、日本 寄与する。 魅力ある大学院教育イニシアティブをレーザー新世代研究センター内部から電通大の光コ
のレーザー・光学技術の中心として先導 ース全体に拡大した。これらの成果を基礎に大学を越えた大学院教育、先端レーザー科学
的な研究を展開しており、今後とも指導 教育研究コンソーシアムを東大理、工、慶応大と共同で、東大から概算要求し、新しい教
的立場を堅持するために学内外の協力体 育プログラムとして認められた。さらに、アジアへの拡大を図り、アジア教育研究拠点プ
制を強化し、COE拠点の中核機関の一つ ログラムに応募し、5ヶ年計画が認められた。レーザー科学の研究のみならず、その基盤
として、学内の研究・教育に積極的に寄 となる教育においても、電通大レーザー新世代研究センターの活動は拡がりつつある。
与する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【69-2】
・総合情報処理センターは、ITを基盤と ○情報基盤センターを設置し、教育・研究 ○情報基盤センターを設置し、教育・研究・管理・運営のための学内共用情報システムを
する本学の重要なインフラストラクチャ ・管理・運営のための学内共用情報システ 管理する中枢として情報基盤の整備を推進する体制を整えた。また、東西地区を結ぶバッ
ーとして、また、学内外のネットワーク ムを管理する中枢として、情報基盤の整備 クボーン回線の冗長化、建屋入口のネットワークスイッチの更新、SINETノードの西地区
整備及び研究への対応、学生のコンピュ を推進する。 から総合研究棟への移設などを行い、ネットワークの信頼性向上を図った。さらに、最新
ータ教育等に必要不可欠な存在であるこ また、学内外ネットワークの拠点としてそ の不正侵入検出装置を導入し、セキュリティ問題への迅速な対応に努め、電子メールにつ
とから、本学のe-Campus化への対応も含 の信頼性維持とセキュリティ強化への迅速 いて、高性能のスパム判定機能の導入と本学独自のスパム対策により、安全性の向上を図
め、その活動を更に拡充する。 な対応に努める。 った。情報基盤センターが提供する計算機システムとアプリケーションについて、３回の

講習会を実施した。

【69-3】
・共同研究センターは、地域・産学官連 ○地域・産学官連携推進機構では、学外者 ○地域・産学官連携推進機構において以下の取組みを実施した。
携推進機構（仮称）の中核組織として、 に対するベンチャー創出支援体制の検討、 ・本学の産学官連携活動全体を紹介する「第2回産学官連携DAY in 電通大」（http://ww
地域企業との連携を深める方向で強化す 大型分析機器の外部への開放などを行い、 w.kikou.uec.ac.jp/head_news/index_test.html?id=10016）を開催し、共同研
る。 産学連携、社会貢献、研究成果の社会への 究成果報告会、SVBL研究成果報告、学生・一般アイデアコンテスト、機器分析センタ

還元を積極的に推進する。 ー設備公開、電通大発ベンチャー企業の紹介など本学の研究成果を広く公開した。
・機器分析センターは、学内で共通に使 ・学生・一般アイデアコンテストでは、これまで学生を対象として実施していたが、18
用できる大型設備を有し、全学的に多く 年度から一般者からの応募を認めて実施した。一般者からの提案のうち1件について
の研究を支援していることから、この維 は、担当教員を配置し、当該担当教員の指導の下にベンチャー創出に向けて研究を行
持と機能の充実を図る。 う支援体制の整備を図った。

・知的財産本部では、本学発ベンチャーへの技術移転に関する申し合わせを定め、創
業から５年間に限り、本学が単独で権利を有する知的財産権の独占的実施権を無償で
付与できることとし、支援を受けて成功したベンチャーからは相応の対価を受け取る
仕組みを構築した。また、平成１８年度から学部授業科目「知的財産権概論」
及び「知的財産権管理」の担当部門となり、工学系学部学生にふさわしい
授業内容となるよう見直しを実施したほか、将来知的財産関係の道を志す
学生主導で設立された IP 研究会における弁理士試験準備のための指導や
特許明細書の作成など、知的財産教育への貢献を行った。

・機器分析センターでは、９月からセンターが管理する「超伝導フーリエ変換核磁気共
鳴装置」を外部に開放し、依頼測定を開始した。

・「新たな産学連携－コミュニティとCSR－」をテーマに、地域の企業との連携で「地域
貢献シンポシオン2006」（http://www.dcc.uec.ac.jp/annual/H18/2006_2.html）
を開催した。

【69-4】
・留学生センターは、国際交流推進セン ○国際交流推進センターは、アジアの協定 ○国際交流推進センターを中心として、北京郵電大学、韓国情報通信大学及び本学による
ター（仮称）の中に統合し、留学生に対 大学等との提携を更に進め、教員、学生の 大学フォーラムや、武漢科技大学、ハルビン工程大学、北見工業大学及び本学による４大
する教育の充実を図るとともに、留学生 相互交流の拡大を目指す。 学ワークショップの共催、帰国した留学生のＯＢ組織づくりのための連絡先や現況の調査
のための教育方法の改善などの教育研究 など国際交流を積極的に推進した。また、交流協定校であるキングモンクット工科大学ラ
活動を拡充する。 カバン校から、短期間の研修を行う留学生を平成１９年度に受け入れ、交流を図ることと

した。
・サテライト・ベンチヤー・ビジネス・
ラボラトリ（SVBL）は、ベンチャーマイ
ンド溢れる人材を育成する先端的教育
研究拠点として更に強化する。
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【69-5】
○e-ラーニング推進センターでは、現代GP ○ｅラーニング推進センターでは、現代GP「専門重視の相互作用型ｅラーニング実
「専門重視の相互作用型e-ラーニング実践」 施」プロジェクトの中核として、コンテンツ収録用スタジオの設置や、コンテンツ
プロジェクトの推進機関として、より全学 作成支援ツール(P4WEB)の導入により、学内のｅラーニングコンテンツ開発の支援
的な展開を目指す。 を進め、平成18年度は新規に７つの学習コンテンツの開発を行なった。

【69-6】
○先端ワイヤレスコミュニケーション研究 ○先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター(ＡＷＣＣ)では、ワイヤレス通信に関
センターでは、最先端のワイヤレス情報通 するアドホックネットワーク、コグニティブ無線、高効率線形増幅などの先端分野での教
信技術に関する研究を積極的に推進し、実 育研究を開始した。教育面においては、卒業研究生１１名を受け入れ指導を行うとともに、
践的基礎力を持つ人材の育成を目指す。 研究成果として、学術論文２２件、国際会議３３件、口頭発表６８件の発表を行い、電子

情報通信学会の論文賞を２件同時に受賞するなど、高い外部評価を得た。
また、産学連携活動も活発に実施し、平成18年度における共同研究、受託研究等の外部

資金獲得総額は、およそ72,300千円（一人あたり平均で約14,500千円）となっている。

【69-7】
・電気通信学部附属菅平宇宙電波観測所 ○菅平宇宙電波観測所では、研究面におい ○菅平宇宙電波観測所では研究面において、①情報通信研究機構、京都大学、海上
は、宇宙空間及び地球惑星系の電磁波現 ては学外諸機関との協力の下に超高層電磁 保安大学校、地磁気観測所との協力により、本学調布キャンパスからの短波送信波
象の観測的研究並びにそれに関する学生 環境の観測研究を充実させ、また、教育面 の観測および一般への観測データ準リアルタイム公表の実施、観測データを用いた
の教育に不可欠であることから、その継 においては観測所施設の特色を生かした教 情報通信研究機構および京都大学との電離圏擾乱に関する共同研究の実施、②電子
続と強化を推進する。 育である「宇宙通信工学(講義及び実習)」 航法研究所との共同研究として、当観測所での測位衛星電波受信による信号品質評

の講義部分のe-ラーニング化を発展させる 価の継続実施、電離圏シンチレーション共同観測の開始、③名古屋大学太陽地球環
と共にリモートセンシング実習の充実を図 境研究所との協定に基づく、当観測所設置の太陽風観測設備を用いた太陽風観測の
る。 継続実施等、学外諸機関との協力の下に超高層電磁環境の観測研究を充実させた。

また、教育面においては、「宇宙通信工学」の導入部分（講義部分）のeラーニ
ング化をさらに進めるとともに観測所での実習内容を充実させた。

★技術職員の組織化と有効活用の方策 ★技術職員の組織化と有効活用の方策
【70】 【70】

高度コミュニケーション科学の発展を ○学校教育法の改正に伴う教員組織の見直 ○役員会において、学校教育法の改正に伴う新教員組織の見直しと関連し、技術職員の職
支援する技術職員の重要性に鑑み、技術 しと関連し、技術職員のあり方について検 務内容と組織のあり方について検討を行った。
部組織の業務とその運営体制を明確に 討を行う。
し、強化する。
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★学部・研究科等の研究実施体制等に関 ★学部・研究科等の研究実施体制等に関す
する特記事項 る特記事項
【71】 【71-1】【72-1】
①大学全体の研究体制を学科、専攻等の ○横断的な研究組織「研究ステーション」 ○学科・専攻の枠を越えて活動している研究グループに対して、研究ステーションの設置
教育組織と分離するとともに、研究組織 を充実させることにより、機動的かつ柔軟 を速やかに行うよう、学内競争的資金「研究・教育活性化支援システム」公募の際に、全
に時限制を導入する方向について検討す な研究実施体制の整備を進める。 教員に働きかけ、平成18年度新たに「ヒューマン・ウエルビィ・サイエンス研究ステーシ
る。 ョン」、「コミュニティ協働システム研究ステーション」、「エンタテイメントと認知科学研

究ステーション」の３つの研究ステーションを設置した。また、設置期間満了となる研究
ステーションについては、研究の進展上、更に研究ステーション設置が必要な場合に限り、
得られた研究成果を踏まえて、設置の再提案を求めることとした。

【72】 【71-2】【72-2】
②大学院における研究の中心を研究ステ ○本学が強みを持つワイヤレス情報通信分 ○テニュアトラック制による「先端領域若手研究者グローバル人材育成」構想を検
ーションなど横断的、ボトムアップ的に 野、フォトニック情報通信分野、情報ネッ 討し、科学技術振興調整費「若手研究者の自立的環境整備促進」に申請を行った。
構成する研究組織及び戦略的に重点分野 トワーク分野、情報セキュリティ分野、情
とするCOE形成拠点に移行する。 報理論分野、情報家電分野等の先導的な研

究と教育の国際的拠点形成に向けての検討
を行う。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

① 社会との連携、国際交流等に関する目標

中 （１）社会との連携、国際交流等に関する目標
期 学問、科学技術の普遍性や有益性、大学の公益性、社会のグローバリゼーション等に鑑み、本学の貢献を社会に目に見える形にするため、教育・研究を通し、
目 大学を地域に開放し、産学官との連携を深め、国際社会との協力関係を強化する。
標

★地域社会との連携に関する目標
地域社会の一員として多摩地区にある団体や都市に教育・研究面で知的貢献をする。産学官との研究・開発を推進する。

★国際社会との連携に関する目標
人材、物、技術を通して国際社会と互恵性のある協力関係を築く。科学技術をベースとして国際社会に奉仕し、それを通し、教育・研究面での貢献をする。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

★地域社会等との連携・協力、社会サー ★地域社会等との連携・協力、社会サー
ビス等に係る具体的方策 ビス等に係る具体的方策
【73】 【73】
①地域社会への貢献を大学の重要な一機 ○産学官等連携推進本部の「地域貢献部門」○産学官等連携推進本部の「地域貢献部門」では、ボランティア事業を支援する体制を整
能とし、地域・産学官連携推進機構（仮 では、同部門の中に、ボランティア事業を 備し、以下の３項目の支援事業を展開した。
称）の中に地域との連携を専門に担当す 支援する体制を整備し、地域やコミュニテ ・ボランティア活動への学生登録システム
る部門を設置する。 ィとの連携を促進する。また、地域の初等 ボランティア活動への意識の高い学生を抽出して登録させることで、応募確率の高い母

・中等教育機関と連携し、地域の教育力の 集団を形成した。学生登録はWeb上で行うシステムを構築し、平成17年4月から運用を開始
向上に貢献する。 したが、平成18年度末時点で61名の学生が登録している。

・ボランティア活動依頼システム
より広範なボランティア活動依頼を受け付けるために、Web上で依頼を受け付けるシステ
ムを構築した。平成18年度は、教育機関（教育委員会、高等学校等）や公共機関から20件
のボランティア依頼を受け付けた。
・ボランティア活動報告
ボランティア活動を行った学生からは活動報告書を提出させ、報告書の事例を分析するこ
とで、ボランティア支援システムの改善点を探った。

【74】 【74-1】
②地域社会に対し、生涯学習の機会を提 ○公開講座の見直しを行い、地域社会が求 ○公開講座について、受講者アンケート等から地域のニーズを把握し、テーマの見直しを
供するため、一般教養、スポーツから専 める講座を積極的に開講する。 行い実技・実演をともなう講座を開催するなど、より地域の多様な人々の関心をひく形態
門分野に至るまでの公開講座や本学の特 で実施した。
色(特にIT関係)を生かした講習会、セミ ○調布市の要請により、一般市民を対象とした「連携大学体験会」を実施し、授業や施設
ナー等を積極的に開催する。特に、地元 の公開を行った。
調布市とは、相互友好協力協定に基づき、
文化・教育・学術の分野での協力をより 【74-2】
一層推進する。 ○本学の特色(特にIT関係)を生かした講習 ○地域・産学官連携推進機構を中心に情報通信技術（ICT）分野の最新研究動向を紹介す

会、セミナーを開催する。 る研究開発セミナーやＩＴセミナー、21世紀の「ものづくり」企業が技術を活かし、開発
力を高めてオンリ－ワン経営を実現するための「ものづくり経営実践力」を高める「技術
経営実践スクール」を開催したほか、ｅラーニング推進センターでは企業人向けセミナー
「コンプライアンス・アウェアネスに対応したe-Learning講座」を開催した。
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【74-3】
○「三鷹ネットワーク大学」や、「（社）学 ○三鷹ネットワーク大学において、本学企画講座「ホタルはなぜ光る？～中学生・高校生
術文化・産業ネットワーク多摩」において、のための科学講座」を開催したほか、三鷹ネットワーク大学企画講座「最先端ロボット講
生涯教育や産・学・官・民と連携・協働し 座～ロボット技術が創り出す世界と可能性～」で本学教員が、「学生のための企業講座」
て、地域人材養成等の支援を行う。 で本学学生が講師を担当した。また、学術文化・産業ネットワーク多摩が主催する「ビジ

ネス委員会」や「マッチング交流会」に参加した。

【75】 【75-1】
③同窓会や地域社会との連携を強め、既 ○地域の小学生向けに開催する工作教室、 ○「電通大少年少女発明クラブ」（http://www.dcc.uec.ac.jp/inv80/index.html）や
に実施している地域の小学生向けの理科 おもちゃの病院、少年少女発明クラブの活 「子ども工作教室」（http://www.megrokai.or.jp/megurokai/houkoku/kousaku/kous
教室やものづくり教室を更に推進する。 動をさらに推進する。 aku.html）では、以下の活動を行った。
地域社会や企業等外部との交流拠点、広 ・ステアリングカー（発明クラブのみ）、光オルゴール（発明クラブのみ）、磁気検知式ゲ
報活動拠点、理科教育への動機付け支援 ルマニウムラジオ、ヘロンの噴水、エアークッション艇、万華鏡などの製作を行い、子供
の場としての創立80周年記念会館の機能 たちにものづくりの楽しさ、科学の面白さを体験させた。
を充実させるとともに、広く地域社会に ・文部科学省主催の「ものづくり体験教室」を開催した。
開放する。 ・発明クラブを終了した後、継続して活動を希望する子供たちを対象として、自ら考え、

企画し、活動する「特別研究生」制度を設けた。
また、壊れたおもちゃを持ち寄り、分解して一緒に直すことにより、仕組みを学ぶ「おも
ちゃの病院」を毎月１回開催した。

【75-2】
○理科教育への動機付け支援の場として開 ○創立80周年記念会館主事が中心となって、広報室、歴史資料館、子ども工作教室、同窓
設する創立８０周年記念会館２階ミュージ 会（目黒会）との連携の下に２階ミュージアムの機能について検討を行い、展示物の改善
アムの機能を充実させるとともに、広く地 を図った。また、科学技術週間や大学祭の期間中に特別公開するなど、広く地域に公開し
域社会に公開する。 た。

★産学官連携の推進に関する具体的方策 ★産学官連携の推進に関する具体的方策
【76】 【76-1】
①地域・産学官連携推進機構(仮称)を通 ○産学官等連携推進本部は本学TLOのキャン ○本学が開催する「第2回産学官連携DAY in 電通大」（http://www.kikou.uec.ac.jp/he
し、TLOや本学同窓会と連携協力して活 パス・クリエイトとの密接な連携の下に、 ad_news/index_test.html?id=10016）にTLO（(株)キャンパス・クリエイト）も参加し、
動を展開し、民間企業等との共同研究、 学内シーズと企業ニーズのマッチングを図 リエゾン部門（共同研究センター）と連携して共同研究相談会を開催したほか、学外で開
受託研究などの一層の推進を図る。 り、共同研究、受託研究の一層の推進を図 催される展示会や交流会に連携して参加し、研究成果の紹介や共同研究の相談を受けるな

る。 ど、学内シーズと企業ニーズのマッチングを図った。また、JSTのシーズ発掘試験にリエ
ゾン部門（共同研究センター）とTLO（キャンパス・クリエイト）が共同で応募し、５件
採択された。

＜平成18年度の共同研究の受入実績＞
H16 H18 増加率

件数 90件 182件 102.2％
受入額 98,726千円 326,628千円 230.8％

【76-2】
○船井電機株式会社との包括協定に基づい ○平成16年度に締結した船井電機(株)との産学連携に関する協定に基づき、平成17年度か
て、先端的デジタル情報家電に関する共同 らスタートした先端的デジタル情報家電に関する共同研究を、大学院情報システム学研究
研究をさらに強力に進める。 科が中心となって引き続き推進した。
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【77】 【77-1】
②企業との間で連携プログラム等を作成 ○先端ワイヤレスコミュニケーション研究 ○横須賀リサーチパーク(YRP)に研究所を持つ主要企業の１つである富士通研究所との間
し、研究開発や人材育成などを推進する。センター(AWCC)とサテライトオフィスを置 で、包括的な共同研究の実施について協議を行い、平成19年度からスタートさせることを

く横須賀リサーチパーク（YRP）（共同研究 決定した。
センター分室）内の関連企業との連携を深 また、ＹＲＰ研究開発協会が実施している高度技術研修で教員２名が講師を務め、ワイ
め、共同研究に結びつけるよう活動を強化 ヤレス基礎技術を教育するとともに、ＹＲＰの企業との技術交流を図った。
する。

【77－2】
・サテライトオフィス施設を活用し、産 ○「電通大スカイオフィス」（東京青山）を ○「電通大スカイオフィス」（東京青山）に電通大発ベンチャー「(株)アプライドマイク
学官の共同研究を推進する。 活用し、産学官連携の推進を図るための諸 ロシステム」のオフィスを置いて活動拠点として活用した。また、オフィスを置く施設内

活動を展開する。 のホールを活用し、33の研究会、セミナー等の開催、研究打合せの場として活用した。

【77－3】
○企業等との連携プログラムにより、研究 ○産学連携に関する協定に基づく船井電機(株)との先端的デジタル情報家電に関する共同

・(独)通信総合研究所等外部の研究機関 開発や人材育成をより一層推進するととも 研究、（株）日立製作所の研究者等が講師を担当する授業科目「先端技術開発特論（大学
とのプロジェクト研究を積極的に推進す に、これまでの実施状況について検証する。院）」の開講等を行った。また、地域・産学官連携推進機構企画戦略会議において、本学
る。 と連携協定を締結している５機関との間での研究活動、人材交流、シンポジウムの開催等

の実績調査を行った。

【78】 【78－1】
③地域・産学官連携推進機構（仮称）を ○地域・産学官連携推進機構を中心に、学 ○地域・産学官連携推進機構を中心に、次の活動を行った。
中心に、研究プログラムの企画広報、企 外向けのセミナーや産学官交流会、「産学官 ・情報通信技術（ICT）分野の最新研究動向を紹介する研究開発セミナー、「ものづくり企
業等との相互人材交流、他大学との連携 連携DAY in 電通大」を開催して、本学の教 業」が技術を活かし、開発力を高めてオンリ－ワン経営を実現するための「ものづくり経
等を推進するとともに、学内外へ関連情 育研究活動を積極的に広報するほか、ホー 営実践力」を高める「技術経営実践スクール」（http://www.kikou.uec.ac.jp/career/
報を積極的に発信する。 ムページを活用して教員個々の研究課題等 mmps2006-panf.pdf）を開講した。

を積極的に発信する。 ・「第２回産学官連携DAY in 電通大」（http://www.kikou.uec.ac.jp/head_news/index
_test.html?id=10016）を開催し、共同研究成果報告会、SVBL研究成果報告、学生・一般
アイデアコンテスト、機器分析センター設備公開、電通大発ベンチャー企業の紹介など本
学の研究成果を広く公開した。
・研究者情報総覧や「OPAL-RING 研究室紹介～共同研究はじめの一歩」（http://www.kik
ou.uec.ac.jp/opal-ring2/index.htm）をホームページに掲載し外部に公開した。

【78－2】
○学内の研究室紹介冊子を充実させ、産業 ○本学の各研究室の研究内容を分かりやすく紹介する「OPAL-RING 研究室紹介～共同研究
界のニーズとのマッチングを図り、共同研 はじめの一歩（vol.３）」を発行した。これまでの学科・専攻別から研究分野別に分類し
究・受託研究の創出を目指す。 て、94研究室（昨年77研究室）を紹介した。

★図書館サービスの具体的方策 ★図書館サービスの具体的方策
【79】 【79－1】

図書館を中心とするコミュニケーショ ○附属図書館における外来者の利用実態調 ○前年度における附属図書館外来者の利用状況結果の分析、および利用者アンケートを実
ンパーク（総合研究棟）を始めとして、 査を継続実施し、一般開放に向けた具体的 施した（実施期間：平成１８年８月１日～９月３０日）。アンケートで特に要望が多かっ
学内の高度情報化を推進し、e-Campusの 検討を開始する。 た入館カードの発行を具体化することとしたほか、ガイドラインの作成、図書館システム
モデルとなる教育・研究並びに学習環境 上の対応等一般開放に向けた体制作りを行った。
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を構築し活用する。具体的には、 【79－2】
○紙媒体からオンラインジャーナルへの切 ○オンライン資料利用の普及・効果的利用を推進するために、前年度を上回る下記3回の

・一般社会への貸出利用も視野に入れ り替えを促進するため、情報検索講習会を 講習会を実施した。
た、図書館公開について検討する。 実施する。 １）オンラインデータベース講習会（Web of Science, INSPEC）
・生涯学習を支援するために、業務委託 開催日：平成18年5月31日（水）参加者41名、
による休日開館について検討する。 ２）オンラインジャーナル講習会（Science Direct－Elsevier）

開催日：平成18年10月25日（水）、参加者20名
・情報検索のための各種講習会を実施す ３）オンラインジャーナル講習会（IEE/IEEE IEL）
る。 開催日：平成19年2月28日（水）、参加者18名

【79－3】
○学位論文要旨のWeb掲載を促進する。 ○学位論文のホームページ掲載を推進し、平成１８年度修士学位授与者の95％から

・多摩地区他大学等との相互利用を推進 掲載許諾を得、また、博士学位授与者については全ての学位論文を掲載した。
する。 「修士学位論文一覧」URL

http://www.lib.uec.ac.jp/master/master.html
・紙ベースジャーナルからオンラインジ 「博士学位論文一覧」URL
ャーナルへの全面的切り替えを行う。 http://www.lib.uec.ac.jp/gakui/gakui.html

【79－4】
・情報発信体制を整備し、研究成果、学 ○歴史資料館所蔵品目録等の電子化を推進 ○歴史資料館所蔵品目録等の電子化を推進するとともに資料本体の電子化について、検
位論文、「紀要」等の出版物、貴重図書、 し、Web上に順次公開する。 討を開始した。
歴史資料館などの情報がオンラインで活
用できるようにする 【79－5】

○西東京地区国立5大学相互協力協定および ○東京西地区大学図書館相互協力連絡会において、同会加盟図書館に対してアンケート調
東京西地区大学図書館相互協力連絡会等を 査を実施する際のガイドラインを策定したほか、11月下旬に加盟図書館の職員等を対象と
はじめとした他大学との協力関係の推進に した、Webサイトを効率よく検索・利用するためのソフトウェアを比較検討する研修セミ
ついて検討する。 ナーが実施された。また、図書館の相互利用をよりスムーズに行うために、各館の利用可

能条件等をリスト化して、同連絡会のホームページに掲載することとした。
○東京農工大学との間で「連携・協力の推進に関する基本協定書」を締結し、図書館の相
互利用に関する協議を開始した。

★諸外国の大学等との教育・研究上の交 ★諸外国の大学等との教育・研究上の交流
流に関する具体的方策 に関する具体的方策
【80】 【80】
①国際交流推進センター（仮称）を設置 ○「アジアの理工系拠点大学」の実現に向 ○北京郵電大学、韓国情報通信大学及び本学による大学フォーラム（開催場所；本学、平
し、 けて、アジアの協定大学等との提携を進め、成１８年８月７日～９日）や、武漢科技大学、ハルビン工程大学、北見工業大学及び本学

特に、韓国ICU、北京郵電大学と本学の3大 による４大学ワークショップ（開催場所；武漢科技大学、平成１８年５月１８日～２０日）
・留学生教育並びに本学学生の国際化教 学を軸とした国際会議および学生交流を行 を共催し、教員及び学生が研究発表や交流を行った。
育と国際学術交流並びに国際協力企画調 い、さらに武漢科技大学、ハルビン工科大 また、国際交流推進センターでは、帰国した留学生のＯＢ組織をつくるため、連絡先や
整に関する業務を一体化する。 学、北見工業大学、および本学の4大学連合 現況の調査を進めた。
・留学生教育の役割を担ってきた留学生 による国際会議への貢献を行う。また、本
センターは国際交流推進センター（仮称）学で学び帰国した元留学生OBの組織づくり
の中に統合し、その機能の拡大を図る。 を進める。
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・教職員一体の業務運営により大学の国
際化を総合的に推進し、全部局に共通す
る横断的な課題について企画立案、調整、
研究を行う。
・国際機関等が実施する国際協力事業へ
の協力の企画とプロジェクトへの参加を
推進する。

【81】 【81】
②創立80周年記念学術交流基金を活用 ○創立80周年記念事業学術交流基金を活用 ○創立８０周年記念事業学術交流基金を活用し、教職員の海外派遣（９名）、学生の海外
し、職員・学生の海外派遣、共同研究先 し、教職員、学生の海外派遣や協定校から 派遣（１２名）や協定校からの共同研究者の招へい（２件 ６名）の支援を行った。
の研究者招聘を通し、国際交流の一層の の共同研究者招聘などに対する支援を推進
促進を図る。 する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

１．教育改善への取り組み ４．特色ある大学院教育
本学の人材養成目的に沿った教育等の内容を絶えず点検・評価・改定し、その 「魅力ある大学院教育イニシアティブ」に採択された以下のプロジェクトを通じて、

有効性・実質化を促進する組織である大学教育センターの教育企画部、教育改善 大学院教育の実質化を推進した。
部及び入試検討部を中心として、以下のとおり教育改善等の取組みを検討し、実 ①「問題設定型光科学教育プロジェクト」
施した。 大学院生が実験を企画、立案、テキスト作成を行い、学部学生を教えるこ

①現行カリキュラム全般にわたる検証を行い、FD活動の一環として数学およ とで学部生を教育しながら、自らが学ぶプログラム。
び情報の基礎科目と専門科目との整合を検証し、また本学学生に欠けている ②「メカノインフォマティクス・カデット教育」
能力を補う新規科目の開発について検討した。 実践的な問題を設定・解決する能力をもつ「創造的ものつくりエリート（カ
②教育の成果を把握するため、在学生、卒業生及び企業に対しアンケート調 デット）」の育成プログラム。
査を行い、そのニーズを今後のカリキュラムへ反映させることとした。 また、筑波大学、東京理科大学と共同で「高度IT人材育成のための実践的ソフトウ
③厳格な成績評価を担保するための不服申し立て制度を設け、学生による授 ェア開発専修プログラム」（専攻横断型の教育課程編成による実践的なソフトウェア
業評価の内容について授業改善に関する事項に重点を置くよう見直しを行っ 開発技術者の養成プログラム）の開発を進めるため、「先導的ＩＴスペシャリスト養
た。 成プログラム」に申請し採択された。
④本学の目的に沿った優秀な学生を確保するため、大学院アドミッションポ
リシーの策定、多様な入試方法の研究を行った。 ５．学生支援の充実
⑤後述「（２）キャリア教育」のとおりキャリア教育を積極的に推進した。 平成17年４月に設置した学生支援センターが中心として学生支援の充実に取

なお、カリキュラムや入試方法については、全学的教育研究組織の見直しの中 り組んだ。
で、さらに総合的に検討を行っていくこととした。 「学生生活支援室」が中心となって、全学を対象とした学生生活の現況と満

足度に関する学生アンケートを実施し、学生のニーズ把握に努めた。
２．キャリア教育 「学生何でも相談室」では、保健管理センターとの定期的な連絡会の中で学

入学当初の学生の自我の発達を促し、社会が必要とする人材像や働くことの意 生の抱える諸問題を解決する方策について検討し、同室を長期休業期間中の各
義、職場の実情等について学ばせ、その過程で大学で学ぶことの動機付けを目的 学期の始まる１週間前から開室して、相談の機会を増やした。
として、学部１年次に「キャリアデザインA」を平成17年度に引き続き開講した。 「就職支援室」では、就職支援のためのWebシステムの求人検索機能を高めた
更に平成18年度は新たに学部２年生を対象に「キャリアデザインB」を開講し、 り、就職説明会において内定を受けた先輩学生が後輩と面談する機会を設ける
多数の社会人TAとのweb討論も活用しつつ、社会人基礎力としてのプレゼンテー など、就職支援の強化を図った。
ションスキル開発、発想能力の啓発を行った。このため、客員教授を間接経費に
より引き続き任用した。 ６．２１世紀COEプログラム「コヒーレント光科学の展開」

21世紀COEプログラム「コヒーレント光科学の展開」に関する「コヒーレント操作に
３．ものづくり教育の推進 よる光・物質系の新機能の創出」、「光の超高精度制御による新機能の創出」、「新世代

｢ロボメカ工房｣、｢電子工学工房｣では、特色ある大学教育支援プログラム「楽力（が コヒーレントフォトニックデバイスの創出」の３プロジェクトの研究を、引き続き積
くりょく）によって拓く創造的ものつくり教育」を通じて互いに連携し、外部コンテス 極的に推進した。その結果、様々な研究面で新知見が得られた。代表例は次のとおり。
トなどの活動を精力的に行い、特許出願にも至る多くの成果を上げている。 ・アトムチップ上の87Rb原子のボーズアインシュタイン凝縮体(BEC)を用いた原子干
また、｢ロボメカ工房｣ではタイの提携大学とインターネットを活用した遠隔制御コン 渉計において従来のコヒーレンス時間の限界を超える新しい方法を提案・実証

テスト形式のテスト運用を行い、新システムでのものつくり教育の充実・整備を行った。 した。
本プログラムは平成18年度が最終年度であるが、今後も学内予算配分における支援に ・光波長以下のナノ光グラフィを発展させ、コヒーレンス場の流体力学の新概念

より事業が継続されることとなっている。 を確立した。
・Sm添加エッジ付き大口径レーザー用セラミックレーザーを開発し、世界最高出
力の固体レーザーを実現した。

・自己形成半導体量子ドットによる光通信波長帯の高性能量子ドットレーザ応用
の可能性を示した。

また、21世紀COEプログラムの発展形態、国内他大学との共同、国外大学等との共同
について系統的に検討を行った。更に、コヒーレント光科学コースの根幹である博士
後期課程の教育研究の強化策の一環として、平成18年度において「コヒーレント光科
学コース」から「先端光科学研究に基づく学位取得プログラム」（国費外国人留学生(研
究留学生)の優先配置を行う特別プログラム）を提案し、採択された。これにより事業
終了後も引き続き優秀な留学生を受け入れる基盤が強化された。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

７．先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター １１．国際化の推進
先端ワイヤレスコミュニケーション研究センター(ＡＷＣＣ)では、ワイヤレス通信に 北京郵電大学、韓国情報通信大学及び本学による大学フォーラム（開催場所；本学、

関するアドホックネットワーク、コグニティブ無線、高効率線形増幅などの先端分野で 平成１８年８月７日～９日）や、武漢科技大学、ハルビン工程大学、北見工業大学及
の教育研究を開始した。教育面においては、卒業研究生１１名を受け入れ指導を行うと び本学による４大学ワークショップ（開催場所；武漢科技大学、平成１８年５月１８
ともに、研究成果として、学術論文２２件、国際会議３３件、口頭発表６８件の発表を 日～２０日）の共催、帰国した留学生のＯＢ組織づくりのための連絡先や現況の調査
行い、電子情報通信学会の論文賞を２件同時に受賞するなど、高い外部評価を得た。 など、国際交流推進センターが中心となって国際交流を積極的に推進した。
また、産学連携活動も活発に実施し、平成18年度における共同研究、受託研究等の外 また、創立８０周年記念事業学術交流基金を活用し、教職員の海外派遣（９名）、学

部資金獲得総額は、およそ72,300千円（一人あたり平均で約14,500千円）となっている。 生の海外派遣（１２名）や協定校からの共同研究者の招へい（２件 ６名）の支援を
行うとともに、短期留学プログラム生への本学独自の経済的支援として、大学院博士

８．研究ステーション 後期課程に進学する意欲や、研究能力、研究歴等を審査し８名に対し、奨学寄附金共
学科・専攻の枠を越えた柔軟で横断的研究組織である「研究ステーション」を、平成 通経費を財源として奨学金を支給した。

18年度には「ヒューマン・ウエルビィ・サイエンス研究ステーション」、「コミュニティ
協働システム研究ステーション」、「エンタテイメントと認知科学研究ステーション」の
３ステーションを設置するとともに、既に組織横断的研究を推進している研究グループ
に対し、速やかに研究ステーションの設置を行うよう、学内競争的資金「研究・教育活
性化支援システム」公募の際に、全教員に働きかけを行った。また、設置期間満了とな
る研究ステーションについては、研究の進展上、更に研究ステーション設置が必要な場
合に限り、得られた研究成果を踏まえて、設置の再提案を求めることとした。

９．若手研究者の育成
平成17年度に引き続き、学内のRA制度や競争的資金「研究・教育活性化支援シ

ステム」において、若手教員支援を実施するとともに、優秀な若手研究者の支援
を目的として、外部資金（間接経費）を財源とした「UECポスドク研究員制度」
を開始した。また、若手研究者が自立的研究に一定期間集中できる独立拠点形成
を目指して、テニュア・トラック制度に基づく若手研究者育成制度の実施に向け
た検討を進めた。

１０．産学連携の推進
研究成果等公開事業、ベンチャー創出支援、技術移転の推進など、さまざまな

産学連携活動を、地域・産学官連携推進機構が中心となって推進した。
①「第２回産学産学連携DAY in 電通大」を開催し、共同研究成果報告会、S

VBL成果報告、学生・一般アイデアコンテスト、機器分析センター設備公開、
電通大発ベンチャー企業の紹介などを行い、本学の研究成果を広く公開した。
また、産学官等連携推進本部の「創業・ベンチャー創出支援ルーム」の支援
の下、新たに２件の本学発ベンチャーが誕生した。

②知的財産教育の充実を図るため、学部授業科目「知的財産権概論」「知的財
産権管理」について、知的財産本部が担当となって実施するとともに、将来
知的財産関係の道を志す学生により設立されたIP研究会に対する弁理士試験
準備などの指導を行った。

③地域貢献部門では、「第２回産学産学連携DAY in 電通大」において、「新
たな産学連携―コミュニティとCSR―」をテーマに、地域と企業との連携で
「地域貢献シンポシオン」を開催したほか、ボランティア事業を支援するた
め、Webによる「ボランティア活動への学生登録システム」「ボランティア
活動依頼システム」を運用した。また、地域の小・中学生を対象として、「少
年少女発明クラブ」「工作教室」「おもちゃの病院」を実施した。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額 該当なし
１５億円 １５億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入れ により緊急に必要となる対策費として借り入れ
することが想定される。 することが想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画はな 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画はな 該当なし
い。 い。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究 取崩額１１０百万円。
の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 講義棟の空調設備改修等の教育環境整備に充当した。
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

小規模改修 総額 国立大学財務・経 ・アスベスト対 総額 施設整備費補助金 ・アスベスト対 総額 施設整備費補助金
１７４ 営センター施設費 策事業 ４６７ （４３８） 策事業 ４６７ （４３８）

交付金 （１７４） ・校舎改修(教 国立大学財務・経 ・校舎改修(教 国立大学財務・経
養教育) 営センター施設費 養教育) 営センター施設費

・小規模改修 交付金 （ ２９） ・小規模改修 交付金 （ ２９）

(注1)金額については見込であり、中期目標を達成す (注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状
るために必要な業務の実施状況等を勘案した施設 況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等
・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備 を勘案した施設・設備の改修等が追加されることも
の改修等が追加されることもある。 あり得る。

(注2) 小規模改修について１７年度以降は１６年度同
額として試算している。なお、各事業年度の施設
整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設
費交付金、長期借入金については、事業の進展等
により所要額の変動が予想されるため、具体的な
額については、各事業年度の予算編成過程等にお
いて決定される。

○ 計画の実施状況等

・アスベスト対策事業については、施設整備費補助金（１３５百万円）により
工事を完了した。

・校舎改修（教養教育）については、施設整備費補助金（３０３百万円）によ
り工事を完了した。

・小規模改修については、国立大学財務・経営センター施設費交付金（２９百
万円）により本館非常階段改修等の営繕事業を完了した。
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（１）教育研究職員 （１） 教育研究職員 （１）教育研究職員
・公募制の確立 ・教員組織の在り方 ・教員組織の在り方

教育研究職員の人事は、原則として公募制と 学校教育法の改正を踏まえ教育研究職員の組 「Ⅰ業務運営・財務内容等の状況（１）業務運営の
する。学内からの昇任希望であっても公募に応 織体制、テニュアトラック制の導入等について 改善及び効率化」P.10【100】参照
募し、その審査の結果によるものとし、人事の の具体的な検討を行うとともに、教務職員、技 「Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況（１）教育に関
客観性・透明性を確保することにより社会に対 術職員の在り方について検討する。 する目標」P.47【33】【34】参照
する説明責任を果たせるものとする。
・任期制の拡大 ・教育研究職員等の採用 ・教育研究職員等の採用

特定の研究プロジェクトなど流動性が効果的 全学裁量分、客員教員・特任教員制度等を有 「Ⅰ業務運営・財務内容等の状況（１）業務運営の
な職については、任期制の導入を検討し、教育 効に活用し、専門性の高い分野からの有用な人 改善及び効率化」P.10【103】参照
・研究の活性化を図る。 材の登用を行うとともに、国籍、性別等を問わ 「Ⅱ教育研究等の質の向上の状況（２）研究に関す

ない能力、人物本位の人事を行う。 る目標」P.59【61-1】参照

・非常勤講師のあり方 ・非常勤講師の在り方 ・非常勤講師の在り方
非常勤講師のあり方について、責任ある教育 非常勤講師の配置等について見直し、その削 「Ⅱ教育研究等の質の向上の状況（１）教育に関す

体制の確立と人件費管理の効率化を考慮して検 減に向けての検討を進める。 る目標」P.47【33】参照
討する。

・評価システム
個々の研究・教育実績の評価を行い、これを

総合的に反映する能力・業績給制度を導入する
ことが考えられるが、そのための評価の主体、
教育・研究と学務・運営、社会貢献等の評価方
法・基準等について検討する。

（２）事務系職員 （２）事務系職員 （２）事務系職員
・定年年齢・再任用制度 ・業務効率化と経費削減 ・業務効率化と経費削減

公務員制度改革、年金の支給年齢等の動 人事交流等の推進を図るとともに、専門的業 「Ⅰ業務運営・財務内容等の状況（１）業務運営の
向を見据えて引き続き検討する。また、定年に 務に関する能力を向上させるための研修の実施 改善及び効率化」P.11【105-1】参照
達した職員の中から、業務の精通した人材の活 等を行う。
用と人事の活性化並びに士気の高揚と意識の改 また、パート職員の効率的な配置と人材派遣 「（２）財務内容の改善に関する目標」P.19【119】
革を踏まえ役職定年の考え方にならった再任用 の有効活用等により人件費の抑制に努める。 参照
制度の運用を検討する。
・評価システム

業績・能力の評価を総合的に反映させるため、
客観性、公平性、透明性を持った評価システム
の構築について検討する。
・業務の効率化

人員や経費の削減、健康安全管理の観点も含
めた超過勤務の縮減、新たに必要な業務への対
応等から業務の見直し、アウトソーシングの活
用等を行い業務の効率化を図る。
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

・算定ルールに基づいて、人員削減方針の策定 ・総人件費改革に関する目標を達成するための ・総人件費改革に関する目標を達成するための措置
について検討する。 措置 「Ⅰ業務運営・財務内容等の状況（２）財務内容の

総人件費改革の実行計画を踏まえ、概ね１％の 改善に関する目標」P.16【112】参照
人件費削減を図る。
・適切な評価体制の整備 ・適切な評価体制の整備
平成１８年４月の給与法改正を踏まえた新たな 「Ⅰ業務運営・財務内容等の状況（１）業務運営の
昇給制度に対応し得る評価システムについて検 改善及び効率化」P.10【102】参照
討を行う。

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込３４，２ （参考１）平成１８年度の常勤職員数 ５１１人
４１百万円。（退職手当は除く。） また、任期付職員数の見込みを １２人とする。

（参考２）平成１８年度の人件費見込み５，５８４
百万円
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○ 別表 （学部の学科、研究科の専攻等）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 (a) (b) (b)/(a)×100
機械制御工学科 (人) (人) (％)

(a) (b) (b)/(a)×100 昼間コース １
電気通信学部 (人) (人) (％) 夜間主コース ０

情報通信工学科 電気通信学部(学士課程) 計
昼間コース ５３０ ６１７ １１６ 昼間コース ２，８００ ３，３２８ １１９
夜間主コース １３０ １５６ １２０ 夜間主コース ７６０ ９４８ １２５

合 計 ３，５６０ ４，２７６ １２０
情報工学科

昼間コース ４５０ ５３５ １１９ 電気通信学研究科
夜間主コース ９０ １１６ １２９

情報通信工学専攻
電子工学科 博士前期課程 ６８ １３５ １９９

昼間コース ５７０ ６７２ １１８ 博士後期課程 １０ ２３ ２３０
夜間主コース １３０ １５４ １１８

情報工学専攻
量子・物質工学科 博士前期課程 ５４ ７１ １３１

昼間コース ４４０ ５３２ １２１ 博士後期課程 ８ １０ １２５
夜間主コース ８０ １１０ １３８

電子工学専攻
知能機械工学科 博士前期課程 ８２ １７３ ２１１

昼間コース ４１０ ４７９ １１７ 博士後期課程 １４ １４ １００
夜間主コース １３０ １５１ １１６

量子・物質工学専攻
システム工学科 博士前期課程 ５０ １１０ ２２０

昼間コース ２４０ ２８１ １１７ 博士後期課程 ６ １３ ２１７
夜間主コース ８０ １０６ １３３

知能機械工学専攻
人間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 博士前期課程 ６６ １７２ ２６１

昼間コース １６０ ２０８ １３０ 博士後期課程 １２ １８ １５０
夜間主コース １２０ １５２ １２７

システム工学専攻
博士前期課程 ３０ ７６ ２５３

（改組前学科） 博士後期課程 ４ １１ ２７５

電子工学科 人間ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻
昼間コース １ 博士前期課程 ２６ ４９ １８８
夜間主コース １ 博士後期課程 ４ ９ ２２５

電子情報学科 （改組前専攻）
昼間コース １ 電子工学専攻
夜間主コース ２ 博士前期課程 ０ ０

博士後期課程 ８ ２２ ２７５
情報工学科

昼間コース １ 電子情報学専攻
夜間主コース ０ 博士前期課程 ０ ０

博士後期課程 ６ １２ ２００
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○ 別表 （学部の学科、研究科の専攻等）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 ○ 計画の実施状況等

(a) (b) (b)/(a)×100 収容定員と収容数の差（定員充足率）について
(人) (人) (％)

情報工学専攻 （１）電気通信学部定員充足率
博士前期課程 ０ １ 昼間コースでは定員充足率が１１９％、夜間主コースでは１２５％となっ
博士後期課程 ４ １１ ２７５ ている。本学への入学者数はほぼ入学定員どおりであるにもかかわらず、収

容数が収容定員を上回っている理由は、２年次終了時審査、卒業研究着手審
機械制御工学専攻 査（３年次終了時）など厳格な成績評価を実施しているため、修得単位が不

博士前期課程 ０ ０ 足して留年する学生が存在することである｡平成18年５月１日現在の留年生の
博士後期課程 ６ １６ ２６７ 数は、昼間コース３１８名、夜間主コース１７３名であり、これを除くと定

員充足率は、昼間コース１０８％、夜間主コース１０２％となる。
電子物性工学専攻

博士前期課程 ０ ０ （２）電気通信学研究科定員充足率
博士後期課程 ４ ５ １２５ 博士前期課程では定員充足率２０９％、博士後期課程では１９１％となっ

ている。
電気通信学研究科 計 博士前期課程については、毎年、入学定員の２倍から３倍の入学志願者が

博士前期課程 ３７６ ７８７ ２０９ あり、かつ入学試験の結果を見ても十分本研究科での修学に堪えられるレベ
博士後期課程 ８６ １６４ １９１ ルに達している学生が定員を大幅に上回っている。さらに、本研究科修了生

に対する企業からの評価も高く、求人数は常に学生数を大幅に上回り、就職
率も毎年ほぼ１００％に近い。このため、学生及び社会のニーズにこたえる
ため、定員を上回る入学を認めてきた。

博士後期課程については、入学志願者が入学定員を上回るという理由のほ
かに、標準修業年限内に博士論文の完成に至らず、引き続き在籍する学生が

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 多い（平成18年５月１日現在：３０名）ことが挙げられる。

(a) (b) (b)/(a)×100 なお、これらの状況も踏まえ、平成21年度に向けて、収容定員の適正化や教育
情報システム学研究科 (人) (人) (％) の実質化などの観点を含めて、教育研究組織の見直しを開始したところである。

情報システム設計学専攻
博士前期課程 ８８ ９３ １０６
博士後期課程 ４２ ２９ ６９

情報ネットワーク学専攻
博士前期課程 ７４ ８０ １０８
博士後期課程 ３６ ４９ １３６

情報システム運用学専攻
博士前期課程 ７４ ８８ １１９
博士後期課程 ３６ ３３ ９２

情報システム学研究科 計
博士前期課程 ２３６ ２６１ １１１
博士後期課程 １１４ １１１ ９７
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